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評価書様式 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

評価対象事業年度 年度評価 令和７年度（第５期） 

中期目標期間 令和５年度～令和９年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣  

 法人所管部局 鉄道局 

海事局 

総合政策局 

物流・自動車局 

担当課、責任者 鉄道局機構監督・地域調整室長 地主 純 

海事局総務課企画室長     石原 正豊 

総合政策局交通政策課企画室長 吉田 純土 

物流・自動車局物流政策課長  正岡 孝 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 清水 巌 

 

３．評価の実施に関する事項 

評価の実効性を確保するため実施した手続き等は以下のとおり。 

・令和 ８年 ６月 26 日：理事長、監事ヒアリングを実施。 

・同年 ６月 24 日・25 日：外部有識者４名から意見聴取を実施。 

岸 利治（東京大学 執行役・副学長） 

熊谷 則一（弁護士） 

二村 真理子（東京女子大学 教授） 

村山 英晶（東京大学大学院 教授） 

 

（注）五十音順：敬称略 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

Ｂ Ｂ Ｂ   

評定に至った理由 項目別評定は業務の一部がＡであるものの、全体評定を引き上げるまでは至っていないため、「独立行政法人の評価に関する指針」(平成 26 年９月２日総務大臣決定)及び「国土交

通省独立行政法人評価実施要領」(平成 27 年４月１日国土交通省決定)の規定に基づき、項目別評定の算術平均(以下算定式のとおり。)に最も近い評定が「Ｂ」評定であること及び

以下の「法人全体に対する評価」等を踏まえ「Ｂ」評定とした。 

【項目別評定の算術計算】  

（Ａ４点×（３項目＋３項目）＋Ａ４点×５項目＋Ｂ３点×（１項目＋１項目）＋Ｂ３点×20項目）÷（29項目＋４項目）≒3.33 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。  

※算定にあたっては評定ごとの点数を、「Ｓ」評定：５点、「Ａ」評定：４点、「Ｂ」評定：３点、「Ｃ」評定：２点、「Ｄ」評定：１点とし、重要度の高い項目（項目別評定総括表、

項目別評定調書参照）については加重を２倍としている。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 項目別評定のとおり、評価項目全 29 項目のうち８項目（うち３項目は重要度、困難度の高い項目である。）について、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている。 

また、21 項目については中期計画における所期の目標を達成していると認められる業務運営を行っており、安定的な経営が実現していることから、法人全体として中期計画にお

ける所期の目標を達成していると認められる。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特になし。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）に関しては、引き続き、「北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の整備に関する有識者会議」における事業費の精査に協力されたい。 

 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし。 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 ・機構の業務全般については、中期目標の着実な達成に向け効果的、効率的に業務を推進していると認められる。  

・鉄道建設事業については、改善措置及び検証委員会の報告書等を踏まえた業務改善の取組や機構改革プランによる改革の取組を通じて、地域密着型の業務執行体制の強化、プロジ 

ェクト毎の責任体制の明確化、工程管理・事業費管理のルールの徹底、関係自治体等との情報共有の拡充等の改善が図られている。今後の北海道新幹線建設事業の見通しについて

は、沿線自治体等の関係者に対して引き続き丁寧に説明を行うとともに、全体工程や事業費を精査し、一日も早い完成・開業や可能な限り効果的な事業の推進を目指すよう最大限

の努力が求められる。  

・機構改革プランに掲げた取組については、本格的な実施期間に入り、各部署の業務の一環として取組の定常化を図ると同時に、組織横断的な項目については、チーム制により検討 

を進めてきたことを確認している。 

その他特記事項 特になし。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別調

書№ 

備考 

  令和 

５  

年度 

令和 

６ 

年度 

令和 

７ 

年度 

令和 

８ 

年度 

令和 

９ 

年度 

  令和 

５  

年度 

令和 

６ 

年度 

令和 

７ 

年度 

令和 

８ 

年度 

令和 

９ 

年度 

Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項  

 鉄道建設等業務 Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(１)    組織の見直し Ｂ Ｂ Ｂ   ４.(１)  

 整備新幹線整備事業の

着実な進捗 

Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○重   ３.(１)    情報システムの整備及び管

理並びにデジタル技術の活

用 

Ｂ Ｂ Ｂ   ４.(２)  

機構の技術力を活用し

た鉄道整備 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(１)    調達等合理化の推進 Ｂ Ｂ Ｂ   ４.(３)  

機構の技術力を活用し

た支援の充実 

Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重   ３.(１)    人件費管理の適正化 Ｂ Ｂ Ｂ   ４.(４)  

鉄道建設に係る業務の

質の向上に向けた取組 

Ａ Ａ Ａ   ３.(１)    一般管理費及び事業費の効

率化 

Ｂ Ｂ Ｂ   ４.(５)  

 我が国鉄道技術の海外

展開に向けた取組 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(１)    資産の有効活用 Ｂ Ｂ Ｂ   ４.(６)  

鉄道施設の貸付け・譲

渡等 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(１)            

 鉄道助成業務等 Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(２)            

 鉄道に関する補助金等

の交付等 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(２)            

 北海道旅客鉄道株式会

社及び四国旅客鉄道株

式会社からの長期借入

金の借入れ等 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(２)            

 中央新幹線建設資金貸

付け等 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(２)   Ⅴ．財務内容の改善に関する事項  

 船舶共有建造等業務 Ｂ Ａ Ａ   ３.(３)    財務運営の適正化（予算、

収支計画及び資金計画） 

Ｂ Ｂ Ｂ   ５.(１)  

 

 

 

 

 船舶共有建造業務を通

じた政策効果の高い船

舶の建造促進 

Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重   ３.(３)    財務運営の適正化（財務運

営の適正化） 

Ｂ Ｂ Ｂ   ５.(１)  

船舶建造等における技

術支援 

Ｂ○重 Ｂ○重 Ａ○重   ３.(３)    資金調達 Ａ Ａ Ａ   ５.(２)  

船舶共有建造業務にお

ける財務内容の改善 

Ｂ Ａ Ａ   ３.(３)   Ⅵ．業務運営に関する重要事項 

地域公共交通出融資業務等 Ａ Ａ Ｂ   ３.(４)    内部統制の充実・強化 Ｂ Ｂ Ｂ   ６.(１)  

  地域公共交通出資及び

貸付け 

Ａ Ｂ Ｂ   ３.(４)    人事に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ   ６.(２)  
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 物流出融資 Ａ Ａ Ｂ   ３.(４)    広報・情報公開の推進 Ａ Ａ Ａ   ６.(３)  

 特例業務（国鉄清算業務） Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(５)    環境への配慮 Ｂ Ｂ Ａ   ６.(４)  

  旧国鉄職員に係る年金

費用等の適切な支払等 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(５)            

  会社の経営自立のため

の措置等 

Ｂ Ｂ Ｂ   ３.(５)           
 

                   

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書Ｎｏ．」欄には、令和６年度の項目別評定調書の項目別調書Ｎｏ．を記載。
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（１） 鉄道建設等業務 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保強化 

政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

政策目標 Ⅻ 国際協力、連携等の推進 

施策目標 23 整備新幹線の整備を推進する 

施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 

施策目標 43 国際協力、連携等を推進する 

当該事業実施に係

る根拠（個別法条文

など） 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180 号。）

第 13 条第１項第１号、第２号、第３号、第４号、第５号、第６号、第 11 号、

/ 第３項、第４項、/ 第 14 条第１項 

全国新幹線鉄道整備法（昭和 45 年法律第 71 号） 

鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号） 

海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律（平成 30 年法

律第 40 号。）第４条第１項 

機構法附則第９条及び附則第 11 条第１項第１号 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

・整備新幹線整備事業の着実な進捗 

・機構の技術力を活用した支援の充実 

【困難度：高】 

・整備新幹線整備事業の着実な進捗 

・機構の技術力を活用した鉄道整備 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

行政事業レビュー事業番号：004144、004293、004294、004330、004336、004337 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間

最終年度値等) 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

  令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

機構職員向け

災害対応に係

る研修等の受

講者数 

― ― 145 人 136 人 101 人   

 予算額(千円) 

530,479,334 523,973,480 525,404,637   

鉄道事業者等

からの要請に

基づく技術支

援等の実施件

数 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 51 件 

32 件 25 件 30 件   

 決算額(千円) 

561,795,730 521,829,999 503,308,529   

鉄道協会等主

催の各種会議

での技術情報

等の提供数 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 23 件 

14 件 15 件 11 件   

 経常費用(千円) 

310,266,306 347,043,247 326,317,274   

関係者との協

議や施工手順

の工夫等によ

るコスト縮減

額 

― ― ※ ※ ※   

 経常利益(千円) 

△2,512,882 △1,859,813 2,132,419   
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遠隔臨場を実

施する工区数 
― ― 27 工区 35 工区 44 工区   

 行政ｺｽﾄ(千円) 

1,206,031,362 347,760,228 328,972,924   

建設現場にお

ける脱炭素化

の取組件数 

― ― 21 件 26 件 27 件   

 従事人員数 

1,323 1,243 1,233   

機構職員向け

技術研修の受

講者数 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 2,243

人 

562 人 454 人 460 人   

  

     

学会等への応

募・発表数 
― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 472

件 

157 件 129 件 132 件   

       

機構による業

務成果を公表

する場の開催

数 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 24 件 

６件 ５件 ４件   

       

我が国事業者

の参入を目指

して機構が行

った海外高速

鉄道調査等の

受注額 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 2.8 億

円 

0.3 億円 
0.1 億

円 
7.3 億円   

       

機構が海外高

速鉄道調査等

を行った結果

参入した我が

国事業者によ

る鉄道システ

ムの受注額 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 なし 

１件 

（受注額

について

は、契約

当事者間

の約定に

基づき非

公表） 

0 件 0 件   

       

専門家派遣数 ― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 76 人

（15 カ国・

地域） 

30 人 20 人 15 人   

       

研修員等受入

数 

― 

平成 30 年度

から令和３

年度までの

実績 820 

人（22 カ

国・地域） 

59 人 38 人 97 人   

       

 ※事業完了時などの段階で記載する。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）鉄道建設等業

務 

鉄道は、大量輸送

性、定時性、速達性

を兼ね備えるととも

に、基本的に温室効

果ガス（CO２）排出

量の少ない環境に優

しい輸送機関であ

る。 

機構は、様々な専

門技術やノウハウの

集合体である鉄道

を、安全で安定的な

運行が可能なシステ

ムとして整備し完成

させるための総合

力、高度な専門性や

人的リソースを有し

ており、鉄道建設に

係る総合的なマネジ

メントを行うことが

できる唯一の公的主

体として、国が推進

する鉄道ネットワー

クの整備において、

引き続き主導的な役

割を担っていく必要

がある。 

その際、これまで

培ってきた鉄道建設

の経験と技術力を駆

使し、良質な鉄道を

適切な工期で安全に

かつ経済的に建設す

ることが重要であ

り、業務の実施に当

たっては、技術開発

の動向等を踏まえて

コスト縮減に努める

とともに、デジタル

技術の利活用や関係

機関との連携強化に

より、業務の質を確

保しつつ、効率的に

業務を遂行するもの

とする。 

（１）鉄道建設等業

務 

鉄道は、大量輸送

性、定時性、速達性

を兼ね備えるととも

に、基本的に環境へ

の負荷も低い優れた

輸送機関である。 

 

 

機構は、全国新幹

線鉄道整備法（昭和

45 年法律第 71 号）

及び都市鉄道利便増

進法（平成 17 年法律

第 41号）に基づくも

のなど、鉄道建設に

係る総合的なマネジ

メントを行ってきた

我が国唯一の公的な

整備主体であり、国

民生活の向上や社会

経済活動の発展に大

きな影響を与える鉄

道建設において国の

政策に基づき、引き

続き主導的な役割を

担っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）鉄道建設等業

務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評価：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（１）鉄道建設等業務」とし

ての評価をＢとした。 

 

鉄道建設等業務の評定： Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ａ４点×（１項目＋１項目）＋Ａ４点×１項目＋Ｂ３点×（１項目＋１項目）＋

Ｂ３点×３項目）÷（６項目＋２項目）≒3.38 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

鉄道建設等業務の評価 

整備新幹線整備事業の着実な進捗において、北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）

については、事業総合管理委員会において工期及び事業費の状況について継続的

なモニタリングを行うとともに、北海道新幹線建設局への重点的な人員配分によ

り必要な体制を構築し、工程短縮策の実施等に取り組み、事業を進捗させた。ま

た、令和７年 12 月、機構より、事業費が最大 1.2 兆円増加するおそれがあるとの

報告がなされたことを受け、「北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の整備に関す

る有識者会議」において、事業費を縮減する方策についての検討も含めて、事業費

の精査が進められているところ、当該有識者会議の求めに応じて資料を提供する

など、必要な協力を行った。 

また、北陸新幹線（敦賀・新大阪間）については、施工上の課題を解決するため

の北陸新幹線事業推進調査を実施した。また、関係者の理解促進を図るため、ホー

ムページ・SNS による科学的知見に基づく情報発信等を実施した。 

機構の技術力を活用した鉄道整備において、中央新幹線の受託工事に関して、引

き続き事業費及び工程を適切に管理するとともに、橋りょう・高架橋工事及び山岳

トンネル工事の品質確保や安全管理を行いながら、工事を着実に推進した。 

機構の技術力を活用した支援の充実において、被災した鉄道施設の復旧に係る

技術的助言を迅速かつ合理的に実施するよう、RAIL-FORCE の機能強化を推進する

とともに、鉄道施設の老朽化などの社会的課題に対する支援や、鉄道ネットワーク

に係る計画策定に関する調査協力等の支援にも取り組み、機構の有する能力・ノウ

ハウの一層の活用を図った。 

業務の質の向上に向けた取組において、鉄道建設等における DXの推進、鉄道建

設工事の進捗状況やニーズに応じた多くの技術開発、それらの開発成果の社会へ

の還元、新たな取組として ICT 等により、鉄道建設工事における安全性向上や職

員・建設工事従事者の安全意識の向上に関する取組等を実施した。 

我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組において、積極的かつ適切に海外高速

鉄道調査等業務を行ったほか、専門家派遣や研修員受入れ、国際学術会議等への参

画、海外関係機関との技術交流といった国際協力業務を実施した。 

鉄道施設の貸付け・譲渡等において、過年度に貸付け又は譲渡を行った鉄道施設に

ついて、必要な徴収額全額を計画どおり確実に徴収した。 
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また、自然災害の

激甚化・頻発化や施

設老朽化の進行、建

設技術者の不足等、

鉄道事業を取り巻く

状況を踏まえ、機構

が有するノウハウや

技術力を活用した支

援に積極的に取り組

むとともに、新たな

政策課題に対応する

ための知見の獲得に

努め、国民のニーズ

に的確に応えた取組

を実施する。 

 

また、自然災害の

激甚化・頻発化、施

設老朽化の進行、技

術者の減少など鉄道

事業者等を取り巻く

状況の変化を踏ま

え、地方鉄道を含め

た鉄道施設の長寿命

化や保全・改修、鉄

道技術の維持・承継

に関し、機構の技術

力等の活用のあり方

の検討を含め、社会

的課題に対応する必

要な取組を行う。さ

らに、機構の鉄道建

設に係る技術力等を

活用し、利用しやす

く高質な鉄道ネット

ワークの構築を図る

ための調査等を実施

する。 

これらの実施に当

たっては、現場の情

報を組織的に共有・

伝達し、業務の効率

化・高度化とともに

技術の承継を進める

ためにデジタルトラ

ンスフォーメーショ

ン(DX)の推進を図る

など業務の質の向上

に努める。 

 

①整備新幹線整備事

業の着実な進捗 

整備新幹線の建設

は、長期にわたる大

規模なプロジェクト

であり、地質状況等

の不確定要素や物価

上昇等の社会経済情

勢の変化の影響を受

けやすく、また、多

数の関係者との協

議・調整が必要であ

るなど、多くのリス

ク要因を内在する事

業である。 

このため、実効性

①整備新幹線整備事

業 

整備新幹線事業

は、長期にわたる大

規模プロジェクトで

あり、地質状況等の

不確定要素や物価上

昇等の社会経済情勢

の変化の影響を受け

やすく、また多数の

関係者との協議・調

整が必要であるな

ど、多くのリスク要

因を内在する事業で

ある。 

このため、現在建

① 整備新幹線整備

事業 

整備新幹線事業に

ついては、以下の取

組を行いながら、安

全確保に万全を期し

て、事業の着実な進

捗を図る。 

・工程と事業費につ

いて、事業総合管理

委員会を開催し、理

事長のトップマネジ

メントの下、一体的

に管理 

・国や地方公共団体

等の関係者と工事の

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・以下に記載の必

要な取組を行い、北

海道新幹線（新函館

北斗・札幌間）につ

いて、事業の着実な

進捗を図ったか。 

-プロジェクト・マ

ネジメントの強化・

＜主要な業務実績＞ 

・北海道新幹線建設局（以

下「北海道局」という。）

において、総額管理、資材

調達協議、渉外を特命事

項とする各担当課長を新

たに配置した。また、長万

部建設事務所、後志建設

事務所及び札幌建設事務

所に長万部工事長（第二

土木）、後志建設事務所担

当部長（副所長）及び札幌

工事長（建築）を新たに配

置した。これらにより、優

先度の高い課題に迅速か

つ集中的に対応し、業務

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

以下の取組により、北海道新

幹線（新函館北斗・札幌間）に

ついては、工程が厳しくなる

中、可能な限りの工程短縮策の

実施に努め、事業の着実な進捗

を図った。 

 

○プロジェクト・マネジメント

の強化・充実 

 北海道局において特命事項

を担当する担当課長等の新た

な配置など、プロジェクト・マ

ネジメントの強化・充実に取り

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）については、事業総合管理委員会において

工期及び事業費の状況について継続的なモニタリングを行うとともに、北海道新

幹線建設局への重点的な人員配分により必要な体制を構築し、工程短縮策の実施

等に取り組み、事業を進捗させた。また、令和７年 12月、機構より、事業費が最

大 1.2 兆円増加するおそれがあるとの報告がなされたことを受け、「北海道新幹線

（新函館北斗・札幌間）の整備に関する有識者会議」において、事業費を縮減する

方策についての検討も含めて、事業費の精査が進められているところ、当該有識者

会議の求めに応じて資料を提供するなど、必要な協力を行った。 

北陸新幹線（敦賀・新大阪間）については、施工上の課題を解決するための北陸

新幹線事業推進調査を実施した。また、関係者の理解促進を図るため、ホームペー

ジ・SNS による科学的知見に基づく情報発信等を実施した。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 
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ある業務実施体制を

整備し、工程と事業

費を一体的に管理す

ること等を通じて、

事業の実施状況や発

生している事象を的

確に把握した上で、

国や地方公共団体等

の関係者と情報を共

有し、課題が発生し

た場合には速やかに

対策を講じることと

する。 

また、デジタル技

術の利活用を含む情

報の組織的な共有・

伝達、最新の入札契

約制度や施工管理手

法の導入等による生

産性の向上に積極的

に取り組む。 

これらを十分に踏

まえ、現在建設中の

北陸新幹線（金沢・

敦賀間）及び北海道

新幹線（新函館北斗・

札幌間）に関しては、

工程及び事業費の管

理を徹底し、事業の

着実かつ円滑な推進

を図る。 

なお、整備新幹線

の未着工区間に関し

ては、線区の状況を

踏まえて必要な調査

を適切に実施すると

ともに、工事実施計

画の認可申請におけ

る工期・事業費の予

測精度の向上のた

め、地質状況など線

区固有の特性を可能

な限り把握するよう

努める。 

 

【重要度：高】 

整備新幹線は、地

域間の移動時間を大

幅に短縮させ、地域

社会の振興や経済活

設中の北陸新幹線

（金沢・敦賀間）及

び北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）

については、検証委

員会報告書や国土交

通省が設置した「北

海道新幹線（新函館

北斗・札幌間）の整

備に関する有識者会

議」の報告書なども

踏まえ、必要な取組

を行いながら、事業

の着実な進捗を図

る。 

具体的には、事業

の実施に当たって、

プロジェクト・マネ

ジメントの強化・充

実に取り組むととも

に、課題対応のため

限られた資源を重点

的に配分し、工程と

事業費について、両

者の状況を同時に把

握するための指標の

導入を含め、一体的

な管理の徹底を図

る。また、国や地方

公共団体等の関係者

と工事の進捗状況や

発生している事象等

について密に情報を

共有することで事業

の透明性を確保する

とともに、必要な協

力を得ながら進め

る。 

さらに、デジタル

技術の利活用による 

DX の推進や最新の

入札契約制度の導入

などによる生産性の

向上、カーボンニュ

ートラルの実現に向

けた貢献をはじめと

する環境負荷の低減

に積極的に取り組む

とともに、安全確保

に万全を期して事業

進捗状況や発生して

いるリスク等につい

て密に情報を共有す

ることで事業の透明

性を確保し、必要な

協力を得ながら事業

を推進  

現在建設中の北海

道新幹線（新函館北

斗・札幌間）におい

ては、令和６年５月

に、機構から国土交

通省へ、令和１２年

度末の完成・開業に

ついては極めて困難

と考えられるとの判

断に至った旨を報告

した。これを受け、

国土交通省は「北海

道新幹線（新函館北

斗・札幌間）の整備

に関する有識者会

議」を開催し、令和

７年３月に検討結果

が取りまとめられ

た。 

こうした状況を踏

まえ、特に以下の取

組を行いながら、土

木工事（トンネル工

事や高架橋等工事）

のほか、設備工事（駅

舎、電気設備や駅・

車両基地の機械設備

等の設計及びレール

溶接等の軌道工事）

を含めて全体工程の

迅速かつ着実な進捗

を図る。 

・工程上のクリティ

カルとなる土木工事

を着実に進捗させる

とともに、設備工事

の円滑な推進を図り

つつ、事業の進捗状

況等の継続的なモニ

タリングを行い、引

き続き EVM を用いな

がら工程と事業費を

一体的に管理 

充実に取り組んだ

か。 

-課題対応のため限

られた資源を重点

的に配分したか。 

-工程・事業費につ

いて、両者の状況を

同時に把握するた

めの指標の導入を

含め、一体的な管理

の徹底を図ったか。 

-国や地方公共団体

等の関係者と工事

の進捗状況や発生

している事象等に

ついて密に情報を

共有することで事

業の透明性を確保

するとともに、必要

な協力を得ながら

進めたか。 

-デジタル技術の利

活用による DX の推

進や最新の入札契

約制度の導入など

による生産性の向

上に取り組んだか。 

-環境負荷の低減に

積極的に取り組ん

だか。 

-安全確保に万全を

期したか。 

・以下に記載の必

要な取組を行い、北

海道新幹線（新函館

北斗・札幌間）につ

いて、事業の着実な

進捗を図ったか。

（再掲） 

・整備計画路線の

うち未着工区間に

ついて、線区の状況

を踏まえ、以下の取

組を行ったか。 

-国土交通省や地方

公共団体とも連携

して必要な調査を

適切に実施したか。 

-地質状況など線区

固有の特性を可能

推進を図る体制を構築し

た。 

・鉄道技術センターを中

心に、鉄道建設プロジェ

クトの推進にあたり、技

術面から組織全体の総合

的な技術力を蓄積・活用・

継承することを目的とし

た勉強会を実施し、若手

職員個々のスキルアップ

を図った。 

・北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）（以下「北海

道新幹線」という。）では

土木工事が最盛期を迎え

ているため、既に開業を

迎えた北陸新幹線建設局

や九州新幹線建設局の人

員を順次重点的に北海道

局に配分し、北海道新幹

線における課題対応にあ

たる体制を整えた。 

・工程と事業費について、

事業総合管理委員会を６

回開催(北海道新幹線：５

回、北陸新幹線：１回)し、

理事長のトップマネジメ

ントの下、一体的な管理

の徹底を図った。 

・北海道新幹線において

は、事業の進捗状況の継

続的なモニタリングを行

い、工程と事業費を一体

的に把握するための指標

（EVM）を用いながら事業

を管理した。 

・北海道新幹線について

は、令和７年３月に取り

まとめられた「北海道新

幹線（新函館北斗・札幌

間）の整備に関する報告

書」を基に、事業費の精査

を進め、令和７年 12月に、

機構から国土交通省へ、

現時点での想定では最大

1.2 兆円の事業費の増加

のおそれがあることが見

込まれる旨を報告した。

これを受け、国土交通省

が４回開催した「北海道

組んだ。 

 

○資源の重点的配分 

北海道新幹線においては、課

題対応にあたる体制を整える

ため、北陸新幹線建設局や九州

新幹線建設局の人員を重点的

に北海道局に配分した。 

 

○工程・事業費の一体的管理 

 工程・事業費については、事

業総合管理委員会の実施や

EVM の運用により、工程と事業

費の一体的な管理の徹底及び

状況の把握を図った。 

 

○関係者との情報共有 

 北海道新幹線では、「北海道

新幹線(新函館北斗・札幌間)の

整備に関する有識者会議」、「北

海道新幹線札幌延伸推進会

議」、「地域連携チーム」等を通

じて、国土交通省をはじめとす

る、関係者と工事の進捗状況等

を情報共有するとともに、関係

者から必要な協力を得ながら

事業を進めた。 

 

○デジタル技術の利活用等 

 北海道新幹線において、工事

現場の情報を組織的に共有・伝

達し、業務の効率化・高度化を

図るため、BIM/CIM の導入によ

る図面の三次元データ管理や

遠隔臨場の導入による遠隔地

における工事検査の効率化等、

生産性の向上に取り組んだ。 

 

○環境負荷の低減 

 北海道新幹線の土木・軌道工

事において、カーボンニュート

ラル試行工事を導入し、環境負

荷低減に寄与した。 

 

○安全推進 

 本社から各建設事務所まで

一丸となり、工事安全推進に係

る各種取組を行った。特に安全

設備の標準化等の新たなルー

ルの制定や、機構内外における

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）に関しては、引き続き、「北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）の整備に関する有識者会議」における事業費の精査に協力され

たい。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

プロジェクト・マネジメントの強化等に取り組むとともに、工程・事業費の一体

的な管理、関係者と情報共有をしつつ、関係者からの協力を得ながら事業を実施し

ており、Ｂ評価は妥当であると考える。 
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性化に大きな効果を

もたらすことから、

重要度は高い。 

 

【困難度：高】 

整備新幹線整備事

業は、工事期間中に

おいては、地盤の状

況や希少野生動植物

種への対応、予期せ

ぬ災害の発生への対

応など他律的な制約

が多く、また、工事

の各段階において

は、地方公共団体、

鉄道事業者、地権者

など調整すべき関係

者が多数存在するこ

とに加え、それぞれ

の現場の状況に応じ

て多様な工程・業務

を輻輳的に積み上げ

ていく必要があるこ

とから、困難度は高

い。 

 

を遂行する。 

また、整備計画路

線のうち未着工区間

については、線区の

状況を踏まえ、国土

交通省や地方公共団

体とも連携して必要

な調査を適切に実施

するとともに、工期・

事業費の予測精度向

上のため、地質状況

など線区固有の特性

を可能な限り調査・

把握する。 

・プロジェクト・マ

ネジメントの更なる

強化・充実のため、

令和６年度に設立さ

れた鉄道技術センタ

ー、建設事務所を含

む北海道新幹線建設

局と本社との間のよ

り密接な連携 

・北海道新幹線札幌

延伸推進会議や沿線

地区ごとの地域連携

チームを通して、国

や地方公共団体等の

関係者と情報共有す

るとともに必要な協

力を得ながら事業を

推進  

・AI や ICT 等のデ

ジタル技術を用いた

トンネル切羽評価手

法の開発等によるデ

ジタルトランスフォ

ーメーション（DX）

の推進やカーボンニ

ュートラルに資する

取組を評価する試行

工事の実施をはじめ

とする環境負荷の低

減 

整備計画路線のう

ち未着工区間につい

ては、線区の状況を

踏まえ、国土交通省

や地方公共団体とも

連携して必要な調査

を適切に実施する。

特に、北陸新幹線（敦

賀・新大阪間）につ

いては、環境影響評

価手続きを進めると

ともに、従来、工事

実施計画の認可後に

行っていた調査も含

め、施工上の課題を

解決するための調査

等を、引き続き先行

的・集中的に行うこ

とに加え、情報発信

や沿線地域の理解促

な限り調査・把握し

たか。 

新幹線(新函館北斗・札幌

間)の整備に関する有識

者会議」において、当該有

識者会議の求めに応じて

資料を提供した。 

・北海道庁が２回開催し

た「北海道新幹線札幌延

伸推進会議」において、沿

線自治体等の関係者へ工

事の進捗状況及び事業費

の精査状況を情報共有し

た。また、沿線地区毎に設

置された地域連携チーム

を通じて、各地域とより

丁寧かつ正確な情報共有

等を行った。 

・令和６年度に引き続き、

工事月報を公表し、令和

７年度から新たに「軌道

工事進ちょく状況」を追

加するとともに、「橋りょ

う、高架橋等の工事」に進

捗率（先月比）を追加し

た。また、工事が難航して

いる工区を中心に、工事

の状況を説明する動画を

作成・公開し、一般の方に

も工事の状況が分かりや

すくご理解いただけるよ

うに努めた。 

・北海道新幹線において

は、DX の推進のため、

BIM/CIM を土木工事 20 工

区(うち令和７年度新規

２工区)で導入し、工事説

明会、関係機関協議や施

工計画等に活用した。 

・遠隔臨場を土木工事 40

工区(うち令和７年度新

規５工区)で実施した。こ

のうち渡島トンネル(上

二股工区）においては、衛

星ブロードバンドを活用

した坑内の通信エリア化

を行い、坑内での音声通

話やデータ通信の環境改

善を図ったことにより、

スムーズな遠隔臨場が実

現可能となり、受発注者

の双方で生産性が大幅に

課題の共有等を通じて、事故の

発生及び再発防止に寄与した。 

 

〇未着工区間の調査等 

国土交通省や地方公共団体

と情報共有を行いながら、北陸

新幹線事業推進調査を実施す

るとともに、ホームページ・SNS

による情報発信や沿線地域の

理解促進に努めた。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

令和６年度業務実績評価に

おいて主務大臣から示された

「指摘事項、業務運営上の課題

及び改善方策」※１で指摘いた

だいた事項を踏まえつつ、以下

のとおり対応し、引き続き取り

組んでまいりたい。 

・北海道新幹線に関して、クリ

ティカルとなっている３トン

ネルを中心に、工事進捗状況、

事業費の精査状況等について、

各関係者と随時情報共有を行

った。 

・計５回実施した事業総合管

理委員会の審議結果等を国土

交通省へ報告した。 

 

※１「北海道新幹線に関して

は、工事の進捗状況やリスクの

発現状況等について随時情報

共有されたい。」 
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進に取り組む。  向上した。 

・八雲保守基地において、

鉄道盛土における効率的

な ICT 施工（土工）の施工

管理方法を検討した。 

・環境負荷の低減を積極

的に図るため、北海道新

幹線の土木・軌道工事 27

工区(うち令和７年度新

規１工区)において、工事

成績評定時にカーボンニ

ュートラルに資する取組

を加点対象とするカーボ

ンニュートラル試行工事

を導入した。そのうち 23

工区(うち令和７年度新

規８工区)では、実際に現

場において環境負荷の低

い重機や、ソーラーパネ

ルによる発電を導入する

等して、カーボンニュー

トラルに資する取組が実

施された。 

・本社で定めた工事安全

推進の基本方針に基づ

き、各地方機関において

基本方針を、各建設事務

所においては自箇所に適

した重点項目をそれぞれ

策定して、受注者に周知、

徹底した。 

・(一社)日本建設業連合

会(以下「日建連」とい

う。)と立ち上げたワーキ

ンググループにおける議

論を踏まえ、駅新築工事

における安全設備の標準

化や切羽照明の一定以上

の照度確保等のルールを

制定した。 

・発生した事故内容から

重大事故につながるリス

クを洗い出し、注意喚起

情報の発出や担当者会議

での取組実績の確認を実

施するとともに、事故報

告書のデータをイントラ

に掲載し、広く情報共有

することで同種事故の再

発防止に活用した。 
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・踏切支障事故防止、営業

線近接工事に関する知識

の習得・拡充を図るため、

踏切講習及び営近講習を

計９回実施した。 

・機構本社職員と地方局

職員による安全ミーティ

ングを８回開催し、機構

の安全推進の方針や課題

の共有と議論の促進を図

った。 

 

こうした取組を行いな

がら、建設中の北海道新

幹線について、以下のと

おり着実に事業を進め

た。 

・事業費や工事進捗状況

等について、事業総合管

理委員会において継続的

なモニタリングを行っ

た。 

・地質不良が続いている

渡島トンネルにおいて、

前方の地質状況を早期に

把握するため、トンネル

切羽から水平方向に 300

～600ｍ程度のボーリン

グを実施したほか、工事

が遅延している工区にお

いては、主に以下に示す

工程短縮策を実施した。 

(トンネル工区） 

-２切羽施工（通常は１台

の重機で１方向に掘削し

ているが、２台の重機を

用いて二方向同時に掘削

し工程短縮を図る） 

-工区境変更（工事が進ん

でいる工区と遅れている

工区の境を変更すること

で、全体としての工期短

縮を図る） 

(明かり工区） 

-冬季施工（通常、品質管

理の観点から冬季に施工

は行わないが、雪覆いや

ヒーターによる吸熱など

の養生を行いながら高架

橋のスラブなどの施工を
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実施し、工期短縮を図る） 

・円滑な工事の実施に向

け、特に生コンクリート

の需給が逼迫している北

渡島地区において、令和

５年度に、生コンクリー

ト協同組合や公共工事発

注機関、沿線自治体等に

参画を求めて設置した

「北海道新幹線(北渡島

地区)資材調達連絡協議

会」を活用して(令和７年

度は６回開催)、生コンク

リートの安定供給に向

け、300m3 以上の大量打設

時の日程や、骨材の追加

調達、地域外プラントか

らの供給等の実施につい

て関係者との調整を実施

した。 

・建設発生土受入地の確

保に係る協議を着実に進

め、発生土量のうち約

96％の受入地を確保し

た。残りの受入地につい

ては、関係地方公共団体

等と情報共有を図りなが

ら、確保に向けた調整を

行った。 

・全延長の約８割を占め

るトンネル工事について

は、全 40 工区中 26 工区

(うち令和７年度新規６

工区)で掘削が完了し、ト

ンネル総延長に対する掘

削済み延長の割合は約

91％となった。 

・高架橋工事（うち令和７

年度新規８工区）につい

ては、全 20 工区で桁・床

板工事に着手しており、

このうち１工区（市渡高

架橋他）で本体工事を完

了し、施工基面完了延長

は 9.2km となった。 

・駅舎については、新八雲

(仮称）、長万部、倶知安、

新小樽(仮称)の４駅にお

いて、関係地方公共団体

のデザイン推薦案に基づ
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き、設計を進めたほか、昇

降機などの設備について

も設計を進めた。札幌車

両基地では、令和６年度

に実施した「札幌車両基

地壁面デザイン検討会」

における有識者のご助言

やオープンハウスにおけ

る市民の方々からのご意

見を踏まえ、壁面デザイ

ンを決定し、公表した。ま

た、令和７年 10月より鉄

骨建方工事に着手した。

札幌駅については北海道

旅客鉄道(株)(以下「JR 北

海道」という。)に委託の

上、土木工事を進めてお

り、令和７年度からは建

築工事も着手した。 

・軌道工事については、軌

道敷設工事を２件契約し

た。また、線路の品質向

上、レール溶接における

技術者不足への対応及び

工事工程の短縮を目的

に、九州の製鉄所から長

万部まで長さ 150mのレー

ルを貨物鉄道で輸送し

た。輸送の実現に当たっ

ては、レール輸送用貨車

の確保や青函トンネル通

過の安全性、輸送障害発

生時の対応法の検討など

をクリアして実現に漕ぎ

つけた。 

 

・北陸新幹線(敦賀・新大

阪間)について、北陸新幹

線事業推進調査として、

用地関係調査、地質関係

調査、発生土受入地事前

協議、地下水関係調査、鉄

道施設概略設計、道路・河

川等管理者との事前協議

を実施した。 

・与党整備新幹線建設推

進プロジェクトチーム北

陸新幹線敦賀・新大阪間

整備委員会によるルート

再検証の状況も踏まえ、
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国土交通省や地方公共団

体とも連携して、施工上

の課題や懸念に対する対

応について、ホームペー

ジ・SNS による情報発信や

沿線地域の理解促進とし

て、自治体・経済団体・関

係組合等への個別説明を

実施した。また、京都府内

の水文・水環境、地下水へ

の影響に対する地元から

の懸念を払拭するため、

「京都府内三次元水循環

解析と河川水・地下水の

成分分析に関する委員会

報告書」をホームページ

に公表するとともに、記

者レクを実施した。 

 ②機構の技術力を活

用した鉄道整備 

 

機構が都市鉄道利

便増進法の枠組みを

活用して整備主体と

なる場合又は鉄道事

業者等からの委託を

受けて鉄道に関する

工事を実施する場合

には、これまで培っ

てきた鉄道建設の経

験と技術力を駆使し

て、品質の確保やコ

スト縮減に最大限努

めながら、関係者と

連携して工事を着実

に推進する。 

また、神奈川東部

方面線（相鉄・東急

直通線）の開業後の

残工事について、安

全かつ確実に事業を

遂行する。 

 

【困難度：高】 

鉄道建設事業は、

工事期間中において

は、地盤の状況や希

少野生動植物種への

対応、予期せぬ災害

の発生への対応など

②鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た工事の実施 

機構がこれまでに

培ってきた鉄道建設

に係る総合的技術力、

中立性を活かして社

会に貢献する観点か

ら、都市鉄道利便増進

法の枠組みを活用し

て整備主体となる場

合又は機構の技術力

の活用が必要とされ

鉄道事業者等からの

委託を受けた場合に

工事を実施する。 

受託工事について

は、協定に基づく工事

完成予定時期及び受

託業務費の管理を徹

底しつつ、コスト縮減

に最大限努めながら

当該工事を着実に推

進する。なお、鉄道事

業者等から新たな工

事の受託要請があっ

た場合は、外部有識者

からなる「鉄道工事受

託審議委員会」におい

て審議し、同委員会の

意見を踏まえつつ、受

託の可否について決

②鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た工事の実施 

受託工事の着実な

進捗のために、以下

の施策を実施する。 

・協定に基づく工事

完成予定時期及び受

託業務費の管理の徹

底  

・新たな工事の受託

要請があった場合

は、外部有識者から

なる「鉄道工事受託

審議委員会」におい

て審議し、同委員会

の意見を踏まえつ

つ、受託の可否につ

いて決定  

 

中央新幹線について

は、関係者との連携・

調整を図りながら、

橋りょう・高架橋工

事及びトンネル工事

の品質を確保しつ

つ、着実に推進する。 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・受託工事につい

て、協定に基づく工

事完成予定時期及

び受託業務費の管

理を徹底しつつ、コ

スト縮減に最大限

努めながら工事を

着実に推進したか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

・中央新幹線については、

橋りょう・高架橋工事の

新規発注に向け、構造物

の詳細設計を実施した。

既契約の橋りょう・高架

橋工事では、品質を確保

するとともに、渇水期施

工工程を遵守し、工事を

着実に進めた。また、用地

買収状況を踏まえ、関係

機関と連携・調整し、新規

の高架橋・橋りょう工事

を２件契約した。山岳ト

ンネル工事では、機構の

技術力や専門家のアドバ

イスを踏まえ、先進調査

ボーリングを併用したト

ンネル掘削を行うことで

品質確保や安全管理に努

め、工事の着実な推進を

図った。用地業務につい

ては、用地取得等の支援

業務を実施した。 

 

・多摩都市モノレール㈱

から多摩都市モノレール

の延伸(上北台～箱根ヶ

崎間)について電気関係

工事業務の受託要請があ

ったため、「鉄道工事受託

審議委員会」における審

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

中央新幹線については、事業

費と工程の適切な管理を行い、

関係者と連携・調整を図りなが

ら、橋りょう・高架橋工事及び

トンネル工事の品質を確保し

つつ、工事を着実に進めた。 

 

また、多摩都市モノレールの

延伸については、鉄道事業者か

らの工事の受託要請に対し、適

切に受託手続きを行った。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中央新幹線の受託工事については、引き続き、事業費及び工程を適切に管理する

とともに、橋りょう・高架橋工事及び山岳トンネル工事の品質確保や安全管理を行

いながら、工事を着実に推進した。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

から、Ｂ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞  

 特になし 
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他律的な制約が多

く、また、工事の各

段階においては、地

方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調

整すべき関係者が多

数存在することに加

え、それぞれの現場

の状況に応じて多様

な工程・業務を輻輳

的に積み上げていく

必要があることか

ら、困難度は高い。 

 

定する。 

また、神奈川東部方

面線（相鉄・東急直通

線）の開業後の道路復

旧等の残工事につい

て、安全かつ確実に事

業を遂行する。 

議を踏まえ、機構の保有

する新線建設の技術力の

活用が期待できることか

ら、受託することを決定

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③機構の技術力を活

用した支援の充実 

  

自然災害の発生時

において、鉄道建設

に係る総合的な技術

力やノウハウを有す

る公的主体として、

職員を現地に派遣し

て鉄道施設の被害状

況調査を実施するな

ど、国土交通省等と

連携して、被災した

鉄道の復旧支援に新

たに取り組む。 

また、鉄道施設の

長寿命化や保全・改

修等に関して、地域

鉄道事業者等からの

技術的な相談を受け

付け、遠隔臨場等の

デジタル技術も活用

しつつ、きめ細やか

に技術的助言等の支

援を行うとともに、

地域鉄道が抱える施

設・設備の老朽化や

技術者不足といった

課題に対して、機構

としてより踏み込ん

だ対応を行えるよ

う、機構の技術力等

の活用のあり方、必

要となる能力やその

習得・蓄積の方策に

ついて検討を進め

③鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た支援 

(a) 自然災害からの

復旧支援 

自然災害の発生時

において、これまでの

鉄道建設や復旧支援

の経験を活かし、被災

状況調査をはじめと

する被災した鉄道施

設の復旧支援に取り

組む。 

また、復旧支援を迅

速かつ円滑に実施で

きるよう機構内の体

制を整備するととも

に、人材の育成、ノウ

ハウの蓄積を図る。 

さらに、こうした復

旧支援で得られた知

見については、鉄道施

設の強靱化に資する

よう機構の鉄道建設

業務や鉄道事業者等

への技術的支援等に

おいて広く活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た支援 

(a) 自然災害からの

復旧支援 

被災した鉄道の復

旧に係る迅速・円滑

な支援のため、①鉄

道災害調査隊（RAIL-

FORCE）の運用、②ノ

ウハウ・経験の蓄積・

共有、③優れた機材・

システムの導入・活

用が必要であること

から、以下の施策を

実施する。 

・①関係：鉄道災害

調査隊（RAIL-FORCE）

への派遣候補者の事

前選任等による調査

隊の速やかな編成・

派遣。また、災害協

定等を活用した活動

拠点確保や関係機関

との情報交換等  

・②関係：被災調査

や災害復旧に関する

外部との意見交換

や、災害調査経験者

を招いた職員研修等  

・③関係：様々な環

境下で鉄道施設の被

災状況を簡便・安全・

迅速に記録するカメ

ラ類や被災調査地と

本社間で被災状況を

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

<その他の指標> 

・機構職員向け災

害対応に係る研修

等の受講者数 

・鉄道事業者等か

らの要請に基づく

技術支援等の実施

件数（前中期目標期

間実績：平成 30 年

度から令和３年度

までの実績 51件） 

・鉄道協会等主催

の各種会議での技

術情報等の提供数

（前中期目標期間

実績：平成 30 年度

から令和３年度ま

での実績 23 件） 

 

<評価の視点> 

・派遣候補者の事

前選任等により調

査隊を速やかに編

成・派遣したか。 

・災害協定等を活

用し、関係機関との

情報交換等に取り

組んだか。 

・被災調査や災害

復旧に関する外部

との意見交換や職

員研修等に取り組

＜主要な業務実績＞ 

(a)自然災害からの復旧

支援 

・自然災害により被災し

た鉄道施設の早期復旧を

支援するため、令和５年

度に発足した鉄道災害調

査隊 (RAIL-FORCE)( 以下

「調査隊」という。)につ

いて、被災調査支援活動

員を事前任命するととも

に、派遣要請を想定した

訓練を行った。国土交通

省から派遣要請はなかっ

たものの、警戒体制を整

え大雨や台風により被災

した鉄道事業者の情報を

国土交通省等から収集す

るとともに調査隊に係る

関係部署と情報共有を図

りながら派遣要請に備え

た。 

・令和６年１月１日の能

登半島地震で被災したの

と鉄道（株）の早期復旧を

支援するため、被災直後

の 1 月 9 日～10 日に派遣

した調査隊の活動が評価

され、令和 7年 12月 10 日

に石川県知事から感謝状

を授与された。 

・災害協定等を活用し、関

係機関(近畿地方整備局、

北陸地方整備局)や鉄道

事業者((株)ハピライン

ふくい、IR いしかわ鉄道

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

 調査隊の機能強化が国土強

靭化施策に位置づけられたこ

とも踏まえ、ドローンの操縦の

技能向上と安定的な運用を図

るため、必要な研修や実地訓練

を実施した。具体的には、飛行

スキルを向上させるために、新

たに実際の現地調査を想定し

た実地訓練として目視外飛行

等の実践的な操縦訓練を実施

した。加えて、安定的な運用を

図るにあたっての体制を構築

するため、ドローンの管理者と

しての運航・安全管理に必要な

知識を得るための講習を受講

した。このように ICT 技術を導

入し、活用に向けた研修の充実

を通じて調査隊の活動員３名

が、令和８年度において計画し

ていた二等無人航空機操縦士

の国家資格を取得する等、国土

強靭化施策に位置づけられた

取組(令和８～10 年度：訓練・

研修・講習等への参加約 50 人)

を前倒しし、年間３人程度（令

和５～７年度合計９人）を想定

していたところ、令和７年度ま

でに 13 人(26％)を達成し、調

査隊の機能強化に大きく貢献

した。 

令和７年度は調査隊の派遣

要請はなかったものの、令和６

年 1 月の能登半島地震で被災

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

自然災害からの復旧支援について、令和７年度は鉄道事業者から鉄道災害調査

隊（RAIL-FORCE）の派遣要請はなかったが、被災した鉄道施設の復旧に係る技術的

助言を迅速かつ合理的に実施するよう、RAIL-FORCE の機能強化を推進した。 

具体的には、ドローンの増備やモバイル測量機器等の導入のほか、鉄道建設に伴

う掘削土の受入地において、実際の現地調査を想定したドローンの実践的な操縦

訓練を行うとともに、ドローン等を活用した３次元測量に関する研修等により

RAIL-FORCE 隊員の対応能力向上を図った。 

また、RAIL-FORCE 隊員の対応能力向上については、「第一次国土強靱化実施中期

計画」（令和７年６月閣議決定、計画期間は令和８年度～令和 12年度）に位置付け

られ、当該計画において、RAIL-FORCE 隊員のデジタルツールに関わる訓練・研修・

講習等への参加完了率が目標設定されているところ、隊員の更なる技能向上を図

るため、令和８年度に計画していた二等無人航空機操縦士の国家資格を前倒して

取得したことにより、RAIL-FORCE の機能強化に大きく貢献した。 

鉄道施設の老朽化など社会的課題に対する支援等については、第三セクター鉄

道等協議会、日本民営鉄道協会等の鉄道関係の団体が主催する委員会等へ積極的

に参加し、鉄道事業者等の要請に応じて、鉄道構造物の補修、管理等に関する簡易

的な技術的助言を行う鉄道ホームドクター制度をアピールするとともに、同制度

による鉄道施設や設備の修繕等に関する技術的助言を 20 件実施し、同制度の範囲

を超える専門的調査や分析を要する場合は受託業務として、設備修繕計画の策定

支援、路線の活性化方策など、10 件を実施した。令和７年度の支援件数は昨年度

と比較して２割増加し、これらを通じて、鉄道事業者における技術者不足により停

滞していた施設維持管理等の課題の解決や地域鉄道の維持・発展に大きく貢献し

た。さらに、今後の支援につなげるためにも、運輸総合研究所と連携して鉄道事業

者にヒアリングを行い、人手不足に伴う鉄道施設の維持管理に係る支援ニーズを

把握するほか、地方運輸局と協働して、地域鉄道事業者における施設保守の実態や

技術力低下等の課題把握に取り組んだ。 

鉄道交通ネットワークに係る計画策定等への支援については、鉄道事業者等か

らの要請に基づき、都心部・臨海地域地下鉄の整備や埼玉高速鉄道の延伸に係る調

査業務など６件を受託し、事業化に向けて検討を深度化したほか、高質な鉄道ネッ

トワークの構築等を図る観点から、都市鉄道等利便増進法を活用した整備スキー

ムについて関係自治体等へ情報提供を行うとともに、国が主体となって実施する

調査・検討会にも積極的に参画し、技術的な協力を行った。 

以上のとおり、二等無人航空機操縦士の国家資格を前倒して取得することを含

め、RAIL-FORCE の対応能力向上に積極的に取り組んだこと、鉄道ホームドクター
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る。 

さらに、利用しや

すく高質な鉄道ネッ

トワークの構築や社

会的ニーズに対応し

た鉄道整備の推進を

図る観点から、国や

地方公共団体等が行

う鉄道整備計画策定

等の検討に積極的に

参画し、その実現に

向けた調査等に協力

する。 

 

＜指標＞ 

・機構職員向け災害

対応に係る研修等の

受講者数 

・鉄道事業者等から

の要請に基づく技術

支援等の実施件数

（前中期目標期間実

績：平成 30年度から

令和３年度までの実

績 51 件） 

・鉄道協会等主催の

各種会議での技術情

報等の提供数（前中

期目標期間実績： 

平成 30 年度から令

和３年度までの実績 

23 件） 

 

【重要度：高】 

自然災害の激甚

化・頻発化や施設老

朽化の進行等、鉄道

事業を取り巻く状況

を踏まえ、災害対応

の強化、インフラの

強靱化や老朽化対策

への対応といった政

策課題に対して、公

的な鉄道整備主体で

ある機構の能力の一

層の活用が求められ

ているため、重要度

は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 施設の老朽化な

どの社会的課題に対

する支援等 

鉄道施設の長寿命

化や保全・改修等に係

る技術的な事項につ

いて、鉄道事業者等の

要請に応じ、遠隔臨場

等のデジタル技術も

活用しながら、効率

的・効果的かつきめ細

やかに技術的支援を

行う。 

また、この支援の取

組をより広く地方公

共団体や鉄道事業者

等に活用してもらう

よう、地方鉄道協会等

が開催する委員会等

に積極的に参加する

など PRに努める。 

さらに、鉄道事業者

等の懸案となってい

る設備の老朽化や技

術者不足といった課

題への対応として、機

構の技術力等の活用

のあり方、必要となる

能力やその習得・蓄積

の方策について整理・

検討を行う。 

 

リアルタイムで共有

する ICT 機器類を導

入の上、習熟訓練・

講習  

さらに、復旧支援

で得られる知見や関

係者との交流を鉄道

建設業務や技術的支

援等へ幅広く活用す

るため、以下の施策

を実施する。  

・調査隊活動の反

省、記録の編纂  

・調査隊活動結果の

広報、投稿等  

・鉄道建設現場での

実証試験、検証等 

 

(b) 施設の老朽化な

どの社会的課題に対

する支援等 

地域鉄道事業者が

抱える鉄道施設等に

係る社会的課題（老

朽化、技術者不足、

維持コスト、安全確

保等）に対しては、

①鉄道事業者の支援

ニーズを把握すると

ともに、②施設の維

持管理の実態を把

握・分析し、③デジ

タル技術等も活用し

ながら支援すること

が必要である。④ま

た、合わせて支援す

る機構職員のノウハ

ウや技術力を高める

ことも必要である。

このため具体的に以

下の施策を実施す

る。 

・①関係：地域鉄道

事業者や地方運輸局

等への個別面談、地

方鉄道協会が開催す

る委員会等の会合に

機構幹部が積極的に

出向いて、技術的支

援への要望・課題を

んだか。 

・鉄道施設の被災

状況を記録するICT

機器類を導入の上、

習熟訓練・講習に取

り組んだか。 

・調査隊活動の反

省、記録の編纂、広

報、投稿等及び鉄道

建設現場での実証

試験、検証等に取り

組んだか。 

・鉄道ホームドク

ター制度、受託調査

業務において、維持

管理、修繕等の支援

を適切に行うため

の基礎資料として、

鉄道施設の状況、維

持管理体制、経営状

況等についての定

量分析に取り組ん

だか。 

・老朽化対策や構

造物の健全度支援

に有効な検査・測量

機器（設計ソフト含

む）等の導入の検討

について取り組ん

だか。 

・地域鉄道事業者、

地方運輸局、地方鉄

道協会が開催する

委員会等の積極的

に出向いて、技術的

支援への要望・課題

の把握に取り組ん

だか。 

・CBTC(無線式列車

制御システム) の

デジタル技術の導

入について、鉄道事

業者等と連携し取

り組んだか。 

・鉄道総研等が実

施する老朽化対策

等の外部研修に参

加するとともに、外

部からの招聘に取

り組んだか。 

(株))と防災に関係した

取組や ICT を活用した取

組等の意見交換や情報交

換を実施した。 

・被災した当該地域鉄道

の迅速な災害復旧等を連

携して進めるため、関係

業界団体(北陸地質調査

業協会、関西地質調査業

協会)との災害協定を締

結した。 

・(公財)鉄道総合技術研

究所(以下「鉄道総研」と

いう。)と意見交換を実施

し、災害復旧支援に関す

る連携の具体的な方法に

ついて確認した。 

・人材育成については、第

１次国土強靭化実施中期

計画（令和７年６月６日

閣議決定、計画期間：令和

８～12 年度）において、

令和 10 年度までに約 50

人の育成目標が位置づけ

られている。本件に関連

し以下の取組を実施し

た。 

- 災害対応時における実

践的なノウハウの獲得を

目的に関係機関(東日本

旅客鉄道(株)(JR 東日

本)、鉄道総研)へ出向し

ている当該業務に従事す

る職員と意見交換を実施

した。 

- ドローンを飛行させる

ための技能向上及びドロ

ーンの安定的な運用を図

るため、調査隊の活動員

３名が、二等無人航空機

操縦士の国家資格を取得

した。 

- 災害対応に係る研修の

受講等（計 101 名） 

ドローン飛行資格研修:

２名 

民間ドローン研修:４名 

ドローン飛行訓練:６名 

ドローン二等資格講習:

４名 

したのと鉄道(株)への調査隊

の派遣活動が評価され、令和７

年 12 月に石川県知事から感謝

状が授与された。 

 

鉄道ホームドクター制度や

受託による技術的支援を前年

度比２割多い計 30 件実施し

た。これらの取組を通じ、機構

の知見を活用し、維持管理に多

く課題を抱える地域鉄道の老

朽化対策に大きく貢献した。 

さらに、新たに運輸総研と連

携するとともに、地方運輸局、

鉄道協会や地域鉄道事業者と

の協働をさらに深め、鉄道事業

者のニーズ掘り起こしに積極

的に努めた。 

特に、運輸総研と連携して実

施した調査・研究においては、

鉄道事業者へのヒアリングで、

人手不足に伴う維持管理の現

状を把握するとともに、運輸総

研の知見を活かして、交通分野

における人手不足に対する連

携・協力の取組事例を把握する

ことができた。 

加えて、業務報告会及び鉄道

総研の研修により、技術的支援

を実施できる職員のスキルア

ップを図った。 

鉄道を含む交通ネットワー

クの計画策定に関する調査協

力等の支援として、都心部・臨

海地域地下鉄構想や埼玉高速

鉄道線の延伸について調査を

実施するなど、地方公共団体等

からの要請に対応して、鉄道計

画に関する受託調査を実施し

た。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を上回る

成果を得られたものと考えら

れる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

制度や受託業務による鉄道施設の老朽化対策、路線の活性化等に係る技術的助言

を通じて、地域鉄道事業者が抱えている技術的課題の解決や地域鉄道の維持・発展

に大きく貢献したことなど、これらは中期計画における所期の目標を上回る成果

が得られていると認められることからＡ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞  

（外部有識者からの意見） 

 RAIL-FORCE の更なる機構強化のために従事する職員の育成に注力するととも

に、地域鉄道事業者が抱える施設の老朽化や社会的課題に対する支援を継続的に

行っており、Ａ評定は妥当であると考える。 
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(c) 鉄道ネットワー

クに係る計画策定等

への支援 

利用しやすく高質

な鉄道ネットワーク

の構築や新たな社会

的ニーズに対応した

鉄道整備の推進を図

る観点から、都市鉄道

利便増進法の枠組み

等の情報提供を地方

公共団体及び鉄道事

業者に対して実施す

るとともに、国や地方

公共団体等が行う都

市鉄道や地域鉄道を

把握  

・②関係：鉄道ホー

ムドクター制度、受

託調査業務におい

て、維持管理、修繕

等の支援を適切に行

うための基礎資料と

して、鉄道施設の状

況、維持管理体制、

経営状況等について

の定量分析 

・③関係：鉄道施設

の維持管理費の縮減

を図るため、CBTC（無

線式列車制御システ

ム）等のデジタル技

術の導入や設備合理

化策について、鉄道

事業者や国土交通省

等と連携して実現可

能性を検討  

また、老朽化対策

や構造物の健全度支

援に有効な検査・測

量機器（設計ソフト

含む）等の導入につ

いて検討  

・④関係：鉄道総研

等が実施する老朽化

対策等の外部研修に

参加するとともに、

外部からの専門家の

招聘について検討 

 

(c) 鉄道ネットワー

クに係る計画策定等

への支援 

国や地方公共団体

が行う都市鉄道や地

域鉄道を含めた交通

ネットワークに係る

計画策定等の検討に

関し、関係する地方

公共団体及び鉄道事

業者へ積極的にアプ

ローチして調査協力

等の支援を実施する

ため、以下の施策を

実施する。  

・地方公共団体等に

・都市鉄道等利便

増進法の枠組み等

の情報提供を地方

公共団体及び鉄道

事業者に対して実

施したか。 

・国や地方公共団

体が行う交通ネッ

トワークに係る計

画策定等の検討に

関し、積極的にアプ

ローチし、調査協力

等の支援を実施し

たか。 

・鉄道事業者等か

らの要請に対応し

て、鉄道計画に関す

る受託調査を実施

したか。 

・幹線鉄道ネット

ワーク等の今後の

あり方に関し、国の

調査等に対し技術

的な提案等の協力

を行ったか。 

・社会的ニーズに

対応した新たな交

通ネットワークの

あり方を検討する

とともに、その整備

手法等についての

調査研究を進めそ

の成果を関係する

鉄道事業者等と共

有することなどを

通じて知見の獲得

に努めたか。 

リモートセンシング講習

会:１名 

鉄道総研防災研修:１名 

鉄道総研維持管理研修:

３名 

３次元測量技術研修:２

名 

災害研修:78 名 

・調査隊活動において、現

地の状況を簡便・安全・迅

速に３次元測量データと

して取得でき、現地調査

の効率化等が期待できる

測量機器を導入した。今

後の調査隊活動において

活用できるように関係職

員で実習を行った。 

・調査隊関係職員による

派遣要請を想定した訓練

や活動振り返りを実施

し、今後の活動の留意点

を共有するとともに、こ

れまでの調査隊活動の記

録を取りまとめた。 

・調査隊による被災調査

支援の取組について、関

係協会誌等へ投稿、関係

シンポジウムにおける発

表、及び調査隊の機能強

化が国土強靭化施策に位

置づけられたことに関す

る取材への対応等によ

り、積極的に部外に発信

した。 

・被災調査支援で活用す

る技術を幅広く活用する

ため、鉄道建設に伴う掘

削土受入地において、現

地巡回も兼ねたドローン

の飛行訓練を実施した。 

 

(b)施設の老朽化など社

会的課題に対する支援等 

・「鉄道ホームドクター制

度※２」による鉄道事業

者等への技術的支援を 20

件実施した。 

具体的には、①設備更

新計画、維持修繕計画策

定や事前防災・予防保全
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含めた交通ネットワ

ークに係る計画策定

等の検討に関し、積極

的にアプローチし、そ

の特性に応じた調査

協力等の支援を実施

することを目指す。 

また、鉄道事業者等

からの要請に対応し

て、機構が有する鉄道

建設に係る技術力等

を活用し、鉄道計画に

関する受託調査を実

施する。 

その他、全国新幹線

鉄道整備法に位置づ

けられた基本計画路

線を含む幹線鉄道ネ

ットワーク等の今後

のあり方に関し、国の

調査等に対し技術的

な提案等の協力を行

う。 

加えて、機構の調査

機能を十分に発揮で

きる体制を構築した

上で、更なる調査能力

の向上を目的に、学識

経験者及び外部調査

機関等と連携し、社会

的ニーズに対応した

新たな交通ネットワ

ークのあり方を検討

するとともに、その社

会的意義や整備効果、

整備手法についての

調査研究を進め、その

成果を関係する鉄道

事業者等と共有する

ことなどを通じて知

見の獲得に努めてい

く。 

対し、都市鉄道等利

便増進法（平成 17年

法律第 41号）の枠組

み等に係る情報提供

や、鉄道に関わる交

通ネットワークの現

状・課題等について

鉄道事業者等と意見

交換  

・鉄道事業者等から

の要請に基づき、機

構が有する鉄道建設

に係る技術力等を活

用した鉄道計画等に

関する受託調査  

・全国新幹線鉄道整

備法（昭和 45年法律

第 71号）に位置づけ

られた基本計画路線

を含む幹線鉄道ネッ

トワーク等の今後の

あり方に関し、提案

可能な分野、項目を

整理した上での、国

の調査等に対する技

術的な提案等の協力  

また、上記の業務

を円滑かつ迅速に進

めるため、調査部門

の拡充を図るととも

に、学識経験者及び

外部調査機関との勉

強会等を通じて連携

し、調査能力の向上

に努める。 

型老朽化対策への助言、

②既存設備の維持・改良

方法についての助言、③

路線活性化、コスト縮減

策の事例紹介などについ

て、鉄道施設の各分野に

精通した機構内の各部署

が相談・協力しながら鉄

道事業者等のニーズに応

えた。 

※２「鉄道ホームドクタ

ー制度」とは、機構が有す

る鉄道建設に関する豊富

な経験や総合技術力等を

活用し、鉄道事業者、地方

公共団体等の要請に応じ

て、簡易な技術的な助言

や事例紹介等を行うこと

で、鉄道事業者等の課題

解決を支援する制度。 

・鉄道事業者等からの支

援の相談のうち、鉄道ホ

ームドクターの枠を超え

る、専門的調査や分析が

必要な作業を要するもの

については、技術的支援

を受託した。 

 この技術的支援につい

て、令和７年度は、設備修

繕計画の策定支援や、地

域鉄道の活性化検討支援

等、計 10件を受託した（こ

のうち５件は、国土交通

省の補助事業（地域鉄道

メンテナンス体制強化事

業）を活用しており、全国

における補助実績の４割

超を占める）。 

 上記のとおり、技術的

支援の受託及び鉄道ホー

ムドクターにより、多数

の鉄道事業者等からの

様々な支援ニーズに的確

に対応した。 

・これらの結果、鉄道ホー

ムドクター及び受託によ

る支援実績は、30 件とな

った。 

・老朽化対策や構造物の

健全度を確認するために
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有効な検査・測量機器等

として、狭隘部の飛行が

可能な小型ドローンや、

現地調査の効率化等が期

待できる３次元測量機

器、土構造物の安定性を

確認できる円弧滑り計算

ソフトを導入した。 

・今後の地方鉄道支援の

充実を図る目的で鉄道局

及び鉄道総研等関係機関

と「地方鉄道支援に関す

る情報交換会」(R7.6.19)

を開催し鉄道局を含む各

関係者から活動報告を受

けるとともに意見交換を

実施し、関係者間の連携

強化を図った。 

・地方鉄道協会などの各

種団体が主催する委員会

等の場で、機構が行う地

域鉄道への技術支援の取

組を説明し、機構を活用

した老朽化対策等の課題

解決を PRした。 

また、地方運輸局等と

の間で、地域鉄道事業者

における維持管理の課題

を共有するなどして、鉄

道事業者の実態把握に取

り組んだ。 

・近畿運輸局及び関東運

輸局と協働して、地域鉄

道事業者から、施設保守

の実態や技術力の低下な

どの課題を聴取し、以下

の認識を共有のうえ、こ

れらの運輸局との協力態

勢を深めた。 

- 地域鉄道事業者が有す

る施設の状態や修繕計画

の妥当性についての適切

な判断など、機構が有す

る技術力を十分に活かし

た支援が期待されてい

る。 

- 機構の技術支援は、鉄

道施設の維持管理に係る

事業費の削減を通じて、

補助金の効率的な執行に
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も資するため、更なる推

進が期待されている。 

・(一財)運輸総合研究所

（以下「運輸総研」とい

う。）と連携・強化に関す

る覚書を締結し、地域鉄

道支援に係る調査研究を

実施した。具体的には、鉄

道施設の状況、維持管理

体制、経営状況等の定量

分析を行うとともに、鉄

道事業者９社に対するヒ

アリングを行い、支援ニ

ーズを把握した。 

・CBTC(無線式列車制御シ

ステム)の導入による将

来的な維持管理費の削減

可能性については、国土

交通省が開催する「地方

鉄道向け無線式列車制御

システム技術評価検討

会」に出席し情報収集を

行った。また、鉄道事業者

や信号機器メーカーと意

見交換を実施するととも

に、ケーススタディ路線

を選定し導入に係る実現

可能性を検討し、課題を

整理した。 

・鉄道総研への出向経験

職員による業務報告会を

開催し、実務で経験した

鉄道施設の維持管理ノウ

ハウの共有を図った。ま

た、鉄道総研が実施する

維持管理に係る研修を受

講した。 

‐鉄道総研維持管理研

修:３名〔再掲〕 

 

(c)鉄道ネットワークに

係る計画策定等への支援 

・鉄道ネットワークの計

画策定に関する調査協力

等の支援として、関係自

治体、鉄道事業者等に対

し、都市鉄道等利便増進

法について情報提供を行

った。 

・(一社)日本民営鉄道協
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会主催の地方交通委員会

等において、地域鉄道事

業者との間で、交通ネッ

トワークの現状や機構に

おける地域鉄道支援の取

組等について意見交換を

実施した。 

・鉄道事業者等の要請に

基づき、都心部・臨海地域

地下鉄構想や埼玉高速鉄

道線の延伸に係る調査業

務など、計６件の受託調

査を実施し、それぞれの

事業において調査の深度

化を図った。 

・国が実施する幹線鉄道

ネットワーク等のあり方

調査については、国から

の依頼に基づき、在来線

の高速化に関する資料の

収集・提供等の技術的な

協力を行うとともに、国

の調査等に対する技術的

な提案として機構におい

て実施した幹線鉄道に関

する調査結果を国と共有

した。 

・鉄道を含む交通ネット

ワークの計画策定等に積

極的にアプローチし支援

するため、学識経験者と

の間で、鉄道建設プロジ

ェクトの事業評価に関す

る勉強会、同プロジェク

トの評価手法マニュアル

改訂に関する調査検討委

員会に参画し、調査スキ

ルの向上に努めた。 

 

 ④鉄道建設に係る業

務の質の向上に向け

た取組 

業務の効率化や情

報の組織的な共有・

伝達、技術の承継の

観点から、鉄道建設

等業務における DX

を計画的に推進する

ほか、鉄道建設工事

において働き方改革

④鉄道建設等に係る

業務の質の向上に向

けた取組 

(a) DXの推進、新たな

契約・入札方式等の導

入 

現場の情報を組織

的に共有・伝達し、業

務の効率化・高度化や

技術承継を図るため、

関係者との連携の上、

④鉄道建設等に係る

業務の質の向上に向

けた取組 

(a) DX の推進、新た

な契約・入札方式等

の導入等 

業務効率化・高度

化、技術承継、生産

性向上及び品質向上

を図るために、建設

DX ビジョンロード

＜主な定量的指標

＞ 

･設定なし 

 

<その他の指標> 

・関係者との協議

や施工手順の工夫

等によるコスト縮

減額  

・遠隔臨場を実施

する工区数  

＜主要な業務実績＞ 

（a）DX の推進、新たな契

約・入札方式の導入等 

建設工事現場の情報を

組織的に共有・伝達し、鉄

道建設工事における業務

の効率化・高度化、技術承

継を図るため、以下の取

組を実施した。 

・令和６年４月に策定・公

表した建設DXビジョンロ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

DX の推進や最新の契約・入

札方式の導入等については、着

実に取り組んだ。 

DX の推進については、建設

DX ビジョンロードマップに基

づき、各項目の具体的な取組を

推進し、その取組結果を公表し

た。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

DX の推進については、令和５年 10 月に公表した、今後 20～30 年後に機構が達

成を目指す DXの取組目標である「建設 DX ビジョン」を実現するため、令和６年４

月に策定した建設 DX ビジョンロードマップに基づき、ICT 活用工事（土工）に関

する管理方法の効率化に向けて北海道新幹線の盛土工事における現地試験を踏ま

えた施工管理基準案の作成や課題の整理、BIM/CIM を活用した設計法として鉄道特

有の構造物の設計に活用可能な３次元モデル作成方法等の整理を行ったほか、

BIM/CIM ガイドラインの改正や建設発生土受入地における３次元計測技術を用い

た出来形管理に関するルール策定等に取り組むこと等により、鉄道建設業務の効

率化・高度化を推進した。 



23 

の推進を図る観点も

踏まえ、他の公共事

業で採用されている

最新の入札契約制度

や施工管理手法につ

いて、必要に応じて

導入を進め、外部の

知見を適切に活用す

ることを含めて、生

産性及び品質の向上

を図る。 

技術力や専門性の

維持・向上のための

人材育成に取り組む

とともに、今後の事

業展開に応じて要求

される既存の鉄道イ

ンフラの改修等に係

る知見等について

も、関係機関との人

材交流等を通じて計

画的にその習得に努

める。 

各種技術基準類の

整備等に加えて、鉄

道建設等に係る技術

開発を推進し、その

中で、施設の長寿命

化、営業開始後のメ

ンテナンスの低コス

ト化や、カーボンニ

ュートラルを含む環

境負荷低減といった

課題に対しても積極

的に取り組む。技術

開発の成果について

は各種学会での発表

等を通じて社会に還

元する。 

また、鉄道建設工

事における安全管理

を徹底し、鉄道建設

現場におけるデジタ

ル技術の活用を工事

の安全性向上の観点

からも積極的に推進

して、さらなる安全

推進の取組を進め

る。 

 

デジタル技術を積極

的に活用してDXを推

進するとともに、鉄道

建設工事において働

き方改革の推進を図

る観点も踏まえ、最新

の契約・入札方式や施

工管理手法について、

機構の鉄道建設業務

において有効なもの

は導入を進め、生産性

及び品質の向上に積

極的に取り組む。ま

た、良質な鉄道を効率

的に建設するため、社

会的要請に対応した

技術基準類の整備を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)技術開発の推進・

公表 

事業の推進に資す

る調査・設計・施工手

法に係る技術開発を

推進する。技術開発に

あたっては、外部研究

機関との連携の強化

を図り、品質の確保や

建設コストの削減の

みならず、施設の長寿

命化や技術者の減少、

脱炭素化の推進とい

った社会経済環境の

変化に対応する課題

にも取り組む。なお、

その成果について、鉄

道建設への取り込み

はもちろんのこと、機

構部外でも活用され

るよう建設技術に係

る各種学会等におい

て発表する。 

マップに基づき、以

下の施策を実施す

る。  

・ICT を用いた施工

管理等の検討（ICT

施工、BIM/CIM を活

用した設計法の検討

等）  

・財産・技術データ

管理システムの改良  

また、業務高度化、

生産性向上及び品質

向上を図るために、

以下の施策を実施す

る。  

・新技術の活用を促

進する工事契約方式

の整備  

加えて、良質な鉄

道を効率的に建設す

るために、以下の施

策を実施する。  

・技術基準類につい

て、本社と鉄道技術

センターとの間で連

携のうえ整備 

 

(b)技術開発の推進・

公表 

事業の推進に資す

る調査・設計・施工

手法に係る技術開発

を推進するため、本

社と鉄道技術センタ

ーとの間で連携のう

え、以下の施策を実

施する。  

・技術開発マネジメ

ント会議において、

技術分野ごとに新規

課題を選定  

・技術開発に当たっ

て、品質の確保や建

設コストの削減のみ

ならず、施設の長寿

命化や技術者の減少

といった社会経済環

境の変化を踏まえて

計画的に取り組むと

ともに、新たな設計・

・建設現場におけ

る脱炭素化の取組

件数  

・機構職員向け技

術研修の受講者数

（前中期目標期間

実績：平成 30 年度

から令和３年度ま

での実績 2,243人） 

・学会等への応募・

発表数（前中期目標

期間実績：平成 30

年度から令和３年

度までの実績 472

件）  

・機構による業務

成果を公表する場

の開催数（前中期目

標期間実績：平成30

年度から令和３年

度までの実績 24

件） 

 

<評価の視点> 

・デジタル技術を

積極的に活用して

DXを推進し、業務の

効率化・高度化や技

術承継を図れたか。 

・最新の契約・入札

方式や施工管理手

法の導入を進め、生

産性及び品質の向

上に積極的に取り

組んだか。 

・社会的要請に対

応した技術基準類

の整備を進めたか。 

・以下に記載の必

要な取組を行い、事

業の推進に資する

調査・設計・施工手

法に係る技術開発

を推進したか。 

-技術開発にあたっ

て、外部研究機関と

の連携の強化を図

ったか。 

-技術開発にあたっ

て、品質の確保や建

ードマップに基づき項目

ごとに下記に代表される

複数の取組を推進すると

ともに、ロードマップを

一部見直し、令和７年度

の取組結果を公表した。 

・ICT 活用工事(土工)に

ついて、更なる管理手法

の効率化に向けて、北海

道新幹線の盛土工事にお

いて現地試験を実施した

上で、施工管理基準案の

作成や課題の整理を行っ

た。また、BIM/CIM を活用

した設計法の検討を実施

し、鉄道特有の構造物の

設計に活用可能な３次元

モデルの作成方法等を整

理した。 

・トンネル工事における

AI 等を活用した切羽評価

や３次元計測技術を用い

た出来形計測の試行を実

施した。 

・鉄道建設工事の特性を

ふまえて BIM/CIM や３次

元計測技術を用いた出来

形管理の基準類を策定・

改定した。 

・財産・技術データ管理シ

ステムについて、開業線

区の財産・技術データの

OCR 化を実施するととも

に、AI を用いた検索機能

導入の方針を決定した。 

・新たな契約・入札方式等

として、発注者支援業務

(土木)に係る「一般競争

入札(総合評価方式)」の

制度導入や、新技術活用

促進等工事に係る実施要

領の一部改正等を実施し

た。 

・事業の円滑な推進につ

なげられるよう、例年、建

設関係業界団体との意見

交換会を実施している。

令和６年度に日建連と共

に立ち上げた「働き方改

革推進委員会」における

ICT 活用工事(土工)につい

て、更なる管理手法の効率化に

向けた現地試験を実施し、施工

管理基準案の作成や課題の整

理を行ったほか、BIM/CIM を活

用した設計法の検討を実施し、

鉄道特有の構造物の設計に活

用可能な３次元モデルの作成

方法等を整理した。その他、工

事現場及び機構業務の DX 推進

による効率化のため、トンネル

工事における新たな ICT 技術

の現場適用に向けた現場試験

による検証のほか、鉄道建設業

務の特性を考慮した BIM/CIM

ガイドラインの改正や、建設発

生土受入地における３次元計

測技術を用いた出来形管理に

関するルールの策定など、ICT

技術を導入した業務推進・施工

管理に向けた基準類を策定・改

定するとともに、財産・技術デ

ータ管理システムの改良にも

取り組んだ。 

鉄道建設工事において生産

性及び品質の向上を図る観点

から、発注者支援業務(土木)に

おける「一般競争入札(総合評

価方式)」の適用拡大及び配置

技術者の要件緩和、並びに新技

術活用促進等工事に係る実施

要領の一部改正等、最新の契

約・入札方式の導入等につい

て、着実に取り組んだ。 

また、「働き方改革推進委員

会」において、受注者との間で、

建設 DX、施工管理等効率化、工

事安全推進に関する３つのワ

ーキンググループを設置し各

種施策を実施し、受発注者双方

が効率的に業務を遂行できる

よう、生産性及び品質の向上に

取り組んだ。 

加えて、標準示方書・仕様書

の改正や、品質管理・施工監理

等鉄道建設に係る技術基準類

の整備を着実に進めた。 

技術開発の推進・公表につい

ては、多様な社会課題を踏まえ

たテーマを積極的に採用し、令

 技術開発の推進については、土木、軌道、機械、建築、電気の分野ごとの分科会

を設け、開発テーマの抽出から施工現場での活用に至るまで一貫した技術開発に

取り組み、北海道新幹線の建設や北陸新幹線の事業推進に向け、品質確保や建設コ

ストの縮減、技術者の減少を見据えた建設 DX の推進など、今中期計画期間中で最

高となる 34 件のテーマについて技術開発を実施したほか、これまでの開発成果を

データベース化及び機構のホームページに公開し、機構外部における活用拡大を

図った。また、鉄道建設技術については、鉄道デザインにおける国際的なコンペテ

ィションであるワトフォード会議ブルネル賞優秀賞や、日本の土木分野における

代表的な表彰制度である土木学会技術賞等を受賞したほか、積極的な活用に向け

て各種学会等への論文投稿や発表を行った結果、日本電気技術協会最優良賞など、

基幹学会の賞を複数受賞し、学会等からも高い評価を受けた。 

 人材育成については、令和５年度に導入した「スキルアッププログラム（SUP）」

により、引き続き組織の技術力の底上げを行うとともに、育成者・被育成者を対象

としたアンケートや育成担当者会議において課題等を把握し、継続的な機能改善

を実施したほか、面接指導による支援を通じて、技術士等の業務関連資格の取得促

進を図り、職員の更なるスキル向上を促進した。また、今後の事業展開に応じて要

求される技術力の習得に向けて、令和５年度・６年度に引き続き、独立行政法人都

市再生機構（UR）と連携して、鉄道整備とまちづくりに関する勉強会を実施した。 

 鉄道建設工事における安全推進については、役職員の安全意識の向上・醸成のた

めに毎月安全集会を開催し、幹部からの安全講話や工事安全推進に関わる情報を

配信した。また、安全推進に係るスキル向上を図るために工事安全推進に係る研修

内容を拡充するとともに、事故発生時の原因分析に活用するために過去に発生し

た事故等（事故報告、ヒヤリハット）に関するデータベースの更新や、各地方機関

への事故防止監査等を着実に実施した。これらの従来からの取組に加え、業界団体

と連携して過去 10年間の事故分析や安全装置の導入実態調査を行い、今後発注す

る北海道新幹線の駅新築工事において、事故防止効果の高い ICT を活用した安全

設備を標準化するなど、更なる工事の安全性向上を図った。さらに、機構職員に対

して VR 機器による事故事例の疑似体験教育を実施したほか、機構工事の建設現場

に従事している外国人労働者の安全対策として約20言語に対応した安全対策リー

フレットを作成して工事受注者に展開したことにより、機構職員や現場に従事す

る労働者における更なる安全意識の向上に取り組んだ。 

 以上のとおり、鉄道建設等における DX の推進、鉄道建設工事の進捗状況やニー

ズに応じた多くの技術開発、それらの開発成果の社会への還元、新たな取組として

ICT 等により、鉄道建設工事における安全性向上や職員・建設工事従事者の安全意

識の向上に関する取組等を実施したことは、中期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められることからＡ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

（外部有識者からの意見） 

 技術開発の推進、著名な賞の受賞、鉄道建設工事における安全推進等に注力して

おり、Ａ評定は妥当であると考える。 
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＜指標＞ 

・関係者との協議や

施工手順の工夫等に

よるコスト縮減額 

・遠隔臨場を実施す

る工区数 

・建設現場における

脱炭素化の取組件数 

・機構職員向け技術

研修の受講者数（前

中期目標期間実績：

平成 30 年度から令

和３年度までの実績 

2,243 人） 

・学会等への応募・

発表数（前中期目標

期間実績：平成 30 年

度から令和３年度ま

での実績 472 件） 

・機構による業務成

果を公表する場の開

催数（前中期目標期

間実績：平成 30年度

から令和３年度まで

の実績 24 件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 人材育成 

鉄道建設等業務の

遂行に必要な技術力

の向上及び承継のた

め、講習や資格取得の

支援等を行うととも

に、職員に求められる

スキルの習得状況を

可視化する取組を進

めるほか、今後の事業

展開に応じて要求さ

れる技術力等に関し

ても、必要に応じて鉄

道事業者等との連携

を図りつつ、計画的に

その習得に向けた取

組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工法を公募する

等、必要により民間

技術を有効活用  

・技術開発成果の機

構工事への活用状況

について、引き続き

フォローアップ  

また、技術開発が

部外でも活用される

ように、本社と鉄道

技術センターとの間

で連携のうえ、以下

の施策を実施する。  

・これまで開発した

技術のデータベース

化  

・建設技術に係る各

種学会等や、本社に

おける技術研究会等

を通じた発表 

 

(c) 人材育成 

鉄道建設等業務の遂

行に必要な技術力の

向上及び承継のため

に、以下の施策を実

施する。  

・施工監理講習等研

修  

・令和５年度から導

入した職員に求めら

れるスキルを提示

し、習得状況を可視

化する「スキルアッ

ププログラム」の取

組の浸透  

・業務に関連する技

術士等の資格取得の

促進  

・今後の事業展開に

応じて要求される技

術力等に関して、鉄

道事業者等との連携

を図りつつ、国や他

の独立行政法人、業

界団体との勉強会・

講演会等へ参加する

等、その習得に向け

た取組 

 

設コストの削減の

みならず、社会経済

環境の変化に対応

する課題に取り組

んだか。 

-それらの成果を鉄

道建設へ取り込む

とともに、部外にお

いても活用される

ように建設技術に

係る各種学会等に

おいて発表したか。 

・職員に求められ

るスキルの習得状

況を可視化する取

組を進めたか。 

・講習や資格取得

の支援等を行った

か。 

・事業展開に応じ

て要求される技術

力等について、鉄道

事業者等との連携

を図り、計画的にそ

の習得に向けた取

組を行ったか。 

・安全推進の取組

を、受注者と十分に

連携して進めたか。 

・安全推進体制の

強化及び研修内容

の充実を図ったか。 

・工事の施工時に

おいて、デジタル技

術の活用を図った

か。 

成果として、受注者との

間で、建設 DXの取組の共

有と方向性確認、書類削

減・施工管理の効率化に

関する意見交換と対応策

のとりまとめ、「工事円滑

化・工事関係書類スリム

化等ガイドライン」の周

知・運用と浸透状況調査

などの施策を実施した。 

・本社と鉄道技術センタ

ーとの間で連携のうえ、

「土木工事標準示方書」

をはじめとした各工事／

設計等に関する標準示方

書・仕様書の改正や、品質

管理・施工監理等鉄道建

設に係る技術基準類の整

備を 19 件実施し、講習会

等を通じて関係者に周

知、徹底した。 

 

(b)技術開発の推進・公表 

・技術開発マネジメント

会議を計３回開催すると

ともに、土木、軌道、機械、

建築、電気の分野ごとの

分科会を設け、開発テー

マの抽出から開発、施工

現場での活用に至るまで

一貫した技術開発を推進

した。※令和７年度の技

術開発テーマ：34 件(うち

新規で取り組んだ技術開

発テーマ：12 件、令和６

年度以前から継続して取

り組んだ技術開発テー

マ：22 件)  

・具体的には、北海道新幹

線（新函館北斗・札幌間）

等の建設中の線区や今後

建設予定の北陸新幹線

（敦賀・新大阪間）等の事

業推進に向け、品質確保

や建設コストの縮減、そ

の他社会経済環境の変化

への対応に寄与する観点

で開発テーマを抽出する

とともに、技術者の減少

を見据えた建設DXの推進

和７年度には今中期計画期間

中で最高のテーマ数(34 件)に

取り組んだ。また、従前に開発

した技術について、北海道新幹

線（新函館北斗・札幌間）等の

実施中の事業において活用し

ているほか、北陸新幹線（敦賀・

新大阪間）等の今後予定されて

いる事業の推進に向けた技術

開発にも取り組んでいる。技術

開発成果については、各種学会

等における論文の投稿や発表

を 132 件実施したが、これらの

論文の発表に対し、今中期計画

期間中で最高の７件の優秀賞

等を受賞した。更に開発した技

術をデータベース化し公表す

る等、機構が開発した技術を広

く社会でも活用してもらうた

めの取組を従前にもまして積

極的に実施した。 

これら技術を活用した機構

の建設事業について、鉄道建築

分野における世界最高峰と称

されるワトフォード会議ブル

ネル賞優秀賞を含む計５件を

組織として受賞したほか、計４

名の個人のこれまでの功績に

対し科学技術分野の文部科学

大臣表彰・創意工夫功労者賞等

を受賞するなど、対外的に高い

評価を受けた。 

人材育成については、SUP の

運用により、組織の技術力の底

上げを図るとともに、SUP の継

続的な機能改善のため、育成

者・被育成者を対象としたアン

ケートや育成担当者会議を行

い、課題や対象者の所感を把握

した上で改善を図った。また、

今後の事業展開に応じて要求

される技術力等に関しても、他

法人との勉強会を実施するな

ど、その習得に向けた取組を行

った。 

安全推進の取組については、

各地方機関への事故防止監査

を確実に実施したほか、工事安

全推進担当者会議では各地方

機関との意見交換において、事
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(d) 鉄道建設工事に

おける安全推進 

工事関係事故防止

については、理事長の

トップマネジメント

の下、年度ごとに基本

方針を定め、その方針

に基づいた安全管理、

安全環境整備の徹底

などの安全推進の取

組を、受注者と十分に

連携しつつ進めてい

く。 

また、安全推進の体

制を強化するととも

に、研修内容の充実を

図ることで、職員への

安全推進に係る意識

及びスキルの向上を

図っていく。 

さらに、工事の施工

時において、デジタル

技術の活用を図り、一

層の安全性の向上に

努めていく。 

 

(d) 鉄道建設工事に

おける安全推進 

鉄道建設工事の安

全推進のために以下

の施策を実施する。  

・幹部職員による毎

月の安全講話  

・事故防止監査  

・本社と地方機関が

連携した安全推進活

動  

・事故データベース

を活用した事故原因

分析のレベルアッ

プ、再発防止対策の

策定・実施  

・安全概論研修、学

習管理システムによ

る講習  

・ICT を用いた安全

対策の検討  

・外部団体と連携し

た安全推進 

（BIM/CIM 構築、トンネル

におけるAIや三次元計測

技術の活用）やプレキャ

スト化による高架橋付帯

構造物の合理化の推進、

工事等における環境負荷

低減の検討（駅舎等の建

築物における木材利用の

検討）及び長寿命化によ

るライフサイクルコスト

低減の検討（青函トンネ

ルの長寿命化に向けた新

たな列車火災検知装置設

置の開発）などを行った。 

また、これまで開発し

た技術について、活用状

況を確認の上、コスト縮

減や品質の向上等の評価

を行うとともに、今後の

活用拡大に向け、開発し

た技術をデータベース化

し、ホームページにて概

要を公開した。 

さらに、民間企業等が

開発した技術の新幹線や

鉄道建設等への適用可能

性について評価する技術

公募の取組を令和元年度

から実施しているところ

であるが、今後の取組方

針を検討・整理するため、

過去６年間の応募者へア

ンケートを実施し、当時

評価した技術の他機関も

含めた事業等への活用状

況、追加の改良検討状況

等を確認するとともに、

公募の取組方法（募集期

間、テーマの設定及び技

術評価）について意見を

募った。 

・技術開発成果の活用状

況については以下の通

り。 

- 大深度・長距離トンネ

ルにおけるシールド技術 

 用地の確保や経済性の

観点からトンネルが大深

度化、長距離化する傾向

にある中で、大深度・長距

故・ヒヤリハットの分析事例の

深度化や推奨事例の水平展開

を図るなどして、安全推進活動

の質的向上を図った。 

次に、従来からの座学中心の

教育に加えて、実践的な要素も

取り入れるため、VR 機材を活

用した疑似体験型の安全教育

を全国規模で展開した。これに

より、機構職員の安全意識や危

険感受性の向上が確認される

など、先進的な安全教育手法の

導入として顕著な成果を上げ

た。 

また、業界団体と連携して、

過去 10 年間(約 220 件)の事故

を分析し重症災害の多い事故

分類(墜落・転落、激突され)を

抽出、さらに安全装置の導入状

況の実態調査により、事故防止

効果の高い ICT を活用した安

全設備を選定し、今後の工事に

おいて標準化することを定め

て、より一層の工事の安全性向

上に努めた。 

加えて、機構工事における外

国人労働者の実態調査を行っ

たところ、約 20 言語が話され

ており、多い工区では外国人労

働者が 30%超を占めることが

わかった。そこで、約 20 言語

に対応した安全対策リーフレ

ットを機構で作成し受注者に

展開することで、外国人労働者

に対する直接的な注意喚起を

講じることで、安全意識の向上

に努めた。 

 これらを通じて、従来の取組

の着実な実施に加え、安全推進

の取組を受注者と十分に連携

して進め、安全推進体制の強化

及び研修内容の充実を図り、施

工時における安全設備のデジ

タル技術を活用して、鉄道建設

工事の安全推進のさらなる向

上に努めた。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を上回る

成果を得られたものと考えら
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離シールドトンネルの技

術的課題への対応事例を

調査し、対応策（ビット

(地盤を掘削する刃物)の

摩耗や高水圧対応等）を

整理した上で、外部の有

識者で構成される委員会

で議論した。 

委員会における議論を

踏まえ、シールドトンネ

ル設計施工指針を改訂

し、大深度・長距離トンネ

ルにおける上記の対応策

を反映した。 

- 高速化に対応する電車

線路設備の調査研究 

整備新幹線における現

状の高速シンプル架線で

260km/h 超での走行に対

応した金具類(新規コネ

クタ)を開発した。実用化

に向けた評価検証とし

て、整備新幹線の営業区

間に仮設し、実フィール

ドでの列車通過時の共振

やトロリ線のひずみへの

影響の測定、320km/h まで

の走行シミュレーション

を実施し、走行に問題な

いことを確認した。今後、

北海道新幹線の電車線に

適用するほか、既開業区

間の設備更新や今後の整

備新幹線の建設予定区間

に適用する。 

・技術開発成果について

は、主だったものを機構

の技術研究会(土木学会

認定CPDプログラム)にて

発表したほか、各種学会

等への論文投稿や発表な

どを通じ、機構部外にお

いても活用されるよう取

り組んだ。論文発表につ

いて、（一社）日本鉄道電

気技術協会の最優良賞や

（公社）コンクリート工

学会の年次論文奨励賞を

はじめ、各種学会等から

計７件の賞を受賞した。 

れる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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また、機構の建設プロ

ジェクトや建設技術につ

いて、各種学会等から高

い評価を受け、鉄道建築

分野で世界最高峰と称さ

れるワトフォード会議ブ

ルネル賞優秀賞（長崎

駅）・奨励賞（嬉野温泉駅）

をはじめ、日本の土木分

野における代表的な表彰

制度である土木学会技術

賞、鋼構造技術の向上に

貢献したものを表彰する

日本鋼構造協会業績賞な

ど計５件を組織として受

賞したほか、計４名の個

人のこれまでの功績に対

し科学技術分野の文部科

学大臣表彰・創意工夫功

労者賞（１名）、（公社）土

木学会の技術功労賞（１

名）、鉄道施設協会の技術

賞（２名）を受賞した。 

 

(c)人材育成 

・各職員に業務上求めら

れるスキルを提示し、そ

の習得状況を可視化する

「スキルアッププログラ

ム(SUP)」により、組織の

技術力の底上げを図っ

た。また、育成者・被育成

者を対象としたアンケー

トや育成担当者会議を行

い、課題や対象者の所感

を把握することで、SUP の

継続的な機能改善に努め

た。具体的には、都市部の

開削工法やその事業調整

に関するスキルを階層・

目標化した「開削トンネ

ル」スキルの新設や、各系

統間の意見交換、各系統

の業務実態に合わせた更

新を行った。 

・面接指導等各種受験に

関する支援を通じて、技

術士等、業務関連資格の

取得促進を図った。 

・若手職員を管理職クラ
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スがフォローする形で、

(独)都市再生機構(UR)と

の間で令和５・６年度に

引き続き駅とまちづくり

に関する勉強会を実施

し、鉄道整備とまちづく

りの関係について新たな

視点を得るべく、グルー

プワーク、現地調査、班で

設定したテーマを基にし

たケーススタディを行っ

た。 

 

(d)鉄道建設工事におけ

る安全推進 

・機構全体の安全推進の

基本方針を基に、各地方

機関等においても基本方

針及び重点項目を策定

し、工事受注者に周知、徹

底した。 

・主要建設会社で構成さ

れる日建連と協力して、

工事安全推進の講義を日

建連会員向けに１回、機

構職員向けに１回実施し

た。 

・役職員の安全意識の向

上・醸成のため、毎月の安

全集会において、幹部か

らの安全講話、工事安全

推進に関わる情報を全国

に配信した。また、安全表

彰(受注者・建設所)によ

り、事故防止に対する意

欲の高揚を図った。 

・事故防止監査を各地方

機関に対し上期及び下期

の年２回実施し、PDCA サ

イクルを意識した自主的

かつ積極的な工事安全推

進活動の取組内容を確認

した。 

・機構内で毎月開催して

いる「工事安全推進担当

者会議」において事故・推

奨事例の情報共有、工事

安全推進に関する意見交

換等を実施した。また、本

社と関東甲信工事局が共
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同で事故対策本部設置・

運営訓練を実施した。 

・過去に発生した事故等

のデータベースを更新

し、事故の再発防止策や

事故原因分析のレベルア

ップに活用した。 

・役職員の安全推進に係

るスキルの向上を図るた

め、階層別研修や安全概

論研修(安全エキスパー

ト基礎、応用)の研修内容

の更新や e ラーニングコ

ンテンツの拡充を行っ

た。 

・新たに機器をリースし

た VR教材を使用し、疑似

体験型の安全教育を全国

で 273 人に実施した。ま

た、アンケート結果から

もVR教育の効果が確認で

きた。 

・日建連と共同で令和６

年度に立ち上げた「工事

安全推進ワーキンググル

ープ」において計３回の

議論を重ね、以下の施策

を含め、成果を取りまと

めた。 

- 今後発注する北海道新

幹線の駅新築工事にお

いて、安全設備を標準化

（重機接触防止装置の

設置、定点カメラ映像の

安全教育への活用等） 

- 今後発注するトンネル

工事において切羽照明

の照度を 150ルクス以上

確保 

・外国人労働者の安全対

策として、約 20 言語に翻

訳した工事安全に関する

資料を新たに作成のう

え、受注者に提供し、外国

人労働者へ周知した。 

 

 

 

 

 



30 

 ⑤我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取

組 

我が国は鉄道分野

について世界に誇れ

る高い技術力を有し

ており、機構は、そ

の中で唯一の公的な

新幹線建設主体であ

る。機構が有する土

木、軌道、電気、機械

等に関する同分野の

技術力やノウハウ、

それらの要素間を全

体として調整する機

能を広く総合的に活

用し、国土交通省の

関連施策との連携を

図りながら、海外イ

ンフラ展開法及び同

法に基づく基本方針

に従い、関係府省、

我が国事業者等と協

力し、新幹線鉄道の

技術が活用され、又

は活用されることが

見込まれる海外の高

速鉄道に関する事業

性等の調査、測量、

鉄道構造物や電気、

機械設備等の設計、

工事管理、試験及び

研究（以下「海外高

速鉄道調査等業務」

という。）を行い、課

題解決に向けた改善

策を提言し、海外社

会資本事業への我が

国事業者の参入の促

進を図る。また、円

滑な海外高速鉄道調

査等業務の実施のた

め必要な場合は適切

に出資を行う。出資

を行った事業につい

ては、その事業の進

捗状況や資金収支等

を把握・評価すると

ともに、必要な場合

には、国土交通省等

（２）我が国鉄道技

術の海外展開に向け

た取組 

機構が有する土

木、軌道、電気、機械

等に関する鉄道分野

の技術力やノウハ

ウ、それらの要素間

を全体として調整す

る機能を広く総合的

に活用し、海外社会

資本事業への我が国

事業者の参入の促進

に関する法律（平成

30 年法律第 40 号）

及び同法に基づく基

本方針に従い、関係

府省、我が国事業者

等と相互に連携を図

りながら協力し、新

幹線鉄道の技術が活

用され、又は活用さ

れることが見込まれ

る海外の高速鉄道に

関する事業性等の調

査、測量、鉄道構造

物や電気、機械設備

等の設計、工事管理、

試験及び研究（以下

「海外高速鉄道調査

等業務」という。）を

行い、課題解決に向

けた改善策を提言す

る。また、円滑な海

外高速鉄道調査等業

務の実施のため必要

な場合は適切に出資

を行う。出資を行っ

た事業については、

その事業の進捗状況

や資金収支等を把

握・評価するととも

に、必要な場合には、

国土交通省等と連携

して、事業の改善に

向けた措置を講じる

ことにより、出資金

の毀損の回避を図

る。インド高速鉄道

計画については、国

（２）我が国鉄道技

術の海外展開に向け

た取組 

我が国鉄道技術の

海外展開を推進する

ために、機構が有す

る土木、軌道、電気、

機械等に関する鉄道

分野の技術力やノウ

ハウ、それらの要素

間を全体として調整

する機能を広く総合

的に活用し、海外社

会資本事業への我が

国事業者の参入の促

進に関する法律（平

成30年法律第40号）

及び同法に基づく基

本方針に従い、以下

の施策を実施する。  

・関係府省、我が国

事業者等と相互に連

携を図りながら協力

し、新幹線鉄道の技

術が活用され、又は

活用されることが見

込まれる海外の高速

鉄道に関する事業性

等の調査、測量、鉄

道構造物や電気、機

械設備等の設計、工

事管理、試験及び研

究（以下「海外高速

鉄道調査等業務」と

いう。）を行い、課題

解決に向けた改善策

を提言  

・円滑な海外高速鉄

道調査等業務の実施

のため必要な場合は

適切に出資を実施。 

出資を行った事業に

ついては、その事業

の進捗状況や資金収

支等を把握・評価す

るとともに、必要な

場合には、国土交通

省や利害関係者等と

連携して、出資金の

毀損の回避を図るた

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・我が国事業者の

参入を目指して機

構が行った海外高

速鉄道調査等の受

注額（前中期目標期

間実績：平成 30 年

度から令和３年度

までの実績 2.8 億

円）  

・機構が海外高速

鉄道調査等業務を

行った結果参入し

た我が国事業者に

よる鉄道システム

の受注額（前中期目

標期間実績：平成30

年度から令和３年

度までの実績なし） 

・専門家派遣数（前

中期目標期間実績：

平成 30 年度から令

和３年度までの実

績 76 人（15 カ国・

地域））  

・研修員等受入数

（前中期目標期間

実績：平成 30 年度

から令和３年度ま

での実績 820 人（22

カ国・地域）） 

 

＜評価の視点＞ 

・海外インフラ展

開法及び同法に基

づく基本方針に従

い、関係府省、我が

国事業者等と相互

に連携を図りなが

ら海外高速鉄道調

査等業務を行い、課

題解決に向けた改

善策を提言したか。 

・円滑な海外高速

鉄道調査等業務の

実施のため、必要な

＜主要な業務実績＞ 

【海外高速鉄道調査等業

務】 

海外インフラ展開法及

び同法に基づく基本方針

に従い、関係府省、我が国

事業者等と相互に連携を

図りながら、以下のとお

り海外高速鉄道調査等業

務を適切に行った。 

・東日本旅客鉄道(株)及

び(株）海外交通・都市開

発事業支援機構との共同

出資により令和３年度に

設立した日本高速鉄道電

気エンジニアリング(株）

（「JE」という。）に対し、

その事業の進捗状況や資

金収支等の把握及び分析

を行い、海外高速鉄道調

査等業務に係る出資に関

する第三者委員会（委員

長：竹内健蔵 東京女子

大学教授）に諮問を行う

など、適切にモニタリン

グを実施し、出資金の毀

損の回避を図った。 

・国土交通省からインド

高速鉄道事業の現地の環

境・ニーズへの適応に係

る調査業務を受注し、検

測機能を有する新幹線車

両のインド現地における

運用に向けた改造作業等

に関する調査を実施し

た。 

・（一社）海外鉄道技術協

力協会（以下「JARTS」と

いう。）からの要請に基づ

き、講師として職員を派

遣し、インド軌道建設業

界への教育訓練等を実施

した。 

・日本コンサルタンツ

(株）へ職員を出向させ、

技術支援を実施した。 

・JE へ職員を出向させ、

また、同社と補強契約を

締結することにより、技

術支援を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

海外インフラ展開法及び同

法を根拠とした基本方針に基

づく業務のうち、JE への出資

事業については、同社の事業の

進捗状況や資金収支等を把握

し、分析・評価を行ったうえで、

株主間及び国交省と密接に連

携し、適切なモニタリングの実

施に寄与した。 

インド高速鉄道プロジェク

トについては、日本側関係者と

の緊密な連携の下、様々な個別

具体的な業務において、各方面

から機構の技術力を前提とし

た要請を受け、その都度ふさわ

しい職員を派遣し、同事業の推

進に寄与した。 

また、スウェーデンの交通イ

ンフラ整備計画については、同

国側の関心が高いスラブ軌道

に関する技術について提言を

行い、同国がこれを自国の高速

鉄道に適用するための検討に

寄与した。 

その他、各国との間で専門家

派遣及び研修員受入を実施し、

我が国の鉄道技術の海外展開

に貢献した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

海外高速鉄道調査等業務については、海外インフラ展開法の規定に基づき、積極

的かつ適切に業務を推進しており、令和 7 年度においては、当省発注の調査への

対応のほか、インド高速鉄道計画における軌道建設に従事する人材を育成するた

めの職員の派遣、出資を行った日本高速鉄道電気エンジニアリング（株）に対する

技術協力及びモニタリングを実施し、事業推進に貢献した。加えて、スウェーデン

の交通インフラ整備計画については、スウェーデン側の関心が高いスラブ軌道に

関する技術に関し、同国の高速鉄道への適用検討の一助とすべく提言を行った。 

国際協力業務については、専門家を海外へ派遣するとともに研修員等を受入れ

たほか、国際学術会議や国際規格審議等への参画、機構の業務紹介等を通じたスウ

ェーデン、タイ、イギリス及びオーストラリアとの技術交流等を実施し、機構の技

術力や経験を活用した我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組を進めた。  

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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と連携して、事業の

改善に向けた措置を

講じることにより、

出資金の毀損の回避

を図る。なお、海外

高速鉄道調査等業務

等の実施が民業圧迫

にならないよう配慮

する。インド高速鉄

道計画については、

国土交通省等関係者

との緊密な連携の下

で技術協力を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、我が国の鉄

道システムの海外展

開に向けた国、関係

団体等による取組に

対して、機構の技術

力や経験を活用し、

海外への専門家の派

遣や各国の研修員の

受入れ等、積極的に

協力を行う。 

 

さらに、海外高速

鉄道調査等業務等の

遂行に必要な技術力

や経験の向上及び承

継のため、必要な人

材の確保や育成に向

けた取組を行う。 

 

＜指標＞ 

・我が国事業者の参

入を目指して機構が

行った海外高速鉄道

調査等の受注額（前

中期目標期間実績：

平成 30 年度から令

和３年度までの実績 

土交通省等関係者と

の緊密な連携の下で

技術協力を行ってい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国等が進め

る我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取

組に対し協力し、海

外への専門家派遣、

各国の要人や研修員

受入れ等の人的支援

を行う。 

 

 

 

さらに、海外高速

鉄道調査等業務等の

遂行に必要な技術力

や経験の向上及び承

継のため、研修の実

施や国際業務を行う

機関との人事交流を

図ること等、必要な

人材の確保や育成に

向けた取組を行う。 

め、事業の改善に向

けた措置を実施  

・インド高速鉄道計

画について、国土交

通省等関係者との緊

密な連携の下で技術

協力を行うことに加

え、他国の高速鉄道

に関する調査、設計、

工事管理等の業務に

ついても、受注を目

指した取組を推進  

・海外高速鉄道調査

等業務等の遂行に必

要な技術力や経験の

向上及び承継のた

め、研修の実施や国

際業務を行う機関と

の人事交流を図るこ

と等、必要な人材の

確保や育成に向けた

取組を推進  

また、国等が進め

る我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取

組に対し協力し、海

外への専門家派遣や

各国の研修員の受入

れ、鉄道分野におけ

る国際規格に関する

日本原案の作成への

協力、海外の鉄道建

設関係の機関との技

術交流等を行う。 

場合は適切に出資

を行ったか。 

・出資を行った事

業について、進捗状

況や資金収支等を

把握・評価し、必要

な場合には改善に

向けた措置を講じ、

出資金の毀損の回

避を図ったか。 

・インド高速鉄道

計画について、国土

交通省等関係者と

の緊密な連携の下

で技術協力を行っ

たか。 

・国等が進める我

が国鉄道技術の海

外展開に向けた取

組に対し協力し、海

外への専門家派遣、

各国の要人や研修

員受入れ等の人的

支援を行ったか。 

・海外高速鉄道調

査等業務等の遂行

のため、必要な人材

の確保や育成に向

けた取組を行った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国際協力業務】 

・令和７年度も前年度に

引き続き海外への専門家

派遣及び海外からの研修

員受入を実施した。 

・国際学術会議等に役職

員が参加した。 

・国際規格策定の国際標

準化機構／鉄道分野専門

委員会（以下「 ISO ／

TC269」という。）の国内委

員会・国内作業部会、国際

電気標準会議／鉄道用電

気設備とシステム専門委

員会（以下「IEC／TC9」と

いう。）の国内委員会・国

内作業部会に職員が委員

として前年度に引き続き

参画した。国際規格に関

する日本原案の作成等に

貢献した。 

・機構の技術力や経験を

活用し、スウェーデン、タ

イ、イギリス及びオース

トラリアと技術交流を行

った。スウェーデンとの

間では、スラブ軌道に関

する意見交換を実施し

た。また、日瑞鉄道協力会

議に出席し、構造計画/設

計/施工に関する事例を

紹介した。タイとの間で

は、(独）国際協力機構（以

下「JICA」という。）の要

請に基づき、JICA 国別研

修の一環としてタイ運輸

省鉄道局及びタイ鉄道技

術研究開発機構に対し、

整備新幹線の建設技術等

について説明した。イギ

リスとの間では、令和７

年 12月に東京で開催され

た日英鉄道協力会議に出

席し、日英双方が抱える

鉄道に関する課題や展望

についての情報を収集す

るとともに、同会議に付

帯する日英鉄道調達セミ

ナーにおいて、機構が実
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2.8 億円） 

・機構が海外高速鉄

道調査等業務を行っ

た結果参入した我が

国事業者による鉄道

システムの受注額

（前中期目標期間実

績：平成 30年度から

令和３年度までの実

績 なし） 

・専門家派遣数（前

中期目標期間実績：

平成 30 年度から令

和３年度までの実績 

76 人（15 カ国・地

域）） 

・研修員等受入数

（前中期目標期間実

績：平成 30年度から

令和３年度までの実

績 820 人（22 カ国・

地域）） 

施する国際調達について

説明した。オーストラリ

アとの間では、令和７年

８月にシドニーで開催さ

れた高速鉄道セミナーに

出席し、「難しい地形にお

ける高速鉄道の建設可能

性」について講演を行い、

現地鉄道関係者とネット

ワーキングを実施した。 

 

【人材確保、育成】 

海外高速鉄道調査等業

務等の遂行に必要な技術

力や経験の向上及び承継

のため、研修及び国際業

務実施機関との人事交流

を実施し、必要な人材の

確保や育成に努めた。 

令和７年度に実施した主

な研修及び国際業務実施

機関との人事交流の実績

は以下のとおりである。 

○研修（部外団体開催） 

- 海外インフラ展開人材

養成プログラム（JARTS

開催） 

- 海外インフラ展開人材

養成研修（（一社）国際建

設技術協会開催） 

- 海外インフラの契約実

務への理解度向上を目

的とした国際業務に従

事する職員向けの英文

契約書研修（OCAJI 開催） 

○人事交流 

- 国土交通省、JICA、

JARTS 及び運輸総研へ出

向 

 

 ⑥鉄道施設の貸付

け・譲渡等 

機構が建設した鉄

道施設について、鉄

道事業者に対して適

切に貸付け又は譲渡

を行うとともに、鉄

道事業者の経営状況

や財務状況のモニタ

リングを行い、貸し

（３）鉄道施設の貸

付け・譲渡の業務等 

鉄道事業者に対し

て貸付け又は譲渡し

た鉄道施設につい

て、貸付料及び譲渡

代金の徴収状況を定

量的に把握・分析す

るとともに、モニタ

リング機能を強化

（３）鉄道施設の貸

付け・譲渡の業務等 

鉄道事業者に対し

て貸付け又は譲渡し

た鉄道施設につい

て、事業者ごとに当

該貸付料及び譲渡代

金を計画的かつ確実

に徴収するため、以

下の施策を実施す

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・毎年度、事業者ご

とに貸付料及び譲

＜主要な業務実績＞ 

【鉄道施設の貸付・譲渡】 

・鉄道事業者別かつ線区

別に債権管理表等を作成

のうえ徴収状況、残高等

を可視化することで、債

権の把握漏れを防ぐとと

もに、各期の要徴収額及

び徴収済額を定量的に把

握・分析した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

貸付料及び譲渡代金につい

て、136 件（鉄道事業者：17 者）

の要徴収額全額を計画的かつ

確実に徴収した。 

過去に譲渡代金の償還期間

が変更された事業者等につい

ては、年２回経営状況等の把握

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

過年度に貸付け又は譲渡した鉄道事業者に対しては、事業者別及び線区別に債

権管理表を作成して徴収状況、残高等を可視化することで、債権の把握漏れを防ぐ

とともに、各期において必要な徴収額を定量的に把握・分析したほか、モニタリン

グ機能強化のため債権管理担当者に対する財務分析研修等を実施した。この結果、

要徴収額全額（貸付料 67件、譲渡代金 69 件）を計画どおり確実に徴収した。 

 また、過去に償還期間が変更された鉄道事業者については、令和６年度決算確定

時、令和７年度中間決算確定時にヒアリング等により、経営状況等の把握を図り、

償還確実性を適切に検証した。 



33 

付けている又は譲渡

した鉄道施設に係る

貸付料又は譲渡代金

を適切に徴収する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構が保有してい

る青函トンネルにつ

いては、海底下の長

大トンネルという過

酷な環境下にあるこ

とを踏まえ、日常の

維持管理を行ってい

る北海道旅客鉄道株

式会社とも連携し

し、毎年度、事業者

ごとに当該貸付料及

び譲渡代金の計画的

かつ確実な徴収を図

る。 

なお、償還期間の

変更を実施又は経営

状況の悪化が認めら

れる事業者について

は、毎年度、年度決

算及び中間決算終了

後に経営状況等の把

握を図り、償還確実

性を検証する。 

建設した鉄道施設

について、完成後、

営業主体に対して貸

付けを行う。 

また、主要幹線及

び大都市交通線で本

中期計画期間におい

て国土交通大臣が指

定する貸付期間が経

過する以下の区間に

ついて、貸し付けて

いる鉄道事業者に対

して譲渡を行い、そ

の譲渡代金を徴収す

る。 

・令和７年度 

譲渡区間：京葉線（都

川・蘇我間） 

京葉線（西船橋・千

葉貨物ターミナル

間） 

小金線（新鶴見起点

97k017m77・新鶴見起

点 97k337m68 間） 

鉄道事業者：東日本

旅客鉄道株式会社 

 

青函トンネルにつ

いては、海底下の長

大トンネルという過

酷な環境下にあるこ

とを踏まえ、日常の

維持管理を行ってい

る北海道旅客鉄道株

式会社と連携し、ト

ンネルの機能を維持

る。  

・貸付料及び譲渡代

金の徴収状況の定量

的な把握・分析  

・研修等による人材

育成等を通じたモニ

タリング機能の強化  

・償還期間の変更を

実施した、又は経営

状況の悪化が認めら

れる事業者につい

て、令和６年度決算

及び令和７年度中間

決算終了後に経営状

況等の把握を図り、

償還確実性を検証  

 

 

また、主要幹線及

び大都市交通線で国

土交通大臣が指定す

る貸付期間が経過す

る以下の区間につい

て、貸し付けている

鉄道事業者に対して

譲渡を行い、その譲

渡代金を徴収する。  

・譲渡区間：京葉線

（都川・蘇我間） 京

葉線（西船橋・千葉

貨物ターミナル間） 

小金線（新鶴見起点

97k017m77・新鶴見起

点 97k337m68 間）  

・鉄道事業者：東日

本旅客鉄道株式会社  

 

 

 

 

 

青函トンネルにつ

いては、海底下の長

大トンネルという過

酷な環境下にあるこ

とを踏まえ、日常の

維持管理を行ってい

る北海道旅客鉄道株

式会社と連携し、ト

ンネルの機能を維持

渡代金の徴収状況

を定量的に把握・分

析するとともに、モ

ニタリング機能を

強化し、貸付料及び

譲渡代金の計画的

かつ確実な徴収を

図ったか。 

・年度決算及び中

間決算終了後に経

営状況等の把握を

図り、償還確実性を

検証したか。 

・鉄道施設の完成

後又は貸付期間の

経過後、各営業主体

に対して貸付け又

は譲渡を行ったか。 

・青函トンネルに

ついて、北海道旅客

鉄道株式会社と連

携し、トンネルの機

能を維持するため

の調査・測定や改修

工事等を計画的に

行い、長期的な施設

の健全性確保に努

めたか。 

・特例業務勘定か

ら建設勘定への繰

入れにより、日本貨

物鉄道株式会社に

対して貨物調整金

を適正に交付した

か。 

・財務分析研修等による

人材育成等を通じてモニ

タリング機能を強化し

た。 

・国土交通大臣が指定す

る譲渡代金の償還期間

（25 年間）が変更された

事業者等について、令和

６年度決算終了後ヒアリ

ング及び令和７年度中間

決算終了後ヒアリング等

により経営状況等の把握

を図り、償還確実性を適

切に検証した。 

・上記の結果、貸付料につ

いては新幹線 40 件、主要

幹線及び大都市交通線 14

件、神奈川東部方面線 12

件並びに津軽海峡線１件

の計 67 件（鉄道事業者：

７者）、譲渡代金について

は民鉄線 65件及び都市鉄

道線４件の計 69 件（鉄道

事業者：10 者）の要徴収

額全額を計画的かつ確実

に徴収した。 

・主要幹線及び大都市交

通線で国土交通大臣が指

定する貸付期間（40 年）

が経過した京葉線（都川・

蘇我間）、京葉線（西船橋・

千葉貨物ターミナル間）

及び小金線（新鶴見起点

97k017m77・新鶴見起点

97k337m68 間）について

は、貸付先である東日本

旅客鉄道(株)との間で線

区毎に譲渡契約を締結

し、譲渡予定日に鉄道施

設を引き渡した。また、事

前に国土交通大臣から認

可を受けた譲渡代金を全

額回収した。 

・青函トンネルの長期的

な施設の健全性確保のた

め、JR 北海道と連携し、

本坑・斜坑・作業坑・先進

導坑におけるトンネル断

面測定や作業坑・先進導

坑の地中変位等の測定及

を図り、償還確実性を検証し

た。 

主要幹線及び大都市交通線

で国土交通大臣が指定する貸

付期間が経過した区間につい

ては、貸し付けていた東日本旅

客鉄道(株)と譲渡契約を締結

し、国土交通大臣から認可を受

けた譲渡代金を全額回収した。 

青函トンネルについては、長

期的な施設の健全性確保に資

する、測定や改修工事を計画的

に実施した。 

また、令和６年度に設置した

組織横断的な検討体制を活用

し、適時適切な維持管理の必要

性等、青函トンネルに関する情

報の共有を行った。 

貨物調整金について、国土交

通大臣の承認を受けた金額を

日本貨物鉄道株式会社に適正

に交付した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

主要幹線及び大都市交通線のうち、貸付期間が経過した京葉線（都川・蘇我間）、 

京葉線（西船橋・千葉貨物ターミナル間）及び小金線（新鶴見起点 97k017m77・新

鶴見起点 97k337m68 間）については、貸付先の東日本旅客鉄道㈱と譲渡契約を締

結し、譲渡代金を全額回収した。 

 さらに、青函トンネルの長期的な健全性確保のため、北海道旅客鉄道株式会社

（ＪＲ北海道）と連携し、本坑・斜坑・作業坑・先進導坑におけるトンネル断面測

定や作業坑・先進導坑の地中変位等の測定を行うとともに、定点消火施設、揚水ポ

ンプ等の電力施設などの改修工事を実施した。 

 並行在来線への支援のための貨物調整金については、国土交通大臣より、特例業

務勘定から建設勘定への繰入れの承認を受け、日本貨物鉄道株式会社（ＪＲ貨物）

に対して交付した。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 
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て、長期的な施設の

安全性を確保する。 

北陸新幹線（高崎・

長野間）の鉄道施設

について、令和９年

９月 30 日までとな

っている現行の貸付

期間が終了した後に

おいても、国及び営

業主体である東日本

旅客鉄道株式会社と

協議の上、適切に対

応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備新幹線の並行

在来線が貨物列車の

走行実態に応じた適

正な線路使用料を確

保することができる

よう、日本貨物鉄道

株式会社に対して貨

物調整金を適正に交

付する。 

 

するための調査・測

定や改修工事等を計

画的に行い、長期的

な施設の健全性確保

に努める。 

併せて、整備新幹

線で本中期計画期間

において鉄道施設の

貸付け等に係る協定

に定める貸付期間が

終了する以下の区間

における貸付期間終

了後の貸付財産の貸

付け等の取扱いにつ

いて、国及び鉄道事

業者と調整の上、適

切に対応する。 

・令和９年度 

対象区間：北陸新幹

線（高崎・長野間） 

鉄道事業者：東日本

旅客鉄道株式会社 

 

 

さらに、貨物列車

の走行実態に応じた

適正な線路使用料を

確保することができ

るよう、特例業務勘

定から建設勘定への

繰入れにより、日本

貨物鉄道株式会社に

対して貨物調整金を

交付する。 

するためのトンネル

断面等の調査・測定

を行うとともに、防

災施設の改修工事等

を行い、長期的な施

設の健全性確保に努

める。  

また、青函トンネ

ルでは、上記維持管

理に加え、新幹線の

高速化や光・電源ケ

ーブルの敷設等のト

ンネルの利活用面で

の検討も行われてお

り、令和６年度に設

置した組織横断的な

検討体制を活用し、

適時適切な維持管理

の必要性や利活用を

含めた青函トンネル

に関する情報共有や

対外的な情報発信、

各種事業間の連携の

強化を図る。  

さらに、貨物列車

の走行実態に応じた

適正な線路使用料を

確保することができ

るよう、特例業務勘

定から建設勘定への

繰入れにより、日本

貨物鉄道株式会社に

対して貨物調整金を

交付する。 

び火災検知施設、定点消

火施設、揚水ポンプ等の

電力施設などの改修工事

を行った。また、令和 7年

度は諸設備の劣化状況等

を確認するなど、新たな

改修計画の策定のための

基礎資料を作成すること

を目的とした調査を実施

した。 

 さらに、令和６年度に

設置した組織横断的な検

討体制を活用し、適時適

切な維持管理の必要性

等、青函トンネルに関す

る情報の共有を行った。 

 上記維持管理に加え、

新幹線の高速化や光・電

力ケーブルの敷設等の青

函トンネルの利活用の検

討も国にて行われてお

り、資料提供等の協力を

行った。 

 

【貨物調整金の交付】 

 並行在来線への支援の

ための貨物調整金につい

て、特例業務勘定から建

設勘定への繰入れによ

り、国土交通大臣の承認

を受けて日本貨物鉄道株

式会社に対して交付し

た。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（２） 鉄道助成業務等 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅷ  都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 26  鉄道網を充実・活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

① 鉄道に関する補助金等の交付等 

機構法第 13 条第２項及び附則第 11条第３項 

② 北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社からの長期借入金の借入れ等 

機構法附則第 11 条第１項第６号及び第７号、第９項 

③ 中央新幹線建設資金貸付け等 

機構法附則第 11 条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

行政事業レビュー事業番号：004330、004331、004337 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終

年度値等) 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

  令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

補助金審査に

係る機構職員

向け研修の受

講率 

― 

平成 30 年度から

令和４年度まで

の実績 100％ 

100％ 100％ 100％   

 予算額(千円) 

248,193,276 244,410,809 247,205,761   

鉄道事業者等

（当該年度の

補助対象事業

者）の補助金

実務説明会参

加率 

― 

平成 30 年度から

令和４年度まで

の実績 88％ 

100％ 100％ 100％   

 決算額(千円) 

244,670,049 241,716,393 260,156,793   

         経常費用(千円) 170,189,159 178,226,357 168,459,412   

         経常利益(千円) 16,035,234 17,977,418 19,831,692   

         行政コスト（千

円） 
1,099,831,568 178,226,357 168,459,694   

         従事人員数 

20 20 20   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）鉄道助成業務

等 

 

（４）鉄道助成業務

等 

 

（４）鉄道助成業務

等 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評価：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（４）鉄道助成業務等」とし

ての評価をＢとした。 

鉄道助成業務等の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ｂ３点×３）÷３項目＝３ 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 
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鉄道助成業務等の評価 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務等については、法令その他の基準に基づき

確実に処理するとともに、全ての受払を標準処理期間内に執行した。 

約定等に基づく譲渡代金や無利子貸付金の回収及びこれらに係る債務の償還を

確実に行った。 

長期借入金の借入及び当該借入金に係る定められた利率による利子の支払を確

実に実施した。 

 中央新幹線建設資金貸付等業務について、貸付先の財務状況、事業の進捗状況等

を把握するとともに、約定に沿った貸付利息の回収を確実に行った。 

 

①鉄道に関する補助

金等の交付等 

交通インフラ・ネ

ットワークの機能拡

充・強化に資するた

め、国の予算に基づ

く鉄道に関する補助

金等の交付及び勘定

間繰入れを標準処理

期間内に適正かつ効

率的に実施する。 

業務の実施に当た

っては、職員の審査

ノウハウの承継やス

キルアップのための

取組を実施するとと

もに、鉄道事業者等

に対して助成制度の

趣旨や関係法令等の

順守の徹底について

積極的に周知するこ

とにより、補助対象

事業の適正かつ効率

的な執行の確保に努

める。 

また、ＪＲ本州３

社からの既設新幹線

譲渡代金や、都市・

幹線鉄道の整備のた

めに建設勘定に繰り

入れた無利子貸付資

金を確実に回収する

とともに、助成勘定

から特例業務勘定へ

の繰入れにより、こ

れらの資金に係る債

務を確実に償還す

る。 

 

①鉄道に関する補助

金等の交付等 

交通インフラ・ネ

ットワークの機能拡

充・強化に資するた

め、整備新幹線、都

市鉄道等、鉄道技術

開発及び鉄道の安

全・防災対策に対す

る補助等による支援

を適正かつ効率的に

実施する。 

勘定間繰入れ・繰

戻し及び補助金交付

業務等について、法

令その他による基準

に基づき確実に処理

し、標準処理期間内

（補助金等支払請求

から支払まで 30 日

以内、国の補助金の

受入から給付まで７

業務日以内）に執行

できるよう適正かつ

効率的に処理すると

ともに「鉄道助成業

務の審査等に関する

第三者委員会」から

の改善意見の必要部

分を審査業務の改善

に反映させること、

及び審査ノウハウの

承継、スキルアップ

のための職員研修を

実施すること等によ

り、業務遂行に係る

効率性の向上等、鉄

道助成業務の更なる

充実強化を図る。 

①鉄道に関する補助

金等の交付等 

交通インフラ・ネ

ットワークの機能充

実・強化に資するた

め、整備新幹線、都

市鉄道等、鉄道技術

開発及び鉄道の安

全・防災対策に対す

る補助等による支援

を適正かつ効率的に

実施する。  

勘定間繰入れ・繰

戻し及び補助金交付

業務等について、以

下の施策を実施す

る。  

・法令その他による

基準に基づき確実に

処理し、標準処理期

間内（補助金等支払

請求から支払まで

30 日以内、国の補助

金の受入から給付ま

で７業務日以内）に

執行できるよう適正

かつ効率的に処理  

・「鉄道助成業務の

審査等に関する第三

者委員会」に助成業

務の実施状況等を報

告し、得られた改善

意見の必要部分を審

査業務の改善に反映

させること、及び審

査ノウハウの承継、

スキルアップのため

の職員研修を効果的

に実施すること等に

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・補助金審査に係

る機構職員向け研

修の受講率(前中期

目標期間実績：平成

30 年度から令和４

年 度 ま で の 実 績 

100％ ）  

・鉄道事業者等（当

該年度の補助対象

事業者）の補助金実

務説明会参加率（前

中期目標期間実績：

平成 30 年度から令

和４年度までの実

績 88％） 

 

＜評価の視点＞ 

・補助金交付等に

係る全ての受払に

ついて、法令その他

による基準に基づ

き確実に処理した

か。 

・以下の取組を行

い、業務遂行に係る

効率性の向上等、鉄

道助成業務の更な

る充実強化を図っ

たか。 

-第三者委員会から

の改善意見等の必

要部分を審査業務

の改善に反映した

か。 

＜主要な業務実績＞ 

【勘定間繰入・繰戻及び

補助金交付業務等の適正

な執行】 

勘定間繰入・繰戻及び

補助金交付業務等につい

て、法令その他による基

準に基づき確実に処理

（交付決定1,031億円・73

件、額の確定 1,169 億円・

66 件（うち現地審査を実

施したもの64件））すると

ともに、機構外の要因に

よる１件を除く 113 件に

ついて、請求から支払ま

で「30日以内」、国の補助

金受入から給付までにつ

いては全て「７業務日以

内」に実施した。 

勘定間繰入・繰戻及び

補助金交付業務等の実施

にあたっては、事前に担

当者向け研修を実施する

ことにより誤処理無く適

正かつ効率的に実施し

た。 

 

【第三者委員会の開催】 

「鉄道助成業務の審査

等に関する第三者委員

会」（委員長：根本敏則 敬

愛大学教授）を２回開催

（７月、10 月）し、鉄道助

成業務の実施状況等を審

議していただくととも

に、委員会資料及び議事

要旨をホームページで公

表した。 

また、審査業務のさら

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

補助金交付等に係る全ての

受け払い、譲渡代金や無利子貸

付資金の回収及び債務の償還

において、法令や約定に沿って

適切に処理を行った。 

また、第三者委員会からの意

見を踏まえ、審査業務の充実・

強化を図るとともに、審査ノウ

ハウの承継と職員のスキルア

ップを図るための職員研修（受

講率 100％）及び補助対象事業

の適正かつ効率的な執行を支

援するための補助金実務説明

会（令和 7年度の補助対象事業

者参加率 100%）を確実に実施

した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務等については、法令その他の基準に基づき

適切に処理を行った。 

また、第三者委員会の活用や職員研修の実施（受講率 100％）により、鉄道助成

業務を適正かつ効率的に執行するための業務改善・スキルアップに取り組むとと

もに、補助対象事業の適正かつ効率的な執行を支援するための情報提供や周知活

動を推進した。 

さらに、約定等に基づき債権の回収を行うとともに、これらに係る債務の償還を

確実に行った。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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＜指標＞ 

・補助金審査に係る

機構職員向け研修の

受講率(前中期目標

期間実績：平成 30 年

度から令和４年度ま

での実績 100％ ） 

・鉄道事業者等（当

該年度の補助対象事

業者）の補助金実務

説明会参加率（前中

期目標期間実績：平

成 30 年度から令和

４年度までの実績 

88％） 

 

また、鉄道事業者

等による補助対象事

業の適正かつ効率的

な執行を支援するた

め、補助金実務説明

会等による周知活動

を積極的に推進す

る。 

さらに、既設四新

幹線の譲渡代金、無

利子貸付資金につい

て約定等に沿った確

実な回収を図るとと

もに、助成勘定から

特例業務勘定への繰

入れにより、これら

の資金に係る債務を

確実に償還する。 

より、業務遂行に係

る効率性の向上等、

鉄道助成業務の更な

る充実強化  

・鉄道事業者等によ

る補助対象事業の適

正かつ効率的な執行

を支援するため、助

成制度の趣旨や関係

法令等の順守の徹底

について、補助金実

務説明会等による周

知活動を積極的に推

進。補助金実務説明

会の開催にあたって

は、確実な周知のた

め、オンラインとす

ること等により参加

しやすい環境を整備  

・既設四新幹線の譲

渡代金（令和７年度

回収見込額 724 億

円）、無利子貸付資金

（令和７年度回収見

込額６億円）につい

て約定等に沿った確

実な回収を図るとと

もに、助成勘定から

特例業務勘定への繰

入れにより、これら

の資金に係る債務を

確実に償還 

-審査ノウハウの承

継、スキルアップの

ための職員研修を

実施したか。 

・補助対象事業の

適正かつ効率的な

執行を支援するた

めの周知活動を推

進したか。 

・約定等に沿った

確実な回収を実施

するとともに、債務

を確実に償還した

か。 

なる充実・強化のため、第

三者委員会からの意見を

業務の改善に反映した。 

 

【審査ノウハウの承継と

職員のスキルアップ】 

審査ノウハウの承継と

職員のスキルアップのた

めの職員研修について、

受講者の理解度に応じた

事後フォローを行い、効

果的に実施した（職員研

修全 10 回・受講率 100%）。 

また、全国の地方運輸

局と連携を図り、補助金

審査での指摘事例を情報

共有することで、鉄道助

成業務の更なる充実強化

につなげた。 

 

 

【補助対象事業の適正か

つ効率的な執行を支援す

るための周知活動】 

補助対象事業者に補助

事業の実施に係る基本的

な考え方及び留意事項に

ついて文書にて通知する

とともに、「補助金実務説

明会」を全２回開催し（７

月）、助成制度の趣旨や関

係法令等の遵守の徹底に

ついて周知した。開催は

全てオンラインとして参

加しやすい環境を整え、

確実な周知を行った（補

助 対 象 事 業 者 参 加 率

100％）。 

また、説明会の終了後に

理解度確認テストを実施

し、より知識の定着を促

すとともに、説明会の内

容を YouTube で動画配信

し、時期を問わず確認で

きるようにすることで、

周知活動の一層の充実強

化を図った。 

 

【新幹線譲渡代金等の確

実な回収と債務の償還】 
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既設四新幹線（東海道、

山陽、東北（東京・盛岡

間）、上越）の譲渡代金、

建設勘定への無利子貸付

資金について、約定等に

基づき令和７年度の債権

を全て回収した。（譲渡代

金：724 億円、無利子貸付

資金の償還額：６億円） 

特例業務勘定に対する債

務について、法令に基づ

き償還した。（償還額：936

億円） 

 ②北海道旅客鉄道株

式会社及び四国旅客

鉄道株式会社からの

長期借入金の借入れ

等 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成 14

年法律第 180 号）附

則第３条第 11 項の

規定による繰入れに

必要な費用に充てる

とともに、北海道旅

客鉄道株式会社及び

四国旅客鉄道株式会

社（以下「旅客会社」

という。）の経営の安

定を図るため、同法

附則第 11 条第１項

第６号及び第７号の

規定に基づき、旅客

会社から長期借入金

を借り入れるととも

に、当該長期借入金

に係る利子の支払を

確実に実施する。 

②北海道旅客鉄道株

式会社及び四国旅客

鉄道株式会社からの

長期借入金の借入れ

等 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成 14

年法律第 180 号。以

下「機構法」という。）

附則第３条第 11 項

の規定による繰入れ

に必要な費用に充て

るとともに、北海道

旅客鉄道株式会社及

び四国旅客鉄道株式

会社（以下「旅客会

社」という。）の経営

の安定を図るため、

同法附則第 11 条第

１項第６号及び第７

号の規定並びに同条

第９項により国土交

通大臣が定める事項

その他国土交通省の

指示に基づき、旅客

会社から長期借入金

を借り入れるととも

に、当該長期借入金

に係る利子の支払を

確実に実施してい

く。 

②北海道旅客鉄道株

式会社及び四国旅客

鉄道株式会社からの

長期借入金の借入れ

等 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成 14

年法律第 180 号。以

下「機構法」という。）

附則第３条第 11 項

の規定による繰入れ

に必要な費用に充て

るとともに、北海道

旅客鉄道株式会社及

び四国旅客鉄道株式

会社（以下「旅客会

社」という。）の経営

の安定を図るため、

同法附則第 11 条第

１項第６号及び第７

号の規定並びに同条

第９項により国土交

通大臣が定める事項

その他国土交通省の

指示に基づき、以下

の施策を実施する。  

・旅客会社から長期

借入金の借入れ  

・当該長期借入金に

係る利子の確実な支

払 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・定められた利率

により、利子の支払

を確実に実施した

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

長期借入金の借入及び

当該長期借入金に係る利

子の支払について、法律

の規定及び国土交通大臣

が定める事項その他国土

交通省の指示に基づき、

確実かつ遅滞なく実施し

た。 

- 長期借入金の借入 

四国旅客鉄道(株）（JR 四

国）から 450 億円 

- 利子の支払 

JR 北海道２件、JR 四国２

件 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

定められた利率により、利子

の支払を確実に実施した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

長期借入金の借入及び当該借入金に係る定められた利率による利子の支払いを

確実に実施しており、中期計画における所期の目標を達成していると認められる

ことからＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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 ③中央新幹線建設資

金貸付け等 

中央新幹線の建設

主体に貸し付けてい

る中央新幹線建設資

金貸付金について、

引き続き建設主体の

財務状況、貸付けを

行った事業の進捗状

況等のモニタリング

を行うことにより償

還確実性を検証する

とともに、必要な情

報を国と共有し、債

権の保全及び利子等

の確実な回収を図

る。 

③中央新幹線建設資

金貸付け等 

貸付金の償還が行

われるまで、継続的

に償還確実性を検証

する必要があること

から、貸付対象事業

者の財務状況、貸付

対象事業の進捗状況

等を毎年度把握する

とともに、必要な情

報を国と共有し、債

権の保全及び利子等

の確実な回収を図

る。 

③中央新幹線建設資

金貸付け等 

貸付金の償還が行

われるまで、継続的

に償還確実性を検証

する必要があること

から、貸付対象事業

者の財務状況、貸付

対象事業の進捗状況

等を把握するととも

に、必要な情報を国

と共有し、債権の保

全及び利子等の確実

な回収を図る。 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・債権の保全及び

利子等の確実な回

収を図ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

貸付金の償還が行われ

るまで、継続的に償還確

実性を確認する必要があ

ることから、貸付対象事

業者(建設主体)の財務状

況や貸付対象事業の進捗

状況等を把握するととも

に、必要な情報を国と共

有し、約定に沿った貸付

利息の確実な回収（10 件）

を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

貸付対象事業者（建設主体）

の財務状況や貸付対象事業の

進捗状況等を把握するととも

に、情報を国と共有し、約定に

沿った貸付利息の回収（10 件）

が行われた。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

貸付先の財務状況、事業の進捗状況等を把握するとともに、約定に沿った貸付利

息の回収（10 件）を確実に行っており、中期計画における所期の目標を達成して

いると認められることからＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（３） 船舶共有建造等業務 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・

強化 

施策目標 19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、

みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進す

る 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

① 船舶共有建造業務を通じた政策効果の高い船舶の建造促進 

機構法第 13 条第１項第７号及び第８号 

② 船舶建造等における技術支援 

機構法第 13 条第１項第８号 

③ 船舶共有建造業務における財務内容の改善 

機構法第 13 条第１項第７号 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

・船舶共有建造業務を通じた政策効果の高い船舶の建造促進 

・船舶建造等における技術支援 

【困難度：高】 

・船舶共有建造業務を通じた政策効果の高い船舶の建造促進 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
(前中期目標期間

最終年度値等) 

令和５年

度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

  令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

船舶共有建造業

務を通じて建造

する船舶の政策

要件該当延べ件

数 

本中期目標期

間中において

150 件以上 

― 

年度計画の達成目標  予算額(千円) 58,940,630 56,770,384 66,096,667   

30 件以上 30 件以上 令和５年

度からの

累計で 

90 件以上 

   決算額(千円) 

41,006,620 47,946,963 52,544,988  

 

実績値  経常費用(千円) 24,567,082 22,921,600 22,862,590   

 

34 件 

 

 

30 件 

令和５年

度からの

累計で 

100 件

（令和７

年度 36

件） 

   経常利益(千円) 

615,343 1,075,870 

 

 

 

1,039,484  

 

離島航路の新造

船建造における

計画、設計段階

の技術支援件数 

本中期目標期

間中において

26 件以上 
― ７件 ７件 ９件   

 行政ｺｽﾄ(千円) 

24,567,082 22,921,600 22,863,229   

繰越欠損金の縮

減額 

本中期目標期

間中において

20 億円程度 

― ６億円 11 億円 

 

10 億円 

   従事人員数 

59 59 59   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）船舶共有建造

等業務 

 我が国の国民生

活や経済活動を支え

る基幹的輸送インフ

ラであり、モーダル

シフトによる環境負

荷の低減に寄与する

とともに効率性にも

優れる内航海運の分

野において、「交通政

策基本計画（令和３

年５月 28 日閣議決

定）」、「地球温暖化対

策計画（令和３年 10 

月 22 日閣議決定）」

等を踏まえ、船舶共

有建造業務を通じ、

安定的輸送の確保及

び生産性の向上等に

努める必要がある。

また、地域公共交通

である離島航路の維

持・活性化や観光立

国推進等の観点か

ら、国内旅客船の着

実な整備を推進する

必要がある。このた

め、これらの国内海

運政策の実現に寄与

する船舶の建造を促

進しつつ、船舶の老

朽化へも対処する。 

 

（５）船舶共有建造

等業務 

我が国の国民生活

や経済活動を支える

基幹的輸送インフラ

であり、環境にやさ

しく効率的な輸送機

関である内航海運の

安定的な輸送の確保

及び生産性の向上を

図るほか、地域公共

交通の維持・活性化

や観光立国推進等の

観点から国内旅客船

の着実な整備を推進

するため、船舶共有

建造業務により国内

海運政策の実現に寄

与する船舶の建造を

促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）船舶共有建造

等業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（５）船舶共有建造等業務」

としての評価をＢとした。 

 

 

船舶共有建造等業務の評定：Ａ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

 

（Ａ４点×（１項目＋１項目）＋Ａ４点×（１項目＋１項目）＋Ａ４点×１項

目）÷（３項目＋２項目）＝４ 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２

点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

船舶共有建造等業務の評価 

「船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の建造推進」について

は、より高い政策効果を実現する建造船舶の政策要件への該当延べ件数が各年度

における目標 30 件を達成したことは評価できる。 

「船舶建造等における技術支援」については、高度な技術を要する船舶や船舶

建造に関するノウハウが少ない地方公共団体が建造する旅客船への技術支援を着

実に実施している。 

「船舶共有建造業務における財務内容の改善」については、令和７年度は 10

億円の当期総利益を計上したことで、繰越欠損金を大幅に縮減することができ

た。 

①船舶共有建造業務

を通じた政策効果の

高い船舶の建造促進 

機構は、船舶共有

建造制度の強みを活

かし、内航海運のカ

ーボンニュートラル

の推進、船員労働環

境の改善及び離島航

路整備等、今後の国

内海運政策の実現に

寄与する船舶の建造

①船舶共有建造業務

を通じた政策効果の

高い船舶の建造促進 

船舶共有建造業務

として、海運事業者

や荷主に対し、政策

効果の高い船舶の効

果及び利点を分かり

やすく適切に周知

し、併せて地域課題

を解決するために関

係機関との連携の機

①船舶共有建造業務

を通じた政策 

船舶共有建造業務

を通じて建造する船

舶の政策要件該当延

べ件数について、本

中期目標期間中にお

いて 150 件以上とな

っているところ、令

和５年度からの累計

で 90 件以上となる

よう、以下の施策を

＜主な定量的指標

＞ 

・船舶共有建造業

務を通じて建造す

る船舶の政策要件

該当延べ件数を本

中期目標期間中に

おいて 150 件以上

とする。 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

＜主要な業務実績＞ 

【政策効果の高い船舶の

効果及び利点の周知】 

・内航海運事業者に対す

る個別訪問を実施した。

また、10 月には今治と松

山の２会場で、内航海運

事業者からの個別相談に

対応できるよう小規模な

説明会を開催した。 

・内航海運の課題解決に

資する最新の技術情報を

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

内航海運事業者に対する個

別訪問や各地域における説明

会を通じて、制度内容や制度利

用のメリットを分かりやすく

丁寧に周知するとともに、業界

及び事業者からの制度に対す

る要望を収集し、制度見直しの

検討を進めた。 

関係機関と連携して開催し

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

「より高い政策効果を実現する建造船舶の政策要件への該当延べ件数が 150 件

以上」という数値目標が、外部要因が強く影響するものとして、昨年度来、困難度

が「高」と設定されている中、セミナー、事業者への個別訪問、関係機関との連携

等による積極的情報発信や、発信情報の裏付けとなる着実な建造支援実施のため

の体制強化などの取組により、令和７年度に建造内定した船舶の政策要件該当延

べ件数は 36 件であり、令和５年度からの累計で 100 件の実績となり、年度計画に

おける数値目標（令和５年度からの累計で 90 件以上）を十分に達成されている。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認

められることから、Ａ評定とした。 
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を一層促進する。 

その際は、船舶共

有建造業務の財務改

善に必要な事業量を

確保しつつ、民業圧

迫にならないよう配

慮する。 

 

＜定量的目標＞ 

・船舶共有建造業務

を通じて建造する船

舶の政策要件該当延

べ件数を本中期目標

期間中において 150

件以上とする。 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

政策要件該当延べ

件数については、過

去の建造船舶の１隻

あたりの政策要件該

当延べ件数に、外部

要因の影響を加味し

た年間建造見込隻数

を乗じた 28.4 件を

基に５年間で 142 件

となることを踏ま

え、本中期目標期間

において 150 件と設

定した。 

 

＜想定される外部要

因＞ 

景気の変動に伴う

国内輸送量の減少や

鋼材・燃料油価格の

高騰等、社会経済状

況の変化に応じて船

舶建造に対する需要

が大きく変動し、目

標の達成に影響が生

じる場合がある。 

 

【重要度：高】 

内航海運及び国内旅

客船は国民生活や経

済活動を支える基幹

的輸送インフラとし

て極めて重要な役割

会を活かしつつ、国

内海運政策の実現に

寄与する船舶建造を

促進する。 

具体的には、物流

効率化に資する船

舶、地域振興に資す

る船舶、船員雇用対

策に資する船舶、事

業基盤強化に資する

船舶、グリーン化に

資する船舶等を掲

げ、本中期計画期間

において政策要件該

当延べ件数 150 件を

目指すこととする

が、社会経済状況に

応じて建造量は大き

く変化することに十

分留意する。 

また、内航海運の

カーボンニュートラ

ルの推進を始めとし

た国の政策の方向性

を踏まえ、高い政策

効果を実現する船舶

に係る政策要件等に

ついては、最新の知

見等をもって、必要

に応じて見直しを検

討する。 

実施する。 

・個別訪問等によ

り、政策効果の高い

船舶の効果及び利点

を分かりやすく適切

に周知  

・地域課題の解決に

向けて関係機関と積

極的に連携 

 

（参考：政策要件に

該当する船舶） 

○物流効率化に資す

る船舶  

・内航フィーダーの

充実に資する船舶

（京浜港・阪神港に

就航し、外国貿易用

コンテナを輸送する

もの）  

・高度モーダルシフ

ト船（輸送力を増強

するもの等）  

○地域振興に資する

船舶  

・離島航路の整備に

資する船舶  

・生活航路に就航す

る船舶のうち高度バ

リアフリー化要件を

満たす船舶  

・国内クルーズ船

（旅行客等観光向け

のもの）  

○船員雇用対策に資

する船舶  

・若年船員（35 歳未

満の者）を計画的に

雇用する事業者の船

舶  

・労働環境改善船

（船員の労働負担軽

減、居住環境改善及

び荷役・船員作業負

担軽減設備を設置す

るもの）  

○事業基盤強化に資

する船舶  

・船舶管理事業者と

管理契約を締結する

 

＜評価の視点＞ 

・以下の取組みを

行い、国内海運政策

の実現に寄与する

船舶建造を促進し

たか。 

-海運事業者や荷主

に対し、政策効果の

高い船舶の効果及

び利点を分かりや

すく適切に周知し

たか。 

-関係機関との連携

の機会を活かした

か。 

・船舶に係る政策

要件等について、高

い政策効果が実現

されるよう、最新の

知見等をもって、必

要に応じて見直し

を検討したか。 

提供する「内航船舶技術

支援セミナー」を 11月に

小倉（オンライン併用）で

開催し、前年度より先進

二酸化炭素低減化船の要

件に組み入れた連携型省

エネ船の普及を図るた

め、海運事業者をはじめ

造船所、舶用メーカー等

の内航海運の関係事業者

に向け、内航船の省エネ・

自動化・労働環境改善の

現況に関する情報発信を

行うとともに、船舶共有

建造制度の説明を実施し

た。 

・(一社)船舶整備共有船

主協会と連携して船舶共

有建造制度に対する業界

及び事業者からの要望を

収集し、それらを踏まえ

た制度見直しを検討した

うえで令和８年度より代

表者の連帯保証を原則不

要とするなどの改正を実

施することとした。 

 

【関係機関との連携】 

・離島航路を多く抱える

沖縄地方を対象として、

内閣府沖縄総合事務局財

務部及び運輸部と連携の

上、「離島航路の維持・活

性化の取組支援に関する

説明会（Web セミナー）」

を６月に開催し、海運事

業者や地方公共団体等に

対して船舶共有建造制度

や技術支援に係る概要説

明を行った。 

 

【船舶に係る政策要件等

の見直しの検討】 

・「先進二酸化炭素低減化

船」における二酸化炭素

低減率の計算対象となる

省エネ機器や各機器に適

用される低減率の将来的

な見直しの検討に資する

よう、今年度の技術調査

た離島航路セミナーでは、関係

団体に対して船舶共有建造制

度や技術支援に係る概要説明

を実施し、建造情報の収集につ

なげた。 

上記取組により国内海運政

策の実現に寄与する船舶建造

を促進し、着実な案件形成を図

った結果、令和７年度に建造内

定した船舶の政策要件該当延

べ件数は 36 件であり、令和５

年度からの累計で 100 件（対計

画値の 111％）の実績となった

ことで、年度計画における数値

目標（令和５年度からの累計で

90 件以上）を達成することが

できた。 

船舶に係る政策要件等の見

直しについて、技術調査による

最新の技術動向の情報収集や

ワーキンググループの開催、検

討会への参加を通じて内航海

運政策の意思決定プロセスの

議論に貢献した。 

 

以上のことから、困難度が

「高」と設定されている中、年

度計画等における所期の目標

を達成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

セミナー開催等により建造需要を喚起し、目標を超える 36件という成果を上げ

られたことに加え、船員不足への対応として自動化・省力化など、先々への対応も

検討されており、Ａ評定は妥当であると考える。 
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を担っている。しか

し、これらを支える

海運事業者は資力が

乏しいため、船舶共

有建造制度を通じ、

国内海運政策に寄与

する政策的意義の高

い船舶の建造を促進

する必要があること

から、重要度は高 

い。 

 

【困難度：高】 

船舶建造は、景気

の変動に伴う国内輸

送量の増減等社会経

済状況に応じて建造

量が大きく変動する

など、外部要因が強

く影響するため、困

難度は高い。 

事業者の船舶  

・合併をする事業者

の船舶  

○グリーン化に資す

る船舶  

・スーパーエコシッ

プ（電気推進システ

ムを採用し、エネル

ギー効率向上の措置

が図られたもの）  

・LNG 燃料船（LNG を

燃料として運航する

もの）  

・先進二酸化炭素低

減化船（従来より二

酸化炭素排出量が

18％以上軽減される

もの）  

・高度二酸化炭素低

減化船（従来より二

酸化炭素排出量が

12％以上軽減される

もの）  

・二重船殻構造を有

する油送船及び特殊

タンク船（海難事故

発生時に油等が流出

しないように側面と

底面が二重になって

いるもの）  

○特定船舶導入計画

の認定を受けた船舶 

 

において最新の技術動向

の情報収集を行った。 

・令和６年に技術委員会

（理事長の諮問機関とし

て共有船舶建造に係る技

術基準を審議する既設の

委員会）の下に政策要件

の技術的観点からの中長

期的な見直しを検討する

べく設置したワーキング

グループにおいて、カー

ボンニュートラル燃料船

への対応や SES の技術的

な再整理、その他最新技

術動向に関する調査、及

びそれらを踏まえた制度

改正に向けた技術的観点

の整理検討に着手してお

り、令和７年度は同ワー

キンググループを２回開

催した。 

・内航海運分野の脱炭素

化に向けた検討の場とし

て令和３年４月に国土交

通省海事局に設置された

「内航カーボンニュート

ラル推進に向けた検討

会」に内航分野の技術知

見に係る有識者として、

さらには共有船主を含む

内航業界の代表として参

加した。 

 ②船舶建造等におけ

る技術支援 

共有建造する船舶

の計画、設計、建造、

就航後の各段階での

効果的な技術支援を

実施し、内航海運の

カーボンニュートラ

ルの推進、船員労働

環境の改善、離島航

路の整備等、国内海

運政策の実現に寄与

する良質な船舶を建

造する。 

 

【重要度：高】 

国内海運政策に資

②船舶建造等におけ

る技術支援 

技術支援に係る研

修、交流、マニュア

ルの充実等により、

技術支援に係わる職

員の技術力の維持・

向上、ノウハウの体

系的な蓄積と承継を

図り、計画、設計、建

造、就航後の各段階

での技術支援を的確

に実施し、国内海運

政策の実現に資する

良質な船舶の建造に

寄与する。 

特に、離島航路等

②船舶建造等におけ

る技術支援 

共有建造する船舶

の計画、設計、建造、

就航後の各段階での

効果的な技術支援を

実施し、内航海運の

カーボンニュートラ

ルの推進、船員労働

環境の改善、離島航

路の整備等、国内海

運政策の実現に寄与

する良質な船舶を建

造するため、以下の

施策を実施する。  

・技術支援に係る研

修、交流、マニュア

＜主な定量的指標

＞ 

・離島航路の新造

船建造における計

画、設計段階の技術

支援件数を本中期

目標期間中におい

て 26 件以上とす

る。 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・技術支援に係る

研修、交流、マニュ

アルの充実等を図

＜主要な業務実績＞ 

【技術支援の的確な実

施】 

・良質な船舶の建造に寄

与するため、計画段階に

おける船舶の性能予測精

度向上に取り組むほか、

計画、設計、建造、就航後

の各段階での技術支援を

的確に実施した。 

・船舶建造に関するノウ

ハウが少ない地方公共団

体等が運営する離島航路

等に就航する船舶の建造

にあたり、要望に応じて

航路改善協議会や建造に

係る委員会に 18 回参加

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

離島航路の新船建造におけ

る計画、設計段階の技術支援件

数について、第５期中期目標期

間中に 26 件以上とすること

としているところ、航路調査及

び基本仕様策定等９件（令和５

年度からの累計で 23 件）の技

術支援を実施し、航路に適した

船舶の建造につなげた。 

「内航ラボ」を通じて支援し

た遮熱アルミシートの型式承

認により、より多様な省エネ技

術の実用化に貢献した。 

外部研修や部内勉強会の開

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

離島航路の新船建造における計画、設計段階の技術支援件数について、第５期中

期目標期間中に 26件以上とすることとしているところ、船舶建造に関するノウハ

ウが少ない地方公共団体等が運営する離島航路等に就航する船舶の建造にあた

り、要望に応じて航路改善協議会や建造に係る委員会に 18回参加し、航路調査及

び基本仕様策定等９件の技術支援を実施したことにより、令和５年度からの累計

で 23件に達した。 

 その他、今後の案件形成につなげるべく、労働環境改善等に向けた新たな技術利

用に関しての技術調査、内航ラボ、「内航船舶技術支援セミナー」における、連携

型省エネ船の普及に向けた最新技術等の情報発信、各種委員会の参加等を通じて

最新技術動向等を調査・収集し、セミナー等を通じて海運事業者等への情報発信を

行っている。 

以上のとおり、中期計画における所期の目標達成が 26件以上（年換算で５件以

上）に対して、令和７年度は９件の実績を上げ、中期目標達成に向けて順調に推移

していることに加え、案件形成につながる情報発信に取り組んでいると認められ

ることから、Ａ評定とした。 
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する船舶の建造や維

持に当たっては発注

者として高度な技術

的知見を有している

必要がある。貨物船・

旅客船問わず、十分

な技術的知見を有し

ない内航事業者への

技術支援は必要であ

り、機構は、長年培

ってきた専門的な知

見を活かした技術支

援を通じた重要な役

割を果たすことを引

き続き求められてい

る。 

特に、離島航路に

就航する船舶の建造

に当たっては航路改

善に係る協議等、計

画、設計段階から広

範かつ専門的な知見

を要するところ、離

島航路を運営する専

門技術等に乏しい地

方公共団体等への技

術支援を行うことの

重要度は高い。 

 

＜定量的目標＞ 

・離島航路の新造船

建造における計画、

設計段階の技術支援

件数を本中期目標期

間中において 26 件

以上とする。 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

「離島航路の新造船

建造における計画、

設計段階の技術支

援」とは、以下の４

項目と定義。 

・基礎調査 

・新造船基本計画作

成支援 

・最新事例調査 

・プロポーザル実施

支援 

に就航する船舶の建

造にあたっては、航

路改善に係る協議

等、広範かつ専門的

な知見を要するが、

地方公共団体等に技

術的な知見が十分で

ないことから、経済

合理性の観点からの

助言も含め、基本仕

様策定等の計画段階

からの支援を行う必

要がある。 

このため、関係機

関との連携の機会を

活かしつつ、新船建

造に早期から関与

し、本中期計画期間

における技術支援件

数 26 件を目指すこ

ととする。 

また、内航海運の

諸課題、事業者のニ

ーズや社会的要請等

に対応するため、技

術のシーズを持つ企

業等と内航事業者と

の橋渡しを行う「内

航ラボ」や、船陸間

通信を始めとする労

働環境改善等の新た

な技術利用に関して

の技術調査を実施す

るほか、内航海運の

カーボンニュートラ

ルの推進を始めとし

た国の政策に即して

開催される各種委員

会への参加を通じて

最新技術動向等を調

査・収集し、セミナ

ー等で情報発信等を

行う。 

ルの充実等による、

技術支援に係わる職

員の技術力の維持・

向上、ノウハウの体

系的な蓄積・承継  

・技術のシーズを持

つ企業等と内航事業

者との橋渡しを行う

「内航ラボ」や、船

陸間通信を始めとす

る労働環境改善等の

新たな技術利用に関

しての技術調査  

・内航海運のカーボ

ンニュートラルの推

進を始めとした国の

政策に即して開催さ

れる各種委員会への

参加を通じた最新技

術動向等の調査・収

集、セミナー等での

情報発信等  

特に、離島航路の

新造船建造における

計画、設計段階の技

術支援件数につい

て、本中期目標期間

中において 26 件以

上となるよう、以下

の施策を実施する。 

・地方公共団体等が

運営する離島航路等

に就航する船舶の建

造にあたり、関係機

関との連携の機会も

活かして新船建造に

早期から関与し、経

済合理性の観点から

の助言も含め、基本

仕様策定等の計画段

階からの支援 

ったか。 

・計画、設計、建造、

就航後の各段階で

の技術支援を的確

に実施したか。 

・離島航路等に就

航する船舶の建造

にあたっては、広範

かつ専門的な知見

を活かし、地方公共

団体等に対し、経済

合理性の観点から

の助言も含め、基本

仕様策定等の計画

段階からの支援を

行ったか。 

・内航ラボ、技術調

査、各種委員会への

参加を通じて最新

技術動向等を調査・

収集し、セミナー等

で情報発信等を行

ったか。 

 

 

 

 

し、航路調査、基本仕様策

定等の建造初期段階から

の技術支援を９件実施し

た。 

 

【最新技術動向の情報発

信等】 

・労働環境改善等に向け

た新たな技術利用に関し

ての「技術調査」（連携型

省エネ船の普及に向けた

技術的課題に関する調

査、船舶におけるバイオ

ディーゼル燃料の活用に

向けた潤滑特性等に関す

る調査の２件）を実施し

た。 

・「内航ラボ」では、これ

まで実用可能性調査を実

施してきた遮熱アルミシ

ートの船舶安全法による

型式承認の支援を行っ

た。また、ジャトロファ種

子から精製されるバイオ

燃料について、令和７年

５月に桜島フェリー（鹿

児島市）において船舶で

の実証トライアルを行っ

た。 

・11 月に小倉で開催した

「内航船舶技術支援セミ

ナー」において、連携型省

エネ船の普及に向けた最

新技術等の情報発信を行

った。 

・内航カーボンニュート

ラルに向けた取組の一つ

として注目されているバ

イオ燃料の活用につい

て、令和５年に内航業界

団体等と発足させた連絡

協議会を通じ、内航船舶

から生じる廃食油を回収

し、バイオ燃料の製造及

び活用を図るための取組

を行っており、令和８年

３月に廃食油回収・バイ

オ燃料活用に関するセミ

ナーを実施した。 

・ホームページにおいて、

催等、技術支援に係る研修等の

充実により、職員の技術力の維

持・向上を実現した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

 船舶建造等における技術支援26件以上については中期計画期間を通しての目標

であるところ、令和７年度において９件の実績を上げ、令和５年度からの累計で 23

件となり、計画達成に大きく貢献しているため、Ａ評定が妥当であると考える。 



45 

 

技術支援件数につ

いては、過去の年間

平均実績 6.5 件を基

に昨今の建造隻数の

減少傾向を考慮に入

れると５年間で 26

件となることを踏ま

え、本中期目標期間

において 26 件以上

と設定した。 

技術調査・内航ラボ等の

機構の取組について情報

発信を行うとともに、関

係業界団体の会合におい

て、機構の取組の紹介を

行った。 

 

【技術支援に係る研修、

交流、マニュアルの充実

等】 

・職員の技術革新や基準

改正に対応できる知見の

習得と職務遂行能力の養

成のため、造船技術研修

等（外部研修８件）を実施

したほか、職員間での技

術支援勉強会を９回、離

島航路勉強会を６回実施

した。 

 

 ③船舶共有建造業務

における財務内容の

改善 

未収金の発生防

止、債権管理及び回

収の強化等の取組を

行うとともに、機構

の収益の確保に努め

ることにより、財務

内容の改善を進め

る。 

また、「独立行政法

人改革等に関する基

本的な方針」（平成

25年 12月 24日閣議

決定）を踏まえ、的

確な予兆管理に努め

ながら、未収金の発

生防止、債権管理、

回収の強化及び一定

の事業量の確保等に

留意した繰越欠損金

削減計画により繰越

欠損金の縮減を図る

ほか、未収金残高に

ついても引き続き縮

減に努める。 

 

 

 

③船舶共有建造業務

における財務内容の

改善 

未収金の発生防

止、債権管理及び回

収の強化等の観点か

ら、引き続き内航事

業者への的確な審査

の実施等の取組を行

うとともに、機構の

収益の確保に努める

ことにより、財務内

容の改善を進める。 

具体的には、「独立

行政法人改革等に関

する基本的な方針」

（平成25年 12月 24

日閣議決定）を踏ま

え、一定の事業量の

確保を図りつつ、未

収金の発生防止、債

権管理といった予兆

管理に留意して機構

が策定する繰越欠損

金削減計画により本

中期計画期間におい

て 20 億円程度の繰

越欠損金の縮減を図

るほか、未収金残高

についても引き続き

③船舶共有建造業務

における財務内容の

改善 

繰越欠損金の縮減

額について、本中期

目標期間中において

20 億円程度（機構で

策定した令和５年度

から令和９年度にお

ける「繰越欠損金削

減計画」（令和５年３

月）より）とするた

めに、以下の施策を

実施する。 

・財務内容の改善に

必要な事業量の確保 

・重点管理先に係る

モニタリング手法の

検証及び制度化を通

して、未収金発生防

止及び債権管理等の

取組を強化 

・繰越欠損金につい

て、その要因を含め

ホームページ等にお

いて国民に分かりや

すく公表 

＜主な定量的指標

＞ 

・本中期目標期間

中に繰越欠損金削

減計画により 20 億

円程度の繰越欠損

金の縮減を図る。 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・以下の取組を行

い、財務内容の改善

を進めたか。 

-内航事業者への的

確な審査の実施等

の取組を行ったか。 

-機構の収益の確保

に努めたか。 

・繰越欠損金につ

いて、事業年度ごと

にホームページ等

において国民に分

かりやすく公表し

たか。 

＜主要な業務実績＞ 

【的確な審査による必要

な事業量の確保】 

・審査にあたっては、組織

内における牽制機能確保

のための運用方針を定め

つつ、必要な債権保全策

を検討し、輸送需要に応

じた共有期間の短縮、関

係機関に対する支援体制

構築の要請を行うなど、

的確な審査を実施しなが

ら事業量の確保に努め

た。また、過去事例を基に

した勉強会を行い、審査

担当者の能力向上を図っ

た。 

 

【未収金発生防止及び債

権管理等の取組強化】 

・事業者へ直接ヒアリン

グを行う等重点管理先の

モニタリング実施に注力

するとともに、収益が悪

化した事業者に対して

は、財務状況や実態の正

確な把握に努め、資金繰

り表等を提出させるなど

対応を強化することによ

り、未収金の発生防止に

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

的確な審査を実施しながら

事業量の確保に努めるととも

に、審査担当者の能力向上のた

め過去事例を基にした勉強会

を行った。 

重点管理先のモニタリング

を実施するとともに、収益が悪

化した事業者や私的再生を目

指す事業者に対して、積極的な

情報収集を実施することを通

じて、未収金発生防止及び債権

管理等の取組を強化した。 

繰越欠損金については、第５

期中期目標期間中に 20 億円程

度の縮減を図るとしていると

ころ、上記取組による財務改善

に努めた結果、10億円（令和５

年度からの累計 27 億円）の縮

減となった。 

ホームページにおいて、令和

６年度財務諸表（海事勘定）及

び決算等説明会資料を公表し、

国民の理解促進につなげた。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 年度計画における「船舶共有建造業務における財務内容の改善」の数値目標は

「本中期目標期間中に繰越欠損金削減計画により20億円程度の繰越欠損金の縮減

を図る」とされているところ、重点管理先のモニタリングを実施するとともに、収

益が悪化した事業者や私的再生を目指す事業者に対して、積極的な情報収集を実

施することを通じて、未収金発生防止及び債権管理等の取組を強化したことによ

り、10 億円の当期総利益を計上したことで、繰越欠損金は同額縮減し、財務内容

の大幅な改善が図られた。 

以上のとおり、中期計画における所期の目標達成が 20億円程度の縮減（年換算

で４億円程度）に対して、令和７年度は 10億円縮減し、中期計画における所期の

目標を上回る勢いで推移していると認められることから、Ａ評定とした。 

 

＜その他事項＞ 

特になし 

  

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

 繰越欠損金20億円程度の縮減については中期計画期間を通しての目標であるた

め、単年度評価では評価が難しいところではあるが、10 億円の削減を達成できて

おり、計画達成に大きく貢献していることはＡ評定が妥当であると考える。 
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さらに、海事勘定

における財務改善の

状況については、特

に、繰越欠損金につ

いて、事業年度ごと

にその要因を含めホ

ームページ等におい

て国民に分かりやす

く公表する。 

 

＜定量的目標＞ 

・本中期目標期間中

に繰越欠損金削減計

画により 20 億円程

度の繰越欠損金の縮

減を図る。 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

繰越欠損金につい

ては、これまでの繰

越欠損金削減計画に

おける水準を踏ま

え、本中期目標期間

中において 20 億円

程度を縮減すること

とした。なお、具体

的な縮減額について

は、別途繰越欠損金

削減計画によること

とする。 

縮減に努める。 

また、海事勘定に

おける財務改善の状

況については、特に、

繰越欠損金につい

て、事業年度ごとに

その要因を含めホー

ムページ等において

国民に分かりやすく

公表する。 

努めた。また、私的再生を

目指す事業者に対して

は、事業再生計画に基づ

く弁済計画を確実に実施

するために経営状況の把

握に努め、また、バンクミ

ーティング等において、

他の債権者との情報共有

及び協調に努めるなどモ

ニタリングの強化を図る

ことで、回収の確実性を

高めた。 

 

【繰越欠損金に係る情報

の適切な周知】 

・ホームページにおいて、

令和６年度財務諸表（海

事勘定）及び決算等説明

会資料を公表した。公表

にあたっては、純資産変

動計算書等で令和６年度

末時点の繰越欠損金残高

を明示するとともに、決

算等説明会資料で前年度

からの繰越欠損金の縮減

状況を説明するなど、分

かりやすい表示に努め

た。 

※「未収金」とは、共有契

約において定められた期

日に共有事業者が支払う

べき船舶使用料・船舶譲

渡代金と、実際に支払わ

れた金額との差額をい

う。 

※未収金を大別すると次

のとおり。 

‐リスケジュール計画が

策定済みであり、計画的

な回収が見込まれるも

の。 

‐会社更生手続き、民事

再生手続き等により更生

計画、再生計画が認可済

み等であり、計画的な回

収が見込まれるもの、又

は、これらの手続きによ

り回収が行われたもの

の、清算手続き等最終的

な処理が終了していない

 

＜課題と対応＞ 

― 
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もの。 

‐その他のもの（リスケ

ジュール計画策定に向け

て事業者と協議中のも

の、法的手続き中のもの

等） 

※中期計画及び年度計画

における未収金の範囲

は、計画的な回収が見込

まれるものを除いた「そ

の他のもの」のみとして

いる。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（４） 地域公共交通出資業務等 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 

施策目標 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

① 地域公共交通出資及び貸付け 

機構法第 13 条第１項第９号 

② 物流出融資 

機構法第 13 条第１項第 10 号 

当該項目の重要度、難易

度 

①地域公共交通出資及び貸付け 

― 

④ 物流出融資 

― 

 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

行政事業レビュー事業番号：004337 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間

最終年度値等) 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

  令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

         予算額(千円) 41,006,878 70,025,617 44,732,464   

         決算額(千円) 14,918,447 50,693,480 17,283,614   

         経常費用(千円) 3,793,230 3,967,170 4,454,318   

         経常利益(千円) 65,466 67,276 53,931   

         行政ｺｽﾄ(千円) 3,793,230 3,967,170 4,454,410   

         従事人員数 13 13 13   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）地域公共交通 

出融資業務等 

交通事業者は従来

からの厳しい経営環

境に加え、コロナ禍

等によって危機に瀕

しており、利便性・

持続可能性・効率性

が向上するよう、地

域公共交通ネットワ

ークを再構築する必

要がある。このため、

地域公共交通の活性

化及び再生に関する

法律（平成 19 年法律

第 59号。以下「地域

（６）地域公共交通 

出融資業務等 

交通事業者は従来

からの厳しい経営環

境に加え、コロナ禍

等によって危機に瀕

しており、利便性・

持続可能性・効率性

が向上するよう、地

域公共交通ネットワ

ークを再構築する必

要がある。このため、

地域公共交通の活性

化及び再生に関する

法律（平成 19 年法律

第 59号。以下「地域

（６）地域公共交通

出融資業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評価：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏ま

え、「（６）地域公共交通出融

資業務等」としての評価を Bと

した。 

地域公共交通出資業務等の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ｂ３点×２項目）÷２項目＝３点 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

地域公共交通出資業務等の評価 

地域公共交通出融資業務については、「伊予鉄道株式会社」、「伊予鉄バス株式

会社」に対し、適正な審査を行った上で貸付けを実行した。これらの貸付けを実行

するにあたっては、政策的意義を踏まえて、リスクを適切に評価し償還確実性を確

認したうえで実施した。 

また、令和６年度に貸付けを行っていた「伊予鉄道株式会社」、「伊予鉄バス株

式会社」、「広島電鉄株式会社」については、貸付対象事業の遂行状況等の確認を

通じて適切にモニタリングを実施し、約定に沿った債権回収を行った。 

さらに、都市鉄道融資業務については、「新空港線（第一期整備区間）建設事業」
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交通法」という。）の

枠組みを活用して、

交通 DX・交通 GX に

ついても機構の出資

及び貸付けの対象と

するなど、本業務を

拡充することとした

ところである。 

また、物流事業者

においても担い手不

足やカーボンニュー

トラルへの対応等の

厳しい課題に直面し

ており、こうした状

況を打開するため、

流通業務の総合化及

び効率化の促進に関

する法律（平成 17 年

法律第 85 号。以下

「物効法」という。）

の枠組みを活用し、

物流 DX・物流 GX を

貸付けの対象に加え

るとともに、出資制

度を創設するなど、

本業務を拡充するこ

ととしたところであ

る。 

このように、近年

の社会経済情勢の変

化を背景に、本業務

の重要性が高まって

いることを踏まえ、

以下のとおり、地域

交通法や物効法に基

づく大臣認定を受け

た事業への支援に積

極的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通法」という。）の

枠組みを活用して、

交通 DX・交通 GX に

ついても機構の出資

及び貸付けの対象と

するなど、本業務を

拡充するとされたと

ころである。 

また、物流事業者

においても担い手不

足やカーボンニュー

トラルへの対応等の

厳しい課題に直面し

ており、こうした状

況を打開するため、

流通業務の総合化及

び効率化の促進に関

する法律（平成 17 年

法律第 85 号。以下

「物効法」という。）

の枠組みを活用し、

物流 DX・物流 GX を

貸付けの対象に加え

るとともに、出資制

度を創設するなど、

本業務を拡充すると

されたところであ

る。 

このように、近年

の社会経済情勢の変

化を背景に、本業務

の重要性が高まって

いることを踏まえ、

以下のとおり、地域

交通法や物効法に基

づく大臣認定を受け

た事業への支援に積

極的に取り組む。 

 

に関して、令和８年３月に「羽田エアポートライン株式会社」に対する貸付けを実

行した。貸付けを実行するにあたっては、リスクを適切に評価し償還確実性を確認

したうえで実施した。 

加えて、物流融資については、令和７年度の当初案件である「拠点の集約（貸付

先：株式会社沼尻ホールディングス）」、令和７年度補正案件の「ケーブル敷設船に

よる物流効率化（貸付先：五洋建設株式会社）」において、必要な手続きを円滑に

行った上で、貸付を実行した。特に補正の融資案件に関しては、時間的制約がある

中、業態を踏まえた適切な債権保全措置を講じる等、機構としての知見を十分に活

かしつつ業務を実施した。更に、多くの事業者からヒアリングを行い、制度の周知

に努めること等を通じ、新規案件の形成に努めた。 

 出融資を行った事業者へのモニタリングは引き続き適切に実施され、目標にも

掲げられた出資の毀損を生じさせない、融資の債権の確実な回収についても問題

なく実施された。また、突発的に発生した NEXT Logistics Japan 株式会社の繰上

償還について、事業者、財務省理財局との都度調整を通し遺漏なく実施されるよう

適切に対応した。 

上記のとおり、交通 DX・GX を通じた利便性向上と経営力強化を図る取組に対

する出融資制度において、業務基準等に沿って適正な審査を行ったことや、貸付け

案件に対しては、元本・利息延滞等の新規発生ゼロを目指すという期初の目標を達

成した。 

また、物流融資において、認定総合効率化事業の実施に必要な資金の貸付けによ

る計画の着実な実行に加え、期中に組成された案件にも的確に対応した。 

以上の実績を上げたことからＢ評定とした。 
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①地域公共交通出資

及び貸付け 

地域交通法第 29

条の２の規定に基づ

き、地域公共交通の

活性化及び再生に寄

与するため、認定軌

道運送高度化事業等

の実施に必要な資金

の出資及び貸付けを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 地域公共交通出

融資 

認定軌道運送高度

化事業等（バス、タ

クシー、鉄道等の交

通 DX・交通 GX を含

み、(b)に該当する事

業を除く。）の実施に

必要な資金の出資及

び貸付けを国土交通

大臣の認可を受けた

業務基準に従い適切

に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地域公共交通出資

及び貸付け 

地域交通法第 29

条の２の規定に基づ

き、認定軌道運送高

度化事業等の実施に

必要な資金の出資及

び貸付けを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 地域公共交通出

融資 

認定軌道運送高度

化事業等（バス、タ

クシー、鉄道等の交

通 DX・交通 GX を含

み、(b)に該当する事

業を除く。）の実施に

必要な資金の出資及

び貸付けを行う。 

出資及び貸付けを

行うに当たっては、

国土交通大臣の認可

を受けた業務基準に

従い、出資等を行う

か否かの決定に際

し、政策的意義を踏

まえてリスクを適切

に評価するととも

に、公的資金を活用

する場合にあっては

中長期的な収益性が

見込まれること等を

確認し、適切に業務

①地域公共交通出資

及び貸付け 

地域公共交通の活

性化及び再生に関す

る法律（平成 19 年法

律第 59 号）第 29 条

の２の規定に基づ

き、認定軌道運送高

度化事業等の実施に

必要な資金の出資及

び貸付けを行う。 

また、研修等によ

る人材育成等を通じ

て業務体制の強化を

図りつつ、適切に業

務を行う。 

さらに、出資及び

貸付けの業務に関す

る情報をホームペー

ジに掲載する等、地

域公共交通の活性化

及び再生に向けた主

体的な取組に対する

支援効果が最大とな

るよう努める。 

 

(a)地域公共交通出

融資 

認定軌道運送高度

化事業等（バス、タ

クシー、鉄道等の交

通 DX・交通 GX を含

み、(b)に該当する事

業を除く。）の実施に

必要な資金の出資及

び貸付けの申込みに

対して、国土交通大

臣の認可を受けた業

務基準に従い、出資

等を行うか否かの決

定に際し、政策的意

義を踏まえてリスク

を適切に評価すると

ともに、公的資金を

活用する場合にあっ

ては中長期的な収益

性が見込まれること

等を確認し、適切に

業務を行う。  

 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

（地域公共交通出

融資） 

・出資及び貸付け

を行うに当たって

は、政策的意義を踏

まえてリスクを適

切に評価したか。 

・公的資金を活用

する場合にあって

は、中長期的な収益

性が見込まれるこ

と等の確認を適切

に実施したか。 

・モニタリングを

通じて、出資及び貸

付対象事業が適切

に遂行されるよう

努め、資金の効率的

な使用及び適切な

回収を図ったか。 

・公的資金を活用

する場合にあって

は、出資については

毀損を生じさせず、

貸付けについては

元本・利息延滞及び

償還条件変更の新

規発生ゼロを図っ

たか。 

（都市鉄道融資） 

・貸付対象事業を

適切に評価し、償還

確実性等を確認し

た上で貸付けの判

断を行ったか。 

・モニタリングを

通じて、貸付対象事

業が適切に遂行さ

れるよう努め、元

本・利息遅延及び償

還条件変更の新規

発生ゼロを図った

＜主要な業務実績＞ 

(a) 地域公共交通出融資 

・交通 DX・GX を通じた利

便性向上と経営力強化を

図る取組に対する出融資

制度において、計画的な

人材育成等による体制整

備・強化に取り組み、新規

貸付け２件（伊予鉄道

(株)、伊予鉄バス(株)）を

適切に実行した。 

・伊予鉄道については、令

和６年度に引き続き、カ

ーボンニュートラルへの

貢献及びバリアフリー適

合により利便性向上に資

する省エネ車両の導入に

要する費用を支援するた

め、令和７年 12 月に 6.3

億円の貸付けを実行し

た。 

・伊予鉄バスについては、

令和５・６年度に引き続

き、省エネ性能に優れ、カ

ーボンニュートラルへの

貢献や運行経費削減に資

する EVバスの導入に要す

る費用を支援するため、

令和７年 12月に 3.1億円

の貸付けを実行した。 

・上記のとおり、地域公共

交通事業者による交通

DX・GX の取組への支援（貸

付け）を着実に実施した。

なお、貸付けを行うに当

たっては、政策的意義を

踏まえて、リスクを適切

に評価し償還確実性を確

認したうえで実施した。 

・既存の出資（(株)ハピラ

インふくい、IR いしかわ

鉄道(株)）については、出

資対象事業の遂行状況等

の確認を通じて適切にモ

ニタリングを行い、毀損

が生じていないことを確

認した。 

・既存の貸付けについて

は、貸付対象事業の遂行

状況等の確認を通じて適

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

交通 DX・GX を通じた利便性

向上と経営力強化を図る取組

に対する出融資制度において、

計画的に人材育成等による体

制整備・強化に取り組み、着実

に支援の実績を積み重ねるこ

とで、人手不足・環境問題とい

った社会課題解決に向けた地

域交通事業者の取組に貢献し

た。 

また、都市鉄道融資制度にお

いて、認定地域公共交通利便増

進実施計画に定められた都市

鉄道に係る鉄道施設の建設に

必要な資金の貸付けを行った。 

さらに、モニタリングを通じ

て、出資の場合においては毀損

を生じさせないこと、貸付けの

場合においては元本・利息延滞

等の新規発生ゼロを目指すと

いう期初の目標も達成した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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また、出資及び貸

付けを行った事業に

ついて、事業の進捗

状況、事業者の財務

状況の把握等のモニ

タリングを通じて、

当該事業が適切に遂

行されるよう努め、

公的資金を活用した

出資の場合において

は毀損を生じさせな

いこと、貸付けの場

合においては約定に

沿った債権の確実な

回収を通じて元本・

利息延滞及び償還条

件変更の新規発生ゼ

ロを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 都市鉄道融資 

認定地域公共交通

利便増進実施計画に

定められた都市鉄道

に係る鉄道施設の建

設に必要な資金の貸

付けを国土交通大臣

の認可を受けた業務

基準に従い適切に行

う。 

 

 

 

 

 

 

また、貸付けを行

った事業について、

事業の進捗状況、事

業者の財務状況の把

握等のモニタリング

を行う。 

 

また、毎年度、出

資及び貸付対象事業

の進捗状況、出資及

び貸付対象事業者の

財務状況の把握等の

モニタリングを通じ

て、当該事業が適切

に遂行されるよう努

め、出資及び貸付資

金の効率的な使用及

び適切な回収を図

る。 

これらにより、地

域公共交通の活性化

及び再生に寄与する

とともに、公的資金

を活用する場合にあ

っては、出資につい

ては毀損を生じさせ

ないこと、貸付けに

ついては約定に沿っ

た債権の確実な回収

を通じて元本・利息

延滞及び償還条件変

更の新規発生ゼロを

目指す。 

 

(b) 都市鉄道融資 

認定地域公共交通

利便増進実施計画に

定められた都市鉄道

に係る鉄道施設の建

設に必要な資金の貸

付けを行う。 

貸付けを行うに当

たっては、国土交通

大臣の認可を受けた

業務基準に従い、貸

付対象事業を適切に

評価し、償還確実性

等を確認した上で貸

付けの判断を行う。 

 

また、毎年度、貸

付対象事業の進捗状

況、貸付対象事業者

の財務状況の把握等

のモニタリングを通

 

 

また、出資及び貸

付対象事業の進捗状

況、出資及び貸付対

象事業者の財務状況

の把握等のモニタリ

ングを通じて、当該

事業が適切に遂行さ

れるよう努め、出資

及び貸付資金の効率

的な使用及び適切な

回収を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)都市鉄道融資 

認定地域公共交通

利便増進実施計画に

定められた都市鉄道

に係る鉄道施設の建

設に必要な資金の貸

付けの申込みがあっ

た際には、国土交通

大臣の認可を受けた

業務基準に従い、貸

付対象事業を適切に

評価し、償還確実性

等を確認した上で貸

付けの判断を行う。 

 

  

また、貸付対象事

業の進捗状況、貸付

対象事業者の財務状

況の把握等のモニタ

リングを通じて、当

か。 切にモニタリングを実施

し、約定に沿った債権回

収 14件（伊予鉄バス５件、

(株)デジタルテクノロジ

ー四国２件、茨城交通

(株)２件、伊予鉄道３件、

広島電鉄(株)２件）を行

った。 

 

(b) 都市鉄道融資 

・東急多摩川線の矢口渡

駅から蒲田駅を経由して

京急蒲田駅間を結ぶ、新

空港線（第一期整備区間）

建設事業に要する資金と

して、整備主体である羽

田エアポートライン(株)

（HAL）に対して令和８年

３月に 0.1 億円の貸付け

を実行した。 

 当該事業は都市鉄道利

便増進事業として実施さ

れるものであり、事業費

は国・地方・整備主体が

1/3 ずつ負担するが、本件

貸付けは整備主体である

HAL の負担分に充当され

る。 

なお、貸付けを行うに

あたっては、政策的意義

を踏まえて、リスクを適

切に評価し償還確実性を

確認したうえで実施し

た。 

・既存の貸付けについて

は、貸付対象事業の遂行

状況等の確認を通じて適

切にモニタリングを実施

し、約定に沿った債権回

収 24 件（関西高速鉄道

(株)８件、大阪市 10 件、

(株)大阪港トランスポー

トシステム４件、東京地

下鉄(株)２件）を行った。 
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を通じて、当該事業

が適切に遂行される

よう努め、約定に沿

った債権の確実な回

収を通じて元本・利

息延滞及び償還条件

変更の新規発生ゼロ

を目指す。 

 

じて、当該事業が適

切に遂行されるよう

努め、約定に沿った

債権の確実な回収を

通じて元本・利息延

滞及び償還条件変更

の新規発生ゼロを目

指す。 

 

該事業が適切に遂行

されるよう努め、約

定に沿った債権の確

実な回収を図る。 

 ②物流出融資 

物効法第 20 条の

２の規定に基づき、

流通業務の総合化及

び効率化の促進に寄

与するため、物流施

設、物流 DX・物流 GX

関連設備整備の認定

総合効率化事業実施

に必要な資金の出資

及び貸付けを国土交

通大臣の認可を受け

た業務基準に従い適

切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、出資及び貸

付けを行った事業に

ついて、事業の進捗

状況、事業者の財務

状況の把握等のモニ

タリングを通じて、

当該事業が適切に遂

行されるよう努め、

出資の場合において

は毀損を生じさせな

いこと、貸付けの場

合においては約定に

②物流出融資 

物効法第 20 条の

２の規定に基づき、

物流施設、物流 DX・

物流 GX 関連設備整

備の認定総合効率化

事業実施に必要な資

金の出資及び貸付け

を行う。 

出資及び貸付けを

行うに当たっては、

国土交通大臣の認可

を受けた業務基準に

従い、出資及び貸付

対象事業を適切に評

価し、出資を行うに

当たっては中長期的

な収益性が見込まれ

ること等を、貸付け

を行うに当たっては

償還確実性等を確認

した上で適切に業務

を行う。 

 

 

 

 

また、毎年度、出資

及び貸付対象事業の

進捗状況、出資及び

貸付対象事業者の財

務状況の把握等のモ

ニタリングを通じ

て、当該事業が適切

に遂行されるよう努

め、出資については

毀損を生じさせない

こと、貸付けについ

ては約定に沿った債

② 物流出融資 

流通業務の総合化

及び効率化の促進に

関する法律（平成 17

年法律第85号）第20

条の２の規定に基づ

き、物流施設及び物

流 DX・物流 GX 関連

設備整備の認定総合

効率化事業実施に必

要な資金の出資及び

貸付けを行う。  

出資及び貸付けの

申込みがあった際に

は、国土交通大臣の

認可を受けた業務基

準に従い、出資及び

貸付対象事業を適切

に評価し、出資を行

うに当たっては中長

期的な収益性が見込

まれること等を、貸

付けを行うに当たっ

ては償還確実性等を

確認した上で適切に

業務を行う。  

 

出資及び貸付対象

事業の進捗状況、出

資及び貸付対象事業

者の財務状況の把握

等のモニタリングを

通じて、当該事業が

適切に遂行されるよ

う努め、出資の場合

においては毀損を生

じさせないこと、貸

付けの場合において

は約定に沿った債権

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・出資及び貸付対

象事業を適切に評

価し、出資を行うに

当たっては中長期

的な収益性が見込

まれること等を、貸

付けを行うに当た

っては償還確実性

等を確認した上で

出資及び貸付けの

判断を行ったか。 

・モニタリングを

通じて、出資及び貸

付対象事業が適切

に遂行されるよう

努め、出資について

は毀損を生じさせ

ず、貸付けについて

は元本・利息延滞及

び償還条件変更の

新規発生ゼロを図

ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

・物流 DX・GX を通じた生

産性向上と環境負荷低減

を図る取組に対する融資

制度において、計画的に

人材育成等による体制整

備・強化に取り組み、新規

貸付け２件（(株)沼尻

HLDGS、五洋建設(株)）を

適切に実行した。 

・沼尻 HLDGS については、

医薬品・医療機器の安定

供給と更なる物流効率化

に貢献するためのメディ

カル専用の物流拠点であ

る、つくばメディカルロ

ジスティクスセンター

（第２期）の整備に要す

る費用を支援するため、

令和７年８月に５億円の

貸付けを実施した。 

・五洋建設については、従

来台船により行っていた

国内洋上風力発電のケー

ブル敷設作業を、気象海

象条件の厳しい外洋にお

いても大容量で効率的か

つ安全に施工すること

で、物流の効率化及びカ

ーボンニュートラルに資

する大型の自航式ケーブ

ル敷設船（CLV）の導入に

要する費用を支援するた

め、令和８年３月末に 90

億円の貸付けを実施し

た。 

・上記のとおり、物流事業

者による物流施設整備及

び物流 DX・GX の取組への

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

物流 DX・GX を通じた生産性

向上と環境負荷低減を図る取

組に対する出融資制度におい

て、計画的に人材育成等による

体制整備・強化に取り組み、着

実に支援の実績を積み重ねる

ことで、人手不足・環境問題と

いった社会課題解決に向けた

物流事業者の取組に貢献した。 

また、モニタリングを通じ

て、出資の場合においては毀損

を生じさせないこと、貸付けの

場合においては元本・利息延滞

等の新規発生ゼロを目指すと

いう期初の目標も達成した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

令和７年度の当初案件である「拠点の集約（貸付先：株式会社沼尻ホールディン

グス）」、令和７年度補正案件の「ケーブル敷設船による物流効率化（貸付先：五洋

建設株式会社）」において、必要な手続きを円滑に行った上で、貸付を実行した。

特に補正の融資案件に関しては、時間的制約がある中、業態を踏まえた適切な債権

保全措置を講じる等、機構としての知見を十分に活かしつつ業務を実施した。更

に、多くの事業者からヒアリングを行い、制度の周知に努めること等を通じ、新規

案件の形成に努めた。 

 出融資を行った事業者へのモニタリングは引き続き適切に実施され、目標にも

掲げられた出資の毀損を生じさせない、融資の債権の確実な回収についても問題

なく実施された。また、突発的に発生した NEXT Logistics Japan 株式会社の繰上

償還について、事業者、財務省理財局との都度調整を通し遺漏なく実施されるよう

適切に対応した。 

以上を踏まえ、認定総合効率化事業の実施に必要な資金の貸付けによる計画の

着実な実行に加え、期中に組成された案件にも的確に対応し、上記の実績を上げた

ことからＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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沿った債権の確実な

回収を通じて元本・

利息延滞及び償還条

件変更の新規発生ゼ

ロを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

権の確実な回収を通

じて元本・利息延滞

及び償還条件変更の

新規発生ゼロを目指

す。 

の確実な回収を図

る。  

また、研修等によ

る人材育成等を通じ

て業務体制の強化を

図りつつ、適切に業

務を行う。  

さらに、出資及び

貸付けの業務に関す

る情報をホームペー

ジに掲載する等、流

通業務の総合化及び

効率化に向けた主体

的な取組に対する支

援効果が最大となる

よう努める。 

支援（貸付け）を着実に実

施した。なお、貸付けを行

うにあたっては、政策的

意義を踏まえて、リスク

を適切に評価し償還確実

性を確認したうえで実施

した。 

・ 既 存 の 出 資

(Sustainable Shared 

Transport(株)）について

は、出資対象事業の遂行

状況等の確認を通じて適

切にモニタリングを行

い、毀損が生じていない

ことを確認した。 

・既存の貸付けについて

は、貸付対象事業の遂行

状況等の確認を通じて適

切にモニタリングを実施

し、約定に沿った債権回

収 12件（日本自動車ター

ミナル(株)２件、ヤマト

ホールディングス(株)４

件、丸加海陸運輸(株)２

件、五洋建設(株)２件、沼

尻 HLDGS２件）を行った。 

・令和５年度に貸付けを

実行した NEXT Logistics 

Japan(株)から、元本債務

の全額を期限前弁済した

い旨の申し出があったの

で、承諾し、令和７年９月

に期限前弁済を受けた。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（５） 特例業務（国鉄清算業務） 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

① 旧国鉄職員に係る年金費用等の適切な支払等 

機構法附則第 11 条第２項第１号 

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成 10 年法律第 136

号）第 13 条第１項第１号及び第２号 

② 会社の経営自立のための措置等 

機構法附則第 11 条第２項第３号及び第４号 

債務等処理法第 13 条第２項及び第３項、債務等処理法第 27 条第４項、附則

第４条第１項第２号、附則第５条第１項第１号、第２号及び第３号、附則第

６条、附則第７条、附則第８条第３項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
(前中期目標期間

最終年度値等) 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

  令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

         予算額(千円) 135,354,460 188,417,334 110,143,265   

         決算額(千円) 121,976,081 173,011,256 115,499,530   

         経常費用(千円) 47,315,084 49,807,821 56,493,541   

         経常利益(千円) △20,417,114 △24,679,176 △38,581,575   

         行政ｺｽﾄ(千円) 47,315,103 49,821,499 56,494,497   

         従事人員数 39 39 39   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （５） 特例業務（国

鉄清算業務） 

 

 

（７）特例業務（国

鉄清算業務） 

 

 

（７）特例業務（国

鉄清算業務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評価：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（７）特例業務（国鉄清算業

務）」としての評価をＢとした。 

 

 

 

特例業務（国鉄清算業務）の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ｂ３点×２項目）÷２項目＝３ 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

特例業務（国鉄清算業務）の評価 

恩給及び年金の給付に要する費用等の支払については、関係法令に則り、適切な

資金管理を行いつつ、円滑かつ確実に支払を実施した。 

 また、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会

社の経営自立を支援するため、助成金の交付等を適切に実施した。 
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①旧国鉄職員に係る

年金費用等の適切な

支払等 

日本国有鉄道清算

事業団の債務等の処

理に関する法律（平

成 10 年法律第 136

号。以下「債務等処

理法」という。）に基

づき、旧国鉄職員及

びその遺族に対する

恩給及び年金の給付

に要する費用等につ

いて、適切な資金管

理を行いつつ、円滑

かつ確実に支払を実

施する。 

北海道旅客鉄道株

式会社、四国旅客鉄

道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社

（以下「会社」とい

う。）の株式について

は、各社の今後の経

営状況の推移等を見

極めつつ、適切な処

分方法の検討等を行

う。 

①旧国鉄職員に係る

年金費用等の適切な

支払等 

旧国鉄職員及びそ

の遺族に対する恩給

及び年金の給付に要

する費用、旧国鉄時

代に発生した業務災

害に係る業務災害補

償費等の各年度にお

ける必要負担額につ

いて、適切な資金管

理を行いつつ、円滑

かつ確実に支払を実

施する。 

 

 

北海道旅客鉄道株

式会社、四国旅客鉄

道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社

（以下「会社」とい

う。）の株式について

は、国等の関係者と

連携を図りつつ、各

社の今後の経営状況

の推移等を見極めな

がら、適切な処分方

法の検討等を行う。 

①旧国鉄職員に係る

年金費用等の適切な

支払等 

旧国鉄職員及びそ

の遺族に対する以下

の年金費用等につい

て、適切な資金管理

を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実施

する。  

・恩給及び年金の給

付に要する費用  

・旧国鉄時代に発生

した業務災害に係る

業務災害補償費等  

 

 

北海道旅客鉄道株

式会社、四国旅客鉄

道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社

（以下「会社」とい

う。）の株式について

は、国等の関係者と

連携を図りつつ、各

社の今後の経営状況

の推移等を見極めな

がら、以下の施策を

実施する。  

・株式市場に関する

情報収集を行う等適

切な処分方法の検討  

・会社の企業価値の

向上に向けた取組 

等 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・適切な資金管理

を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実

施したか。 

・北海道旅客鉄道

株式会社、四国旅客

鉄道株式会社及び

日本貨物鉄道株式

会社（以下「会社」

という。）の株式に

ついて、適切な処分

方法の検討等を行

ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

【恩給及び年金の給付に

要する費用の支払】 

 旧国鉄職員及びその遺

族（以下「旧国鉄職員等」

という。）に対する恩給及

び年金の給付に要する費

用については、関係法令

に則り、適切な資金管理

を行いつつ、以下のとお

り、円滑かつ確実に支払

を実施した。 

・旧国鉄職員等の恩給の

給付に要する費用につい

ては、国に対して約 0.6億

円を支払った。（給付は総

務省政策統括官（恩給担

当）が実施） 

・旧国鉄職員等の年金の

給付に要する費用につい

ては、日本鉄道共済組合

に対して、約 323億円を支

払った。 

 

【業務災害補償】 

 旧国鉄時代に発生した

業務災害に係る業務災害

補償（アスベスト対策を

含む）については、適切な

資金管理を行いつつ、旧

国鉄職員等に対して約 23

億円を円滑かつ確実に支

払った。アスベスト対策

として健康診断、業務災

害補償（遺族救済を含む）

を実施した。その際、新聞

広告等への掲載（全国紙

３紙、地方紙 45紙及び日

本鉄道ＯＢ会報）により

周知を図った。 

 

【JR 北海道・四国・貨物

株式の売却等】 

会社の株式について、

国等の関係者と連携を図

りつつ、株主総会等を通

じ各社の今後の経営状況

の推移を見極めながら、

株式市場に関する情報収

集を行うなど株式の適切

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

適切な資金管理を行いつつ、

円滑かつ確実に年金費用等の

支払を実施した。 

株式について、適切な処分方

法の検討等を行ったほか、会社

の企業価値の向上に向け、株主

議決権行使等の方針を策定し、

株主としての継続的な取組と

して会社との対話等を実施し

た。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

恩給及び年金の給付に要する費用等の支払については、関係法令に則り、適切な

資金管理を行いつつ、円滑かつ確実に支払を実施した。 

 また、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会

社の今後の経営状況の推移を見極めながら、株式市場に関する情報収集を行う等

株式の適切な処分方法の検討等を行った。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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な処分方法の検討等を行

ったほか、会社の企業価

値の向上に向け、株主議

決権行使等の方針を策定

し、株主としての継続的

な取組として会社との対

話等を実施した。 

 

 ②会社の経営自立の

ための措置等 

債務等処理法に基

づき、会社の経営自

立のため、各社の中

期経営計画等に基づ

く取組に応じて、会

社等に対する助成金

の交付、会社に対す

る生産性の向上に資

する施設等の整備・

管理に必要な資金の

出資等の支援を、経

営の改善状況を随時

フォローしながら適

切に実施するととも

に、青函トンネル及

び本州四国連絡橋に

係る改修費用を適正

に負担する。 

 

 

 

 

 

また、会社の経営

安定を図るため、特

別債券に係る利払い

を着実に実施すると

ともに、貨物調整金

に係る特例業務勘定

から建設勘定への繰

入れを引き続き適切

に実施する。 

これらの支援等に

当たっては、適切な

資金管理を行いつ

つ、法令その他の基

準を遵守し、誤処理

②会社の経営自立の

ための措置等 

日本国有鉄道清算

事業団の債務等の処

理に関する法律（平

成 10 年法律第 136

号）に基づき、会社

の経営自立のため、

各社の中期経営計画

等に基づく取組に応

じて、会社等に対す

る助成金の交付、会

社に対する生産性の

向上に資する施設等

の整備・管理に必要

な資金の出資等の支

援を、経営の改善状

況を随時フォローし

ながら適切に実施す

るとともに、青函ト

ンネル及び本州四国

連絡橋に係る改修費

用を適正に負担す

る。 

 

また、会社の経営

安定を図るため、特

別債券に係る利払い

を着実に実施すると

ともに、貨物調整金

に係る特例業務勘定

から建設勘定への繰

入れを引き続き適切

に実施する。 

これらの支援等に

当たっては、適切な

資金管理を行いつ

つ、法令その他の基

準を遵守するととも

②会社の経営自立の

ための措置等 

日本国有鉄道清算

事業団の債務等の処

理に関する法律（平

成 10 年法律第 136

号）に基づき、会社

の経営自立のため、

各社の中期経営計画

等に基づく取組に応

じて、以下の施策を

実施する。 

・会社等に対する助

成金の交付、会社に

対する生産性の向上

に資する施設等の整

備・管理に必要な資

金の出資等の支援 

・青函トンネル及び

本州四国連絡橋に係

る改修費用の適正な

負担 

会社の経営安定を

図るため、以下の施

策を実施する。 

・特別債券に係る着

実な利払い  

・貨物調整金に係る

特例業務勘定から建

設勘定への適切な繰

入 

 

 

 

これらの支援等に

当たっては、適切な

資金管理を行いつ

つ、法令その他の基

準を遵守するととも

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・会社に対する助

成金や出資等の支

援について、経営の

改善状況を随時フ

ォローしながら適

切に実施したか。 

・青函トンネル及

び本州四国連絡橋

に係る改修費用を

適正に負担したか。 

・特別債券に係る

利払いを着実に実

施したか。 

・貨物調整金に係

る特例業務勘定か

ら建設勘定への繰

入れを適切に実施

したか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

【会社に対する支援措

置】 

債務等処理法に基づ

き、会社の経営自立を支

援するため、各社の中期

経営計画等に基づく取組

に応じて、以下に記載の

支援を適切に実施した。 

1）助成金の交付 

JR 北海道：286 億円 

2）青函トンネル及び本州

四国連絡橋の費用負担見

直しに係る支援 

青函トンネル：４億円、本

州四国連絡橋：27億円 

3）出資 

JR 四国：140 億円 

4）無利子貸付 

JR 貨物：94 億円 

5）利子補給 

JR 北海道：１億円、JR 四

国：３億円 

6）鉄道建設・運輸施設整

備支援機構特別債券の利

子の支払い 

JR 北海道：15億円、JR 四

国：21 億円 

※利率は、国土交通大臣

が定める利率である 

【並行在来線の支援措

置】 

並行在来線の貨物調整

金に要する費用に充てる

ため、特例業務勘定に係

る業務の運営に支障のな

い範囲内の金額として国

土交通大臣の承認を受け

た金額について、特例業

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

助成金の交付等を適切に実

施した。 

貨物調整金に要する費用に

ついて、特例業務勘定から建設

勘定への繰入れを適切に実施

した。 

会社のモラルハザードを防

止し、誤処理なく適正にかつ効

率的に実施した。 

 

以上のことから、年度計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に

対する助成金の交付等の支援及び貨物調整金に係る特例業務勘定から建設勘定へ

の繰入れについては、適切な資金管理を行い、根拠法令等を遵守するとともに、モ

ラルハザードを防止するよう適切な交付審査業務の執行体制の措置を講ずること

により、誤処理なく適正にかつ効率的に実施しており、中期計画における所期の目

標を達成していると認められることからＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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なく適正にかつ効率

的に実施する。 

に、会社のモラルハ

ザードを防止し、誤

処理なく適正にかつ

効率的に実施する。 

に、会社のモラルハ

ザードを防止し、誤

処理なく適正にかつ

効率的に実施する。 

務勘定から建設勘定へ

181 億円の繰入れを実施

した。 

 

なお、これらの支援に

当たっては、適切な資金

管理を行いつつ、各種交

付要綱等を遵守するとと

もに、交付審査業務等に

ついて適切な業務執行体

制の措置を講ずることに

より会社のモラルハザー

ドを防止し、誤処理なく

適正かつ効率的に実施し

た。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１） 組織の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ４．業務運営の効率

化に関する事項 

 

 

（１）組織の見直し 

機能を重視した

組織体制となるよ

う戦略的な計画を

策定し、業務の質

的・量的な変化を把

握した上で、整備新

幹線等の大規模プ

ロジェクトを含む

業務を確実に遂行

できる組織体制を

弾力的に整備する。 

４．業務運営の効率

化に関する目標を

達成するためとる

べき措置 

（１）組織の見直し 

今後の事業展開

やそれに伴う業務

の質的・量的な変化

を踏まえ、最大限の

業務成果を上げる

べく、内部組織の所

在地ごとの機能の

最適化を含め、機能

を重視した組織の

あり方に係る戦略

的な計画を策定し

た上で、機動的に組

織を編成するとと

もに、運営の効率化

を実現していく。 

２．業務運営の効率

化に関する目標を

達成するためとる

べき措置 

（１）組織の見直し 

組織体制につい

ては、令和７年度組

織改正計画に基づ

き、業務の進捗等に

対応した機動的な

組織の編成を行う

とともに、以下のと

おり組織を見直し、

運営の効率化等を

図る。 

・維持管理・財産管

理業務に関する組

織の見直し 

・与信リスク管理業

務に関する組織の

見直し 

・用地業務及び設計

協議業務に関する

組織の見直し 

・北陸新幹線建設局

の組織体制の見直

し 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・業務の質的・量的な

変化を把握した上で、

機動的に組織を編成し

たか。 

・業務の状況に対応す

べく、機能を最大限発

揮できるよう運営の効

率化を図ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

【本社】 

○維持管理・財産管理業

務に関する組織の見直し 

別個に実施していた維

持管理業務と財産管理業

務について、その業務上

の関連に鑑み、これらの

業務を段階的に集約する

こととして、令和７年度

においては鉄道技術セン

ターで実施していた維持

管理業務を施設管理部に

移管するとともに、同セ

ンター維持管理課を施設

管理部に移管した。また、

同センターで実施してい

た財産管理業務を施設管

理部に移管し、同部鉄道

施設貸付課において所掌

することとした。 

これにより、業務の効

率化を図った。 

 

○与信リスク管理業務に

関する組織の見直し 

別個に実施していた地

域公共交通等に対する出

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

「令和７年度組織改正計

画」に基づき、維持管理・財

産管理業務、与信リスク管理

業務、用地・設計協議業務を

それぞれ集約することで、機

構が持つ技術力を最大限発

揮できるよう組織運営の効

率化を図った。 

また、地方機関においては

令和７年度組織改正計画に

基づくほか、年度途中におい

ても業務の進捗に応じて組

織の見直しを行うなど、業務

の質的・量的な変化に対応し

た機動的な組織編成を行っ

た。 

 

以上から、中期計画におけ

る所期の目標を達成してい

ると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

維持管理・財産管理業務に関して、令和７年度組織改正計画に基づき、維持管

理業務と財産管理業務の段階的な集約化を実施した。具体的には、鉄道技術セン

ターで実施していた維持管理業務および財産管理業務を本社の施設管理部に移

管を行った。結果としては、新幹線建設によって生じる財産増減の際の上申の手

間が同じ所管内で完結し、業務の効率化が進んだ。 

そのほか、地方に関しては、北陸新幹線建設局の組織体制の見直しとして、拠

点を福井市から大阪市に移転し、渉外部に北陸渉外課、京都渉外課及び大阪渉外

課を、事業推進調査部に推進調査第三課を設置したことにより、北陸新幹線の事

業推進に向けて、機動的な組織編成を実施した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 
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融資業務と譲渡線に係る

債権管理業務について、

その業務内容の親和性に

鑑み、これらの業務を集

約することとして、施設

管理部で実施していた譲

渡線に係る債権管理業務

を審査部に移管するとと

もに、施設管理部鉄道施

設譲渡課を審査部に移管

した。 

これにより、業務の効

率化を図った。 

 

○用地業務及び設計協議

業務に関する組織の見直

し 

別個に実施していた私

有地の取得に係る用地業

務と公共施設に対する補

償に係る設計協議業務に

ついて、その業務内容の

親和性に鑑み、これらの

業務を集約することとし

て、本社においては建設

企画部で実施していた設

計協議業務を用地部に移

管するとともに、用地部

に設計協議課を設置し、

業務の効率化を図った。

また、各地方機関におい

ても総務部門で実施して

いた設計協議業務を用地

部門等に移管した。 

 

【地方機関】 

○北陸新幹線建設局の組

織体制の見直し 

 北陸新幹線の事業推進

調査に対応するため、北

陸新幹線建設局を福井市

から大阪市に移転すると

ともに、渉外部に北陸渉

外課、京都渉外課及び大

阪渉外課を、事業推進調

査部に推進調査第三課を

設置し、機動的な組織編

成を行った。 

 

○九州新幹線建設局の組



60 

織体制の見直し 

 九州新幹線(武雄温泉・

長崎間)については、開業

後の残工事を確実に実

施、完了させ、これを実施

していた九州新幹線建設

局の鉄道建設所３箇所及

び計画部技術管理課を令

和７年 12月１日付けで廃

止した。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（２） 情報システムの整備及び管理並びにデジタル技術の活用 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

電子決裁率 
― 

平成 30 年度から令

和３年度までの実績 

66.7％ 

97.3％ 95.5％ 96.2%    

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）情報システム

の整備及び管理並

びにデジタル技術

の活用 

デジタル庁が策

定した「情報システ

ムの整備及び管理

の基本的な方針」

（令和３年 12 月 24

日デジタル大臣決

定）に則り、情報シ

ステムの適切な整

備及び管理を行う。 

また、「政府機関

等のサイバーセキ

ュリティ対策のた

めの統一基準群」

（令和３年７月７

日サイバーセキュ

リティ戦略本部決

定）に基づき、機構

が保有する情報シ

ステムに対するサ

イバー攻撃への防

御能力強化、攻撃に

対する組織的対応

能力の強化等、機構

の適切な情報セキ

ュリティ対策を推

（２）情報システム

の整備及び管理並

びにデジタル技術

の活用 

デジタル庁が策

定した「情報システ

ムの整備及び管理

の基本的な方針」

（令和３年 12 月 24

日デジタル大臣決

定）に則り、情報シ

ステムの適切な整

備及び管理を行う。 

また、「政府機関

等のサイバーセキ

ュリティ対策のた

めの統一基準群」

（令和３年７月７

日サイバーセキュ

リティ戦略本部決

定）に基づき、機構

が保有する情報シ

ステムに対するサ

イバー攻撃への防

御能力強化、攻撃に

対する組織的対応

能力の強化等、機構

の適切な情報セキ

ュリティ対策を推

（２）情報システム

の整備及び管理並

びにデジタル技術

の活用 

デジタル庁が策

定した「情報システ

ムの整備及び管理

の基本的な方針」

（令和３年 12 月 24

日デジタル大臣決

定）に則り、情報シ

ステムの適切な整

備及び管理を行う。 

また、機構が保有

する情報システム

に対するサイバー

攻撃への防御能力

強化、攻撃に対する

組織的対応能力の

強化等、機構の適切

な情報セキュリテ

ィ対策を講じるた

め、令和７年度情報

セキュリティ対策

推進計画を作成し、

推進する。  

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・電子決裁率（前中期

目標期間実績：平成 30

年度から令和３年度ま

での実績 66.７％ ） 

 

＜評価の視点＞ 

・情報システムの適切

な整備及び管理を行っ

たか。 

・適切な情報セキュリ

ティ対策を推進した

か。 

・クラウドサービスへ

の移行・活用を適切に

実施したか。 

・「デジタル戦略」に基

づき、デジタル技術の

導入や情報システムへ

のクラウドサービスの

活用等を確実に実施し

たか。 

＜主要な業務実績＞ 

【情報システムの整備及

び管理】 

情報システムの適切な

整備及び管理について

は、「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和３年 12月 24 日

デジタル大臣決定）に則

り、実施した。 

また、PMO（ポートフォ

リオ・マネジメント・オフ

ィス）により、各部門の業

務で用いる情報システム

に対して、デジタル統括

アドバイザーの専門的知

見も交えて実務的な支援

を実施した。 

さらに、情報システム

総合管理委員会におい

て、情報システムのプロ

ジェクトの目的・手段の

妥当性、費用対効果に関

して審議を計 11回実施し

た。 

 

【情報セキュリティ対

策】 

「令和７年度情報セキ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

【情報システムの整備及び

管理】 

システム担当課に対して

PMO 及びデジタル統括アドバ

イザーによる支援を実施し

たほか、情報システム総合管

理委員会において情報シス

テムのプロジェクトの目的・

手段の妥当性、費用対効果に

関して審議を行うなど、情報

システムの適切な整備及び

管理を行った。 

 

【情報セキュリティ対策】 

経済安全保障への寄与を

目的の一つとするサイバー

セキュリティ基本法及び政

府統一基準群に基づいた取

組として「令和７年度情報セ

キュリティ対策推進計画」に

おいて計画したすべての取

組を実施したほか、業務従事

者への注意喚起を必要に応

じて随時実施し、適切な情報

セキュリティ対策を推進し

た。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

デジタル庁が策定した、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和

３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に則り、PMO によるデジタル統括アドバイザ

ーの専門的知見を交えた支援の実施や、情報システム総合管理委員会において、

情報システムのプロジェクトの目的・手段の妥当性、費用対効果に関して、おお

よそ月に一回のペースで、計 11 回審議を実施するなど、情報システムの適切な

整備及び管理を行った。また、デジタル人材の育成、デジタル戦略推進体制の強

化等については、生成 AI の利用を全職員可能にするだけでなく、利用に当たっ

て情報漏洩やハルシネーション等に関する注意事項を、年２回の情報セキュリテ

ィ研修の実施によって周知し、情報セキュリティ体制を強化のもと、業務運営の

効率化を進めた。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること 

からＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 
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進する。 

さらに、業務運営

の効率化や業務プ

ロセスの改善に取

り組むため、デジタ

ル技術の導入や情

報システムへのク

ラウドサービスの

活用等を確実に実

施する。 

 

＜指標＞ 

・電子決裁率（前中

期目標期間実績：平

成 30 年度から令和

３年度までの実績 

66.7％ ） 

進する。 

さらに、業務運営

の効率化や業務プ

ロセスの改善に取

り組むため、機構が

策定した「デジタル

戦略」（令和４年６

月）に基づき、デジ

タル技術の導入や

情報システムへの

クラウドサービス

の活用等を確実に

実施する。 

 

さらに、業務運営

の効率化や業務プ

ロセスの改善に取

り組むため、機構が

策定した「デジタル

戦略」（令和４年６

月）に基づき、着実

に取組を進める。併

せて、デジタル関連

施策の選択と集中

を行い、効率的かつ

効果的に以下の施

策を実施する。 

・情報セキュリティ

対策推進計画に基

づく対策 

・クラウドストレー

ジサービスへの移

行・活用 

・デジタル人材・デ

ジタル専門人材の

育成、組織文化の醸

成 

・デジタル戦略推進

体制の強化 

ュリティ対策推進計画」

に則り、業務従事者に対

する研修や訓練、CSIRT メ

ンバーでの勉強会や訓

練、情報システムのマネ

ジメント点検や脆弱性検

査等を実施した。 

情報セキュリティ上の

警戒を要する事象を確認

した際には、都度、業務従

事者に対する注意喚起を

行った。 

 

【クラウドサービスへの

移行・活用】 

令和６年４月から実施

しているファイルサーバ

ーからクラウドサービス

である Box へのデータ移

行については、令和７年

度内に完了した。 

 

【デジタル人材の育成、

デジタル戦略推進体制の

強化等】 

デジタル人材育成の一

環として、全役職員を対

象としたデジタルツール

活用ワークショップを開

催した。 

デジタル戦略推進体制

については、これまでの

取組・課題の洗い出し、解

決策の検討を行うととも

に、要員の拡充を行った。 

また、文書の決裁につ

いては電子的方式による

ことを原則としており、

電子決裁率の向上に努め

た結果 96.2％となった。 

 

 

【クラウドサービスへの移

行・活用】 

 Box へのデータ移行は当初

の予定通り令和７年度内に

完了した。 

 

【デジタル人材の育成、デジ

タル戦略推進体制の強化等】 

デジタルツール活用ワー

クショップを開催したほか、

これまで利用者を限定して

いた生成 AI を全職員の利用

を可能にするなど、人材育成

と環境整備を進め、役職員の

デジタルリテラシー向上が

図られた。 

また、デジタル戦略推進体

制については、課題の洗い出

しや解決策の検討を実施す

るとともに、要員の拡充によ

る体制強化を行った。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（３） 調達等合理化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標最終年度値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

一般競争入札による

鉄道施設に係る建設

工事での総合評価落

札方式実施率 

－ 平成 30 年度から令

和３年度までの実績 

100％ 

 

100％ 

 

100％ 

 

100％ 

   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）調達等合理化

の推進 

「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）等を踏ま

え、公正性・透明性

を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調

達等の合理化に取

り組む。 

毎年度「調達等合

理化計画」を策定・

公表し、年度終了

後、実施状況につい

て評価する。 

 

＜指標＞ 

・一般競争入札によ

る鉄道施設に係る

建設工事での総合

評価落札方式実施

率（前中期目標期間

実績：平成 30年度か

ら令和３年度まで

の実績 100％） 

（３）調達等合理化

の取組 

「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づき、

毎年度調達等合理

化計画を策定し、事

務・事業の特性を踏

まえ、PDCA サイクル

により、公正性・透

明性を確保しつつ、

自律的かつ継続的

に調達等の合理化

に取り組む。また、

入札・契約の適正な

実施について、監事

監査及び契約監視

委員会等のチェッ

クを受ける。 

（３）調達等合理化

の取組 

「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づき、

自律的かつ継続的

に調達等の合理化

に取り組むために、

以下の施策を実施

する。 

・「令和７年度調達

等合理化計画」を策

定し、事務・事業の

特性を踏まえ、PDCA 

サイクルにより、公

正性・透明性を確

保 ・入札・契約の適

正な実施について、

監事監査及び契約

監視委員会等のチ

ェックを受ける体

制を確保 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・一般競争入札による

鉄道施設に係る建設工

事での総合評価落札方

式実施率（前中期目標

期間実績：平成 30 年度

から令和３年度までの

実績 100％） 

 

＜評価の視点＞ 

・調達等合理化計画を

策定し、公正性・透明

性を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調達等

の合理化に取り組んだ

か。 

・入札・契約の適正な

実施について、監事監

査及び契約監視委員会

等のチェックを受けた

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

「独立行政法人におけ

る調達等合理化の取組の

推進について」（平成 27年

５月 25 日総務大臣決定）

に基づき、令和７年度独

立行政法人鉄道建設・運

輸施設整備支援機構調達

等合理化計画（以下「令和

７年度調達等合理化計

画」という。）を策定し、

契約監視委員会による点

検を受けた上で公表する

とともに、国土交通大臣

に報告した。 

また、令和７年度調達

等合理化計画に定めた重

点的に取り組む分野に掲

げる調達の改善及び事務

処理の効率化並びに調達

に関するガバナンスの徹

底等について着実に実施

するとともに、事務・事業

の特性を踏まえつつ、

PDCA サイクルを通じて公

正性・透明性を確保し、自

律的かつ継続的に調達等

の合理化に取り組んだ。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

令和７年度調達等合理化

計画に基づき、鉄道施設に係

る建設工事における一般競

争入札での総合評価落札方

式の実施率 100％を達成する

とともに、従来地方機関で調

達していた情報ネットワー

ク機器の調達を本社におい

て一括で調達するなど、公正

性・透明性を確保しつつ、自

律的かつ継続的に調達等の

合理化に取り組んだ。また、

入札・契約の適正な実施につ

いて、監事監査、契約監視委

員会及び入札監視委員会の

チェックを受けた。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 
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さらに、入札・契約の適

正な実施について、監事

監査、第三者機関である

契約監視委員会及び入札 

監視委員会のチェックを

受けた。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（４） 人件費管理の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）人件費管理の

適正化 

機構の給与水準

については、「独立

行政法人改革等に

関する基本的な方

針」（平成25年12月

24日閣議決定)を踏

まえ、国家公務員等

の給与水準との比

較を行いつつ、引き

続き、事務・事業の

特性等を踏まえた

合理的な給与水準

となるよう厳しく

検証するとともに、

給与水準及びその

妥当性の検証結果

を毎年度公表する。 

（４）人件費管理の

適正化 

機構の給与水準

については、「独立

行政法人改革等に

関する基本的な方

針」（平成 25年 12 月

24 日閣議決定)を踏

まえ、国家公務員等

の給与水準との比

較を行いつつ、引き

続き、事務・事業の

特性等を踏まえた

合理的な給与水準

となるよう厳しく

検証するとともに、

給与水準及びその

妥当性の検証結果

を毎年度公表する。 

（４）人件費管理の

適正化 

機構の給与水準

については、「独立

行政法人改革等に

関する基本的な方

針」（平成 25年 12 月

24 日閣議決定）を踏

まえ、国家公務員等

の給与水準との比

較を行いつつ、引き

続き、事務・事業の

特性等を踏まえた

合理的な給与水準

となるよう厳しく

検証するとともに、

給与水準及びその

妥当性の検証結果

を公表する。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・事務・事業の特性等

を踏まえた合理的な給

与水準となるよう厳し

く検証し、その結果を

公表したか。 

＜主要な業務実績＞ 

給与水準については、

政府における独立行政法

人に係る報酬・給与等の

見直しの取組を踏まえ、

比較的同等と認められる

独立行政法人の給与及び

人事院勧告に基づく国家

公務員の給与改定による

措置を参考にしつつ、事

務・事業の特性を踏まえ

て適正な給与水準となる

よう厳しく検証し、その

検証結果及び取組状況を

公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：  

給与水準について厳しく

検証し、その検証結果及び取

組状況を公表した。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決

定）を踏まえて、事務・事業の特性を踏まえた適正な給与水準となるよう厳しく

検証を行い、その結果および取組状況を公表した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること 

からＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（５） 一般管理費及び事業費の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

関係者との協議や施

工手順の工夫等によ

るコスト縮減額（再

掲） 

 

― 

 

― 

 

※ 

 

※ 

 

※ 

 

- 

  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （５）一般管理費及

び事業費の効率化 

一般管理費（人件

費及び特殊要因に

より増減する経費

を除く。）について

は、中期目標期間の

最終年度（令和９年

度）において、前中

期目標期間の最終

年度（令和４年度）

比で５％程度に相

当する額を削減す

る。なお、新規に追

加されるもの及び

拡充されるものは

翌年度から効率化

を図る。 

事業費について

は、引き続き、調達

等合理化の取組や

技術開発等による

鉄道建設コスト縮

減等を推進し、コス

ト構造の改善を図

る。 

（５）一般管理費及

び事業費の効率化 

一般管理費（人件

費及び特殊要因に

より増減する経費

を除く。）について

は、中期計画期間の

最終年度（令和９年

度）において、前中

期計画期間の最終

年度（令和４年度）

比で５％程度に相

当する額を削減す

る。なお、新規に追

加されるもの及び

拡充されるものは

翌年度から効率化

を図る。 

事業費について

は、引き続き、調達

等合理化の取組や

技術開発等による

鉄道建設コスト縮

減等を推進し、コス

ト構造の改善を図

る。 

（５）一般管理費及

び事業費の効率化 

一般管理費及び

事業費の効率化の

ために、以下の施策

を実施する。  

・一般管理費（人件

費及び特殊要因に

より増減する経費

を除く。）について

は、中期計画期間の

最終年度（令和９年

度）において、前中

期計画期間の最終

年度（令和４年度）

比で５％程度に相

当する額の削減を

目指した抑制 

・事業費について

は、引き続き、調達

等合理化の取組や

技術開発等による

鉄道建設コスト縮

減等を推進し、コス

ト構造を改善 

 

＜主な定量的指標＞ 

設定なし。 

 

＜その他の指標＞ 

・関係者との協議や施

工手順の工夫等による

コスト縮減額 

 

＜評価の視点＞ 

・一般管理費につい

て、中期計画期間の最

終年度（令和９年度）

における前中期計画期

間の最終年度（令和４

年度）比の削減率に向

けた実施状況。 

 

・事業費について、鉄

道建設コスト縮減等に

よるコスト構造の改善

を図ったか。 

 

・運営費交付金を充当

する一般管理費及び業

務経費について、中期

計画期間の最終年度

＜主要な業務実績＞ 

・一般管理費（人件費及び

特殊要因（令和 7 年度は

該当なし。）を除く。）の令

和 7 年度計画予算は 

6,262 百万円であり、令和

４年度計画予算 6,556 百

万円と比べ、294 百万円

（△4.5％）を削減した。

令和９年度までの中期計

画における所期の目標に

向け着実に進捗してい

る。 

・事業費については、令和

７年度調達等合理化計画

に基づき、公正性・透明性

を確保しつつ、自律的か

つ継続的に調達等の合理

化に取り組むとともに、

入札・契約の適正な実施

について、監事監査、第三

者機関である契約監視委

員会及び入札監視委員会

のチェックを受けた。 

また、北海道新幹線に

おける工事の進捗状況を

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

一般管理費は令和４年度

計画予算と比べ、294 百万円

（△4.5％）を削減しており、

年度計画等における所期の

目標に向け着実に進捗して

いると考えられる。 

事業費は、令和７年度調達

等合理化計画に基づく合理

化等に努めた。また、建設発

生土の新幹線工事内への有

効利用や建設発生土の搬出

先変更、地盤改良の工法見直

し等、鉄道建設に係るコスト

縮減に努めた。 

運営費交付金を充当する

一般管理費及び業務経費は、

令和４年度計画予算と比べ、

２百万円（△3.8％）を削減。

また、令和５年度に新規に追

加・拡充された経費の令和 7

年度予算は、令和５年度計画

予算と比べ、1 百万円（△

3.6％）を削減しており、年度

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 

 

※事業完了時などの段階で記載する。 
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また、運営費交付

金を充当する一般

管理費（人件費及び

特殊要因により増

減 す る 経 費 を 除

く。）及び業務経費

（特殊要因により

増減する経費を除

く。）については、中

期計画において定

める運営費交付金

の算定ルールに基

づき、中期目標期間

の最終年度（令和９

年度）において、前

中期目標期間の最

終年度（令和４年

度）比で５％程度に

相当する額を削減

する。なお、新規に

追加されるもの及

び拡充されるもの

は翌年度から上記

算定ルールに基づ

き効率化を図る。 

 

＜指標＞ 

・関係者との協議や

施工手順の工夫等

によるコスト縮減

額（再掲） 

 

また、運営費交付

金を充当する一般

管理費（人件費及び

特殊要因により増

減 す る 経 費 を 除

く。）及び業務経費

（特殊要因により

増減する経費を除

く。）については、運

営費交付金の算定

ルールに基づき、中

期計画期間の最終

年度（令和９年度）

において、前中期計

画期間の最終年度

（令和４年度）比で

５％程度に相当す

る額を削減する。な

お、新規に追加され

るもの及び拡充さ

れるものは翌年度

から上記算定ルー

ルに基づき効率化

を図る。 

・運営費交付金を充

当する一般管理費

（人件費及び特殊

要因により増減す

る経費を除く。）及

び業務経費（特殊要

因により増減する

経費を除く。）につ

いては、中期計画に

おいて定める運営

費交付金の算定ル

ールに基づき、中期

計画期間の最終年

度（令和９年度）に

おいて、前中期計画

期間の最終年度（令

和４年度）比で５％

程度に相当する額

の削減を目指した

抑制 

（令和９年度）におけ

る前中期計画期間の最

終年度（令和４年度）

比の削減率に向けた実

施状況。 

踏まえ、例えば以下のコ

スト縮減に係る取組を実

施している。 

- 建設発生土の新幹線工

事内への有効利用 

- 建設発生土の搬出先変

更 

- 地盤改良の工法見直し 

・運営費交付金を充当す

る一般管理費（人件費及

び特殊要因を除く。）及び

業務経費（特殊要因を除

く。）の令和７年度計画予

算は 56 百万円であり、令

和４年度計画予算 58百万

円と比べ、２百万円（△

3.8％）を削減した。また、

令和５年度に新規に追

加・拡充された経費の令

和７年度予算は 21百万円

であり、令和５年度計画

予算 22 百万円と比べ、1

百万円（△3.6％）を削減

した。令和９年度までの

中期計画における所期の

目標に向け着実に進捗し

ている。 

 

計画等における所期の目標

に向け着実に進捗している

と考えられる。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（６） 資産の有効活用 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標最終年度値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

保有宿舎・寮の平均

入居率 ― 

平成 30 年度から令

和４年度上期までの

実績 95.5％ 

96.1% 94.4% 96.4％   

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ⑥資産の有効活用 

宿舎等の保有資

産について、効率的

な活用を図る。 

 

＜指標＞ 

・保有宿舎・寮の平

均入居率（前中期目

標期間実績：平成 30

年度から令和４年

度上期までの実績 

95.5％） 

⑥資産の有効活用 

宿舎等の保有資

産について、効率的

な活用を図る。 

⑥資産の有効活用 

宿舎等の保有資

産について、効率的

な活用を図る。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・保有宿舎・寮の平均

入居率（前中期目標期

間実績：平成 30年度か

ら令和４年度上期まで

の実績 95.5％） 

 

＜評価の視点＞ 

・保有資産について、

効率的な活用を図った

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

保有宿舎・寮について

は、人事異動に伴う入居

者の入替え等により空室

となる期間を短くする

等、効率的な活用を図っ

た。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

保有宿舎・寮について効率

的な活用を図ったことによ

り、96.4％と高い入居率を維

持できた。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

保有宿舎・寮について、転勤者や単身赴任者が多い機構組織の特性を踏まえ、

保有宿舎への優先的な入居を呼びかける等の取組を推進した結果、過年度と比較

して入居率を上昇させることができたことは、効率的な活用が図られた成果であ

る。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること 

からＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１） 財務運営の適正化（予算、収支計画及び資金計画） 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５．財務内容の改善

に関する事項 

（１）財務運営の適

正化 

毎年度、予算、収

支計画及び資金計

画を適切に策定し、

適正に管理・執行す

ることを通じて、財

務状況の健全性を

確保する。 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日独立行政法

人会計基準研究会

策定、令和３年９月

21 日改訂）等を遵守

し、適正な会計処理

を実施するととも

に、運営費交付金に

ついて、収益化単位

としての業務ごと

に予算と実績を管

理する。 

なお、毎年度の運

営費交付金額の算

定については、運営

５．財務内容の改善

に関する事項 

（１）予算、収支計

画及び資金計画 

 別紙のとおり。 

 

３．財務内容の改善

に関する事項 

（１）予算、収支計

画及び資金計画 

別紙のとおり。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画の予算、収

支計画及び資金計画に

基づくとともに、毎年

度の運営費交付金債務

残高の発生状況にも留

意して作成した年度計

画の予算、収支計画及

び資金計画について適

正に実施したか。 

＜主要な業務実績＞ 

令和 7年度の予算、収支

計画及び資金計画の計画

と実績（別表参照） 

・機構の収入の実績につ

いては、業務収入として

建設勘定の鉄道施設貸

付・譲渡収入が 1,896 億

円、海事勘定の共有船舶

使用料収入が 231 億円で

あり、その他の勘定の業

務 収 入 も 含 め て 合 計

3,277 億 円 （ 構 成 比

50.9％）となった。  

補助金・負担金は、建設

勘定の鉄道建設資金とし

て 434億円の交付を受け、

助成勘定の鉄道助成業務

費の財源 1,153 億円と合

わせて合計 1,587億円（構

成比 24.7％）の収入を計

上した。 

借入金及び機構債の発

行による収入は、建設勘

定の借入金償還財源とし

て 351億円、海事勘定の共

有船建造費の財源として

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：  

令和７年度計画に基づき、

適正に実施（国の補正予算等

に伴う令和７年 12 月の予算

変更を含む。）したことから、

年度計画等における所期の

目標を達成していると考え

られる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞  

 特になし 
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費交付金債務残高

の発生状況にも留

意した上で、厳格に

行う。 

 

279 億円、地域勘定の地域

公共交通融資業務等の財

源として 105億円、助成勘

定の債務償還業務の財源

として 450億円であり、合

計 1,184 億円（構成比

18.4％）の資金を調達し

た。 

・支出の実績については、

業務経費として建設勘定

の鉄道建設業務関係経費

が 3,018億円、海事勘定の

海事業務関係経費が 308

億円、特例勘定の特例業

務関係経費が 924 億円で

あり、その他の勘定の業

務 経 費 も 含 め て 合 計

4,541 億 円 （ 構 成 比

61.3％）を計上した。  

借入金等償還は、建設

勘定が 1,362億円、海事勘

定が 203億円、地域勘定が

24億円であり、合計 1,589

億円（構成比 21.4％）の

償還を行った。 

なお、予算、収支計画及

び資金計画の計画と実績

についての主な増減要因

は、別表注書きを参照。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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別表 

 

令 和 ７ 年 度 の 予 算 、 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画 の 計 画 と 実 績  

 

【建設勘定】 

                                                                                                 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。  

予算

（単位：百万円）

整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計 整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計

収入

運営費交付金 -                   -                   21                 21                       -                   -                   21                 21                      

国庫補助金等 42,938           -                   -                   42,938                 43,284           119               -                   43,403                

地方公共団体建設費負担金 42,938           -                   -                   42,938                 43,284           -                   -                   43,284                

地方公共団体建設費補助金 -                   -                   -                   -                        -                   119               -                   119                     ※1

政府出資金 -                   -                   1,000             1,000                  -                   -                   -                   -                        ※2

借入金等 -                   33,800           1,500             35,300                 -                   33,574           1,479             35,053                

財政融資資金借入金 -                   3,200             -                   3,200                  -                   3,200             -                   3,200                  

民間借入金 -                   3,900             1,100             5,000                  -                   3,674             1,079             4,753                  

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 -                   26,700           400               27,100                 -                   26,700           400               27,100                

業務収入 106,389         58,039           29,049           193,477               105,182         57,787           28,942           191,912               

受託収入 -                   -                   36,575           36,575                 -                   -                   29,650           29,650                ※3

業務外収入 166               1,627             167               1,960                  3,222             1,915             661               5,798                  ※4

他勘定より受入 80,392           11                 22,711           103,114               94,136           157               20,752           115,045               ※5

計 229,884         93,477           91,023           414,385               245,825         93,552           81,505           420,882               

支出

業務経費

鉄道建設業務関係経費 284,361         548               24,649           309,557               279,051         826               21,946           301,823               

受託経費

鉄道建設業務関係経費 -                   -                   34,106           34,106                 -                   -                   27,524           27,524                ※6

借入金等償還 27,376           83,071           25,780           136,226               27,376           83,071           25,780           136,226               

支払利息 3,863             6,112             528               10,504                 3,863             5,660             476               9,999                  

一般管理費 4,171             65                 820               5,056                  3,728             80                 689               4,498                  ※7

人件費 12,795           200               2,516             15,511                 11,998           259               2,035             14,292                

業務外支出 10,336           606               2,805             13,748                 7,196             515               2,412             10,123                ※8

他勘定へ繰入 61                 636               -                   697                     6                   817               -                   823                     ※9

計 342,962         91,239           91,204           525,405               333,219         91,228           80,862           505,309               

※1　民鉄線等事業において、前年度からの繰越があったことに伴う増

［人件費の見積もり］　11,953万円を支出する。 ※2　その他事業において、出資がなかったことによる減

※3　その他事業において、事業の進捗が予定を下回ったことに伴う減

※4　整備新幹線事業において、利息収入及び雑収入が予定を上回ったことに伴う増

※5　整備新幹線事業において、事業の進捗が予定を上回ったことに伴う増

※6　その他事業において、事業の進捗が予定を下回ったことによる減

 ※7　経費の削減による減

※8　消費税納付額が予定を下回ったことによる減

※9　民鉄線等事業において、返還金が予定を上回ったことによる増

　　　　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職
　　　　者給与に相当する範囲の費用である。

区　　分
計画 実績

収支計画

（単位：百万円）

整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計 整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計

費用の部 252,392 16,528 57,136 326,056 258,737 15,625 53,923 328,284

経常費用 249,358 10,069 56,442 315,869 252,609 9,794 53,427 315,830

鉄道建設業務費 248,216 9,808 54,424 312,447 251,481 9,538 52,095 313,114

受託経費 27 -                   1,703 1,730 -                   -                   585 585 ※1

一般管理費 1,062 250 300 1,612 1,048 238 726 2,013 ※2

減価償却費 53 12 15 80 80 18 21 119 ※3

財務費用 2,918 6,421 531 9,869 3,829 5,817 474 10,120

雑損 116 38 163 318 335 13 19 367 ※4

臨時損失 -                   -                   -                   -                        1,964 -                   3 1,967 ※5

収益の部 252,392 15,719 57,097 325,208 258,737 15,197 54,516 328,450

　運営費交付金収益 -                   -                   19 19 -                   -                   5 5 ※6

鉄道建設業務収入 102,438 9,391 45,782 157,611 102,237 8,781 44,184 155,201

鉄道建設事業費利子補給金収入 -                   11 -                   11 -                   11 -                   11

受託収入 27 -                   1,703 1,730 -                   -                   585 585 ※1

資産見返負債戻入 149,761 6,199 9,426 165,386 153,942 6,001 9,093 169,036

資産見返補助金等戻入 145,365 6,171 1,053 152,589 147,906 5,962 821 154,689

その他 4,396 28 8,373 12,797 6,035 39 8,272 14,347 ※7

財務収益 54 11 -                   65 1,608 331 -                   1,938 ※8

雑益 112 106 167 385 951 74 649 1,674 ※9

臨時利益 -                   -                   -                   -                        -                   -                   0 0

純利益 -                   △ 809 △ 39 △ 848 -                   △ 428 593 166

目的積立金取崩額 -                   -                   -                   -                        -                   -                   -                   -                        

総利益 -                   △ 809 △ 39 △ 848 -                   △ 428 593 166

※1　その他事業において、受託事業の引渡しが予定を下回ったことによる減

※2　費用計上する一般管理費が予定を上回ったことによる増

※3　資産除去債務の計上による増

※4　整備新幹線事業において、雑損が予定を上回ったことによる増

※5　整備新幹線事業において、災害による損失を計上したことによる増

※6　その他事業において、運営費交付金収益が予定を下回ったことによる減

※7　整備新幹線事業において、資産見返負担金戻入が予定を上回ったことによる増

※8　整備新幹線事業において、利息収入が予定を上回ったことによる増

※9　整備新幹線事業において、雑収入が予定を上回ったことによる増

資金計画
（単位：百万円）

整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計 整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計

資金支出 519,243 162,009 144,192 825,444 809,671 172,969 151,266 1,133,907

業務活動による支出 314,942 7,541 65,181 387,664 312,364 7,936 60,380 380,680

投資活動による支出 -                   -                   117 117 411,900 69,500 56,632 538,032 ※1

財務活動による支出 27,376 83,688 25,780 136,843 27,376 83,688 25,780 136,843

翌年度への繰越金 176,926 70,781 53,114 300,820 58,031 11,846 8,474 78,351

資金収入 519,243 162,009 144,192 825,444 809,671 172,969 151,266 1,133,907

業務活動による収入 229,719 59,628 88,523 377,870 265,120 60,604 85,656 411,380

受託収入 -                   -                   36,575 36,575 -                   -                   29,660 29,660 ※2

その他の収入 229,719 59,628 51,948 341,295 265,120 60,604 55,996 381,720 ※3

投資活動による収入 166 49 -                   215 478,403 69,715 57,401 605,519 ※4

財務活動による収入 -                   33,800 2,500 36,300 -                   33,574 1,479 35,053

前年度よりの繰越金 289,359 68,532 53,168 411,059 66,148 9,076 6,731 81,955

※1　定期預金の預入があったことによる増

※2　その他事業において、事業の進捗が予定を下回ったことによる減

※3　消費税の還付があったことによる増

※4　定期預金の払戻があったことによる増

区　　分
計画 実績

区　　分
計画 実績
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【海事勘定】 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。             

 

 

 

 

 

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

借入金等 40,300 27,900

財政融資資金借入金 30,300 20,100 ※1　船舶取得費が予定を下回ったことに伴う減

民間借入金 10,000 7,800 ※2　船舶取得費が予定を下回ったことに伴う減

業務収入 25,822 26,603

業務外収入 23 70 ※3　雑収入が予定を上回ったことによる増

計 66,145 54,572

支出

業務経費

海事業務関係経費 44,019 30,764 ※4　船舶取得費が予定を下回ったことによる減

借入金等償還 20,256 20,256

支払利息 699 607 ※5　借入額が予定を下回ったことに伴う減

一般管理費 235 210 ※6　経費の節減による減

人件費 809 702 ※7　役職員給与が予定を下回ったことによる減

業務外支出 79 7 ※8　消費税納付額が予定を下回ったことによる減

計 66,097 52,545

［人件費の見積もり］　673百万円を支出する。

区　　　　　　　分

　　　　　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、
　　　　　超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 23,287 22,863

経常費用 22,415 22,153

海事業務費 21,254 21,212

一般管理費 1,159 939 ※1　人件費が予定を下回ったことによる減

減価償却費 2 2

財務費用 872 710 ※2　借入額が予定を下回ったことに伴う減

収益の部 23,534 23,902

海事業務収入 22,901 23,268

資産見返負債戻入 0 0

資産見返補助金等戻入 0 0

財務収益 1 9 ※3　利息収入が予定を上回ったことによる増

雑益 632 625

純利益 248 1,039

目的積立金取崩額 - - 

総利益 248 1,039

資金計画
（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 70,987 65,005

業務活動による支出 2,451 1,715 ※1　資産保全管理諸費が予定を下回ったことによる減

投資活動による支出 43,423 29,755 ※2　船舶取得費が予定を下回ったことによる減

財務活動による支出 20,256 25,556 ※3　短期借入金の返済があったことによる増

翌年度への繰越金 4,857 7,979

資金収入 70,987 65,005

業務活動による収入 23,079 23,338

投資活動による収入 2,579 3,356 ※4　船舶売却金が予定を上回ったことによる増

財務活動による収入 40,300 33,200 ※5　借入額が予定を下回ったことによる減

前年度よりの繰越金 5,029 5,111

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分
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【地域公共交通等勘定】 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

 

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

運営費交付金 96 85                 ※1　経費の節減による減

政府出資金 1,000 -                   

借入金等

財政融資資金借入金 37,000 10,450           ※3　融資が予定を下回ったことに伴う減

業務収入 6,635 6,797             

業務外収入 1 6                   ※4　雑収入が予定を上回ったことによる増

計 44,732           17,338           

支出

業務経費

地域公共交通等業務関係経費 38,016           10,463           ※5　融資が予定を下回ったことによる減

借入金等償還 2,229             2,377             

支払利息 4,261             4,269             

一般管理費 45                 40                 ※6　経費の節減による減

人件費 169               120               ※7　役職員給与が予定を下回ったことによる減

業務外支出 13                 14                 

計 44,732           17,284           

［人件費の見積もり］　140百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、
超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

区　　　　　　　分

※2　出資がなかったことによる減

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 4,502 4,454

経常費用 231 175

地域公共交通等業務費 14 12 ※1　融資が予定を下回ったことによる減

一般管理費 216 163 ※2　経費の節減による減

減価償却費 0 0

財務費用 4,271 4,279

雑損 - 0

臨時損失 - 0

収益の部 4,501 4,508

運営費交付金収益 94 81 ※3　運営費交付金収益が予定を下回ったことによる減

地域公共交通等業務収入 4,404 4,416

賞与引当金見返に係る収益 2 4 ※4　人件費が予定を上回ったことによる増

退職給付引当金見返に係る収益 0 1

資産見返負債戻入 0 0

資産見返運営費交付金戻入 0 0

資産見返補助金等戻入 0 0

財務収益 1 0

雑益 1 5 ※5　雑収入が予定を上回ったことによる増

純利益 △ 0 54

目的積立金取崩額 0 0

総利益 - 54

 

資金計画

（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 44,754           17,429           

業務活動による支出 42,506           14,966           ※1　融資が予定を下回ったことによる減

投資活動による支出 1                   0                   

財務活動による支出 2,229             2,377             

翌年度への繰越金 19                 86                 

資金収入 35,254           17,429 

業務活動による収入 6,734             6,886 

運営費交付金による収入 96                 85 ※2　経費の節減による減

その他の収入 6,638             6,801 

財務活動による収入 38,000           10,450 ※3　融資が予定を下回ったことに伴う減

前年度よりの繰越金 20                 93 

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分
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【助成勘定】 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

 

 

予算

（単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線建設

資金貸付等業務
債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務

中央新幹線建設

資金貸付等業務
債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

収入

運営費交付金 - - - 204 - 204 - - - 204 - 204

国庫補助金等 102,867 - - - - 102,867 115,330 - - - - 115,330

国庫補助金 102,856 - - - - 102,856 115,319 - - - - 115,319 ※1

政府補給金 11 - - - - 11 11 - - - - 11

借入金等

民間借入金 - - 45,000 - - 45,000 - - 45,000 - - 45,000

業務収入 - 25,750 72,431 156 - 98,338 - 25,750 72,431 145 - 98,327

業務外収入 100 - - - - 100 511 - 26 2 - 539 ※2

他勘定より受入 697 - - - - 697 823 - - - - 823 ※3

他経理より受入 - - 617 - △617 - - - 617 - △617 -

計 103,664 25,750 118,048 360 △617 247,206 116,664 25,750 118,075 351 △617 260,222

支出

業務経費

鉄道助成業務関係経費 19,803 - - 6 - 19,809 18,713 - - 5 - 18,718

支払利息 - 25,750 24,425 - - 50,175 - 25,750 24,425 - - 50,175

一般管理費 - - - 108 - 108 - - - 99 - 99

人件費 - - - 232 - 232 - - - 195 - 195 ※4

業務外支出 180 - - 14 - 194 717 - - 13 - 730 ※5

他勘定へ繰入 83,064 - 93,624 - - 176,688 96,616 - 93,624 - - 190,240

他経理へ繰入 617 - - - △617 - 617 - - - △617 -

計 103,664 25,750 118,048 360 △617 247,206 116,664 25,750 118,048 312 △617 260,157

※1　鉄道助成業務において、前年度からの繰越があったことによる増

［人件費の見積もり］　199百万円を支出する。 ※2　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

※3　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

※4　役職員給与が予定を下回ったことによる減

※5　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職者給与に
相当する範囲の費用である。

区　　　　　　　分

計画 実績

収支計画

（単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線建設

資金貸付等業務
債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務

中央新幹線建設

資金貸付等業務
債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

費用の部 103,047 25,750 39,322 351 - 168,470 103,085 25,750 39,322 303 - 168,460

102,867 - - 351 - 103,218 102,254 - - 303 - 102,557

102,867 - - - - 102,867 102,254 - - - - 102,254

- - - 349 - 349 - - - 301 - 301 ※1

- - - 2 - 2 - - - 2 - 2

- 25,750 39,322 - - 65,072 - 25,750 39,322 - - 65,072

180 - - - - 180 831 - - 0 - 831 ※2

臨時損失 - - - - - - - - - 0 - 0

103,047 25,750 59,089 349 - 188,235 103,085 25,750 59,115 341 - 188,291

- - - 193 - 193 - - - 193 - 193

- 25,750 59,089 142 - 84,981 - 25,750 59,089 132 - 84,971

102,867 - - - - 102,867 102,254 - - - - 102,254

賞与引当金見返に係る収益 - - - 11 - 11 - - - 10 - 10

退職給付引当金見返に係る収益 - - - 2 - 2 - - - 3 - 3 ※3

- - - 1 - 1 - - - 1 - 1

- - - 1 - 1 - - - 1 - 1

- - - 0 - 0 - - - 0 - 0

財務収益 - - - - - - - - 26 1 - 28 ※4

180 - - - - 180 831 - - 1 - 831 ※5

- - 19,767 △2 - 19,765 - - 19,794 38 - 19,831

- - - 1 - 1 - - - 1 - 1

- - 19,767 △2 - 19,765 - - 19,794 38 - 19,832

※1　経費の節減による減

※2　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

※3　退職給付費用が予定を上回ったことによる増

※4　預金利息の受入があったことによる増

※5　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことによる増

資金計画

（単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線建設

資金貸付等業務
債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務

中央新幹線建設

資金貸付等業務
債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

103,664 25,750 118,050 499 △617 247,345 115,221 25,750 118,081 539 △617 258,975

103,664 25,750 39,322 360 △617 168,479 115,221 25,750 39,322 310 △617 179,986

- - - 2 - 2 - - - 0 - 0 ※1

- - 78,727 - - 78,727 - - 78,727 - - 78,727

- - 1 137 - 138 - - 33 229 - 262

103,664 25,750 118,050 499 △617 247,345 115,221 25,750 118,081 539 △617 258,975

103,664 25,750 73,048 362 △617 202,207 115,221 25,750 73,075 351 △617 213,780

- - - 204 - 204 - - - 204 - 204

102,867 - - - - 102,867 113,888 - - - - 113,888 ※2

797 25,750 73,048 158 △617 99,136 1,334 25,750 73,075 147 △617 99,688

- - 45,000 - - 45,000 - - 45,000 - - 45,000

- - 1 137 - 138 - - 7 188 - 195

※1　固定資産の取得が予定を下回ったことによる減

※2　鉄道助成業務において、前年度からの繰越があったことによる増

補助金等による収入

その他の収入

財務活動による収入

前年度よりの繰越金

投資活動による支出

財務活動による支出

翌年度への繰越金

資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

計画 実績

資金支出

業務活動による支出

資産見返補助金等戻入

雑益

純利益

目的積立金取崩額

総利益

区　　　　　　　分

収益の部

運営費交付金収益

鉄道助成業務収入

補助金等収益

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入

経常費用

鉄道助成業務費

一般管理費

減価償却費

財務費用

雑損

区　　　　　　　分

計画 実績
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【特例業務勘定】 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

業務収入 4,042                    4,074                    

業務外収入 683                      2,453                    ※1　利息収入が予定を上回ったことによる増

他勘定より受入 93,624                  93,624                  

計 98,349                  100,150                

支出

業務経費

特例業務関係経費 80,173                  92,367                  ※2　鉄道施設等整備支援事業における出資があったことによる増

支払利息 8,523                    3,608                    ※3　支払利息が予定を下回ったことによる減

一般管理費 818                      686                      ※4　派遣人件費負担金が予定を下回ったことによる減

人件費 580                      409                      ※5　欠員があったことによる減

他勘定へ繰入 20,049                  18,429                  

計 110,143                115,500                

区　　　　　　　分

［人件費の見積もり］ 476百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過
勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 65,468                  56,494                  

経常費用 56,945                  52,886                  

特例業務費 55,376                  51,604                  

一般管理費 1,557                    1,269                    ※1　消費税が予定を下回ったことによる減

減価償却費 12                        12                        

財務費用 8,523                    3,608                    ※2　支払利息が予定を下回ったことによる減

臨時損失 -                          1                          

収益の部 15,580                  17,912                  

特例業務収入 -                          240                      ※4　業務災害補償費引当金戻入益を計上したことによる増

財務収益 15,577                  17,643                  ※5　利息収入が予定を上回ったことによる増

雑益 3                          29                        ※6　鉄道支援助成金の返還があったことによる増

純利益 △49,888 △38,583 

目的積立金取崩額 - -                          

総利益 △49,888 △38,583 

資金計画

（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 122,533                985,278                

業務活動による支出 110,135                108,626                

投資活動による支出 9                          828,401                ※1　定期預金の預入れがあったことによる増

財務活動による支出 -                          -                          

翌年度への繰越金 12,390                  48,250                  

資金収入 122,533                985,278                

業務活動による収入 19,622                  21,588                  ※2　利息収入が予定を上回ったことによる増

投資活動による収入 78,727                  917,327                ※3　定期預金の払戻しがあったことによる増

財務活動による収入 -                          -                          

前年度よりの繰越金 24,185                  46,363                  

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１） 財務運営の適正化（財務運営の適正化） 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）財務運営の適

正化 

毎年度、予算、収

支計画及び資金計

画を適切に策定し、

適正に管理・執行す

ることを通じて、財

務状況の健全性を

確保する。 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日独立行政法

人会計基準研究会

策定、令和３年９月

21 日改訂）等を遵守

し、適正な会計処理

を実施するととも

に、運営費交付金に

ついて、収益化単位

としての業務ごと

に予算と実績を管

理する。 

なお、毎年度の運

営費交付金額の算

定については、運営

費交付金債務残高

の発生状況にも留

意した上で、厳格に

（２）財務運営の適

正化 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日独立行政法

人会計基準研究会

策定、令和３年９月

21 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による

収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、

収益化基準の単位

としての業務ごと

に予算と実績の管

理を行う。 

また、各年度期末

における運営費交

付金債務に関し、そ

の発生状況を厳格

に分析し、減少に向

けた努力を行うと

ともに、独立行政法

人会計基準等を遵

守し、適正な会計処

理に努める。 

なお、毎年度の運

（２）財務運営の適

正化 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日独立行政法

人会計基準研究会

策定、令和３年９月

21 日改訂）等を遵守

し、適正な会計処理

に努めるために、以

下の施策を実施す

る。 

・運営費交付金の会

計処理として、業務

達成基準による収

益化が原則とされ

たことを踏まえ、収

益化基準の単位と

しての業務ごとに

予算と実績を管理 

・各年度期末におけ

る運営費交付金債

務に関し、その発生

状況を厳格に分析

し、減少に向け努

力。なお、毎年度の

運営費交付金額に

ついては、運営費交

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・運営費交付金の会計

処理として、収益化基

準の単位としての業務

ごとに予算と実績の管

理を実施したか。 

・各年度期末における

運営費交付金債務に関

し、その発生状況を厳

格に分析し、減少に向

けた努力を行ったか。 

・独立行政法人会計基

準等を遵守し、適正な

会計処理に努めたか。 

＜主要な業務実績＞ 

独立行政法人会計基準

等により、運営費交付金

の会計処理として、業務

達成基準による収益化が

原則とされたことを踏ま

え、収益化基準の単位と

しての業務ごとに予算と

実績の管理を行った結

果、令和７年度末におい

ては、運営費交付金債務

残高 19百万円が発生して

いるが、これは建設勘定

における運営費交付金の

配分を一部留保したこと

及び業務達成基準の期間

を令和７年度から令和８

年度に設定したことによ

るものである。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

令和７年度末においては、

19 百万円の運営費交付金債

務残高が発生しているが、こ

れは建設勘定における運営

費交付金の配分を一部留保

したこと及び業務達成基準

の期間を令和７年度から令

和８年度に設定したことに

よるものである。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 
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行う。 営費交付金額の算

定については、運営

費交付金債務残高

の発生状況にも留

意した上で、厳格に

行う。 

付金債務残高の発

生状況にも留意し

た上で、厳格に算定 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（２） 資金調達 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）資金調達 

サステナビリテ

ィファイナンス等

を活用した資金調

達能力は機構の強

みの一つであり、引

き続き、資金計画を

適切に策定して、安

定的かつ効率的な

資金調達を実施す

る。 

（３）資金調達 

サステナビリテ

ィファイナンスを

有効活用した資金

計画を策定し、短期

資金及び長期資金

の併用等による安

定的かつ効率的な

資金調達を実施す

る。 

（３）資金調達 

安定的かつ効率

的な資金調達を実

施するために、以下

の施策を実施する。 

・サステナビリティ

ファイナンスを有

効活用した資金計

画を策定し、短期資

金及び長期資金の

併用等による安定

的かつ効率的な資

金調達を実施 

・IR活動等を通じ機

構の持続可能な開

発目標（SDGs）への

貢献に向けた取組

を幅広く訴求する

ことにより投資家

層を拡大 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・サステナビリティフ

ァイナンスを有効活用

した資金計画を策定

し、安定的かつ効率的

な資金調達を実施した

か。 

＜主要な業務実績＞ 

サステナビリティファ

イナンスを活用した資金

計画を策定し、対面及び

WEB会議による個別IRや

投資家向けセミナーを実

施し、積極的かつ丁寧な

情報発信に努めた結果、

短期資金及び長期資金を

併用した安定的かつ効率

的な資金調達を実施し

た。 

具体的には、米国によ

る相互関税政策の発表に

よる金融資本市場の混乱

を皮切りに、参議院選挙

や自民党総裁選など内外

経済情勢の不透明感及び

不確実性が増し、金利の

ボラティリティが非常に

高い中、すべての案件に

おいて地方債と同等の金

利水準又は僅かなスプレ

ッド較差での起債ができ

た。また、他独法との比較

においても、同等あるい

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：  

個別 IR や投資家向けセミ

ナーを実施し、積極的かつ丁

寧な情報発信に努めた。 

その結果、すべての案件で

地方債と同等の金利水準（±

0％）若しくは僅かなスプレ

ッド較差（+0.01％）で起債す

ることができ、また、他独法

と比較した場合でも同等あ

るいはより低い金利水準で

起債することができた。加え

て、例年に比べ発行総額が少

額であった中においても、機

構債券の発行趣旨に共感い

ただいたことや機構事業と

の親和性を理由として投資

家から 17 件（累計 426 件）

の投資表明を獲得したこと

により、低利で安定的な資金

調達を実施することができ

た。 

 

以上のことから、年度計画

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

サステナビリティファイナンスを活用した資金計画を策定し、個別 IR や投資

家向けセミナーへの登壇、決算等説明会の実施など、積極的かつ丁寧な情報発信

に努めた。 

この結果、例年と比較して債券の発行総額が少額であった中でも、環境性や社

会性、機構事業との親和性に共感いただいた投資家から 17 件の新規投資表明を

獲得した。また、米国による相互関税政策の発表による金融資本市場の混乱を皮

切りに、国内外の経済情勢の不透明感や不確実性が増加し、金利の変動性が高く

なる中でも、全ての案件で地方債と同等の金利水準または僅かなスプレッド較差

での起債を達成した。特に、財投機関債である機構の債権は、債券市場において

地方債と比較して信用力が劣ると見られており、その分地方債と比べて金利にス

プレッドが上乗せされる中でも、地方債の金利水準とほとんど同等で発行したこ

とで、利払費用の削減ができた。このように、低利で安定的な資金調達を実施し

たことで、多額の資金を必要とする鉄道建設、船舶共有建造といった機構業務の

質の向上に寄与していることが認められた。また、令和６年度よりも個別 IR の

実施数を増やすことで、機構の知名度を向上させ、持続的な資金調達へ向けて積

極的に取り組んだ。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認

められることから、Ａ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

 

＜その他事項＞ 
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はより低い金利水準で起

債することができた。 

加えて、環境性や社会

性への共感、投資家と新

幹線事業や共有船舶事業

等との親和性などを背景

に17件（平成31年度から

の累計426件）という多く

の投資家から機構債券へ

の投資表明を新規に得る

ことができた。 

IR等の実施状況は以下

のとおり 

・個別 IR：都銀、地銀、

地方公共団体等様々な業

態の投資家に対して203

件実施 

・投資家向けセミナーへ

の登壇：４件登壇（参加者

数541名） 

・決算等説明会：銀行、証

券会社等18機関に対し実

施 

等における所期の目標を上

回る成果を得られたものと

考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

（外部有識者からの意見） 

地方債と同等の金利水準若しくは僅かなスプレッド較差で起債されているこ

とはＡ評定として妥当であると考える。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（１） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ６．その他業務運営

に関する重要事項 

（１）内部統制の充

実・強化 

 

「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成 26

年 11 月 28 日総務省

行政管理局長通知）

に基づき、業務方法

書に定めた事項を

確実に実施し、法人

の長のリーダーシ

ップの下、内部統制

の取組について実

態把握、継続的な分

析、必要な見直しを

行う。 

 

 

特に、機構は社会

経済情勢の変化や

想定できない事態

に適切に対処しな

ければならない業

10．その他主務省令

で定められる業務

運営に関する事項 

（１）内部統制の充

実・強化 

「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成 26

年 11 月 28 日総務省

行政管理局長通知）

に基づき、業務方法

書に定めた事項を

確実に実施すると

ともに、リスク管

理、コンプライアン

スの推進、統制環境

の整備、統制活動、

円滑な情報共有等、

内部統制の有効性

を高める取組を実

施する。 

特に、機構は社会

経済情勢の変化や

想定できない事態

に適切に対処しな

ければならない業

８．その他主務省令

で定められる業務運

営に関する事項 

（１）内部統制の充

実・強化 

「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成 26

年 11 月 28 日総務省

行政管理局長通知）

に基づき、業務方法

書に定めた事項を

確実に実施すると

ともに、リスク管

理、コンプライアン

スの推進、統制環境

の整備、統制活動、

円滑な情報共有等、

内部統制の有効性

を高めるために、以

下の施策を実施す

る。  

〇適切なリスク管

理  

・理事長のリーダー

シップの下、中期計

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・内部統制の有効性を

高める取組を実施した

か。 

・事業総合管理委員会

等を通じて、事業遂行

上内在する様々なリス

クの把握・対応を行っ

たか。 

・工程及び事業費の管

理について、国や地方

公共団体等の関係者と

密な情報共有を図った

か。 

・過去の入札不適正事

案を踏まえた再発防止

等のコンプライアンス

の取組を徹底したか。 

＜主要な業務実績＞ 

社会経済情勢の変化や

想定できない事態に適切

に対処しなければならな

い業務や多種多様な関係

者との調整や連携が必要

な業務について、理事長

のリーダーシップの下、

業務遂行上のリスクの把

握、対応を行うなど、内部

統制の充実・強化を図っ

た。 

 

○鉄道建設事業における

工程及び事業費の管理 

工程と事業費の同時か

つ総合的な審議を行う事

業総合管理委員会等を通

じてリスクを早期に把握

し、組織として適時適切

な対応を行った。また、国

や地方公共団体等で構成

する会議体等を通じて、

各工区の工事の進捗状

況、事業費の執行状況、発

生しているリスク要因等

について体系的な情報共

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

 社会経済情勢の変化や想

定できない事態に適切に対

処しなければならない業務

や多種多様な関係者との調

整や連携が必要な業務につ

いて、理事長のリーダーシッ

プの下、業務遂行上のリスク

の把握・対応を行うなど、内

部統制の充実・強化を図っ

た。 

 

以上のことから、年度計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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務や多種多様な関

係者との調整や連

携が必要な業務を

有しており、これら

の業務には様々な

事業遂行上のリス

クが内在している

ことから、前中期目

標期間に引き続き、

事業リスクへの対

応を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、過去の入札

不適正事案を踏ま

えた再発防止のた

めのコンプライア

ンスの取組を引き

続き実施する。 

務や多種多様な関

係者との調整や連

携が必要な業務を

有しており、これら

の業務には様々な

事業遂行上のリス

クが内在している

ことを踏まえ、理事

長のリーダーシッ

プの下、リスクの把

握・対応を行う。中

でも工程及び事業

費の管理について

は、工程と事業費の

同時かつ総合的な

審議を行う事業総

合管理委員会等を

通じて管理の徹底

を図るとともに、国

や地方公共団体等

の関係者と情報を

密に共有する。 

また、過去の入札

不適正事案を踏ま

えた再発防止のた

めのコンプライア

ンスの取組を引き

続き徹底するなど、

内部統制の取組に

ついて実態把握、継

続的な分析、必要な

見直しを行い、内部

統制の充実・強化を

図る。 

画遂行の障害とな

るリスクの把握・対

応  

・工程と事業費の同

時かつ総合的な審

議を行う事業総合

管理委員会等を通

じた管理の徹底及

び国や地方公共団

体等の関係者との

密な情報共有  

〇コンプライアン

スの推進 

・過去の入札不適正

事案を踏まえた再

発防止の徹底  

・職員の意識啓発を

図るためのコンプ

ライアンス月間(10

月)を中心とした各

種研修等 

 

有を行った。 

なお、内部監査におい

て、上記会議体等を通じ

た工程・事業費管理につ

いて、実効性のある対応

になっているかとの観点

で監査を行い、ルールに

則り、関係者間で調整を

進めつつ、課題解決に努

めていることを確認して

いる。 

 

○内部統制委員会 

理事長を委員長とし、

全役員が参画する内部統

制委員会を開催し、過去

の入札不適正事案を踏ま

えた再発防止のためのコ

ンプライアンスの徹底も

含めた、「令和７年度内部

統制に係る取組計画」を

策定の上、内部統制の取

組について、実態把握、継

続的な分析等を通じて、

内部統制の充実・強化に

取り組んだ。 

※「令和７年度内部統制

に係る取組計画」におけ

る取組項目は以下のとお

り。 

-リスクに対する評価と

対応 

-統制環境の整備 

-情報と伝達に係る取組 

-ICT への対応 

-内部統制システムのモ

ニタリングと統制活動 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（２） 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）人事に関する

計画 

機構の役割を果

たすため、人材の確

保・育成に関する方

針を策定し、社会的

要請に応えうる組

織運営に努める。 

その際、社会経済

情勢の変化に伴い

機構の業務が多様

化していることも

踏まえ、外部人材の

積極的な活用、要員

配置計画の柔軟な

見直し等により、事

業の進捗状況等に

応じた重点的かつ

効率的な組織運営

を行うとともに、業

務の質的・量的な変

化を的確に把握し、

将来を見据えた人

材の確保・育成、技

術力やノウハウの

維持・向上を図る。 

また、多様性の観

点に留意しながら、

（２）人事に関する

計画 

機構の役割を果

たすための人材確

保・育成方針を策定

し、社会的要請に応

えうる組織運営に

努める。 

具体的には、社会

経済情勢の変化に

伴い機構の業務が

多様化しているこ

とも踏まえ、事業規

模、事業内容等業務

の実情に応じて必

要な人材の確保に

努め、他機関の知

見・ノウハウ獲得を

加味した人事交流

を行いつつ、各業務

の進捗に対応する

ための人員の適正

配置等柔軟な運用

を行うとともに、女

性活躍の推進など

多様な人材が活躍

できるよう働き方

改革等に取り組む。 

（２）人事に関する

計画 

機構の役割を果た

すための人材確保・

育成方針を策定し、

社会的要請に応え

うる組織運営に努

める。  

そのうち、人材確

保に関しては、以下

の施策を実施する。 

〇人材確保と人事

の柔軟な運用  

・新規採用や社会人

採用、再雇用制度、

嘱託制度の活用等

による、事業規模、

事業内容等業務の

実情に応じて必要

な人材の確保  

・他機関の知見・ノ

ウハウ獲得を加味

した人事交流  

・各業務の進捗に対

応するための人員

の適正配置等柔軟

な運用  

〇働き方改革と女

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・以下に記載の必要な

取組を行い、組織の役

割を果たすための人材

確保・育成方針を策定

し、社会的要請に応え

うる組織運営に努めた

か。 

-人材確保、人事交流を

行いつつ、人員の適正

配置等を柔軟に行った

か。 

-働き方改革等に取り

組んだか。 

-職員に求められるス

キルの習得状況を可視

化する取組を進めた

か。 

-高度な専門的知識の

修得、技術スキルの向

上等を図るための研修

を実施する等により、

＜主要な業務実績＞ 

・人材確保に係る方針とし

て令和 7 年度新規職員採用

計画に基づき、現在及び将

来の業務の円滑な遂行を見

据え、38 名の新卒職員を採

用した。また、即戦力として

期待される９名の社会人を

採用した。なお、新卒職員採

用にあたっては、競争力向

上のため初任給の引き上げ

を行った。 

・定年退職者を引き続き雇

用する再雇用制度及び特定

の事務所に勤務する事務所

限定職員制度を活用すると

ともに、再雇用期間満了者

の嘱託（常勤・非常勤）採用

により、必要な人材確保に

努めた。また、鉄道事業者等

他機関からの出向者の受け

入れを行った。 

・職員を他機関へ派遣し知

見・ノウハウの獲得に努め

つつ、各事業の工程、事業量

等を勘案のうえ、業務量に

応じた適正な人員配置に努

めた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

令和７年度新規職員採用

計画に基づき、新卒職員や

社会人の採用、再雇用制度

の活用等により、業務の実

情に応じた必要な人材確保

に努めるとともに、鉄道事

業者等他機関からの出向者

の受け入れを行った。また、

職員を他機関へ派遣し知

見・ノウハウの獲得に努め

つつ、業務量を考慮した人

員配置を行った。さらに、

社内公募の実施や人事部門

が直接的に人事情報の把握

を行うなど、職員の積極性

や適性を踏まえた人員の重

点配置の取組を行った。 

女性が活躍できる環境整

備を目的として、女性の積

極採用施策を実施するとと

もに、女性職員が長く働き

続けられるよう、キャリア

形成支援を目的とした若手

女性職員向けの研修等を実

施した。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

令和 7 年度新規職員採用計画に基づき、新卒職員は 38 名採用したほか、９名

の社会人を採用し、鉄道事業者等他機関からの出向者の受け入れも行うなど、社

会経済情勢が変化する中で、業務内容の多様化に応じた必要な人材確保を行っ

た。さらに、女性職員が活躍できる環境整備として、20～30 代の若手の女性職員

を対象とした研修に、計 44 名の方が参加するなど、社会的立場にとらわれない

多様な人材が活躍できるような職場の環境づくりを進めた。 

働き方改革の観点では、テレワークや時差勤務を推奨するため、「働き方改革

推進強化月間」を設定し、全職員を対象に実施した。実施後、アンケートの回答

を得られた約 1,300 人のうち概ね 86％が、テレワークや在宅勤務に取り組んだ

との結果を獲得し、柔軟な働き方の推進に寄与した。 

その他、職員のスキル向上の観点では、学習管理システム内容の拡充を図り、

高度な知識を習得しやすい環境の整備に寄与した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること 

からＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞  

特になし 
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働き方改革に積極

的に取り組む。 

また、職員に求め

られるスキルの習

得状況を可視化す

る取組を進めるほ

か、業務の遂行に必

要となる高度な専

門的知識の修得、技

術スキルの向上等

を図るための研修

を実施するととも

に、自己啓発活動を

支援すること等を

通じて、持続的な業

務の質の向上等に

努める。その際、今

後さらに強化を必

要とする業務分野

については、積極的

に外部研修等も活

用する。 

性活躍推進  

・女子学生向けの広

報媒体の作成や、女

子学生向け採用イ

ベントへの出展等

を通じた積極的な

女性採用  

・テレワーク等の柔

軟な働き方の推進  

・ダイバーシティ推

進研修など多様な

人材が活躍できる

職場環境構築の取

組 

また、人材育成に

関しては、以下の施

策を実施する。 

〇各種研修等の着

実な実施 

・令和７年度研修計

画に基づく、職員の

資質向上を図るた

めの階層別研修、高

度な専門的知識の

修得、技術スキルの

向上等を図るため

の業務別研修等  

〇スキルアッププ

ログラムの理解・浸

透による組織全体

の技術力の底上げ  

・概ね入社 10 年目

までの職員を対象

に職員に求められ

るスキルを提示し、

習得状況を可視化

する取組みである

スキルアッププロ

グラムの理解・浸透

を図り、個人のスキ

ルアップを通じた

組織全体の技術力

の底上げ 

持続的な業務の質の向

上等に努めたか。 

さらに、社内公募の実施

や人事部門がより細かく職

員の人事情報の把握を行う

など、職員の適性を踏まえ

た人員の重点配置の取組を

行った。 

・女性が活躍できる環境整

備を目的として、新規採用

者に占める女性比率の数値

目標を掲げ、出産・育児と仕

事の両立に焦点を当てたリ

ーフレットの作成、採用ホ

ームページへの女性管理職

のキャリアパスの掲載、女

子学生向け採用イベントへ

の出展等積極的な女性採用

の施策を実施した。 

また、女性職員が長く働

き続けられるよう、キャリ

ア形成支援を目的とした若

手女性職員向けの研修を実

施した。 

・多様な人材の活躍を実現

するために、育児・介護とい

った勤務時間に制約のある

職員が仕事と私生活の両立

が図れるよう、柔軟な働き

方（テレワークや時差勤務）

を推奨する「働き方改革推

進強化月間」を設定すると

ともに、管理職を対象とす

る勤務制度研修を実施し柔

軟な働き方に対する理解促

進を進めるなど働き方改革

に取り組んだ。また、障害を

もつ職員が新たに配属され

る部署の箇所長へ障害の特

性、配慮すべき事項等に関

する資料を配布、説明する

ことで、障害を持つ職員が

安定して働いていけるよう

障害に対する理解促進に取

り組んだ。 

・人材育成に係る方針とし

ては、令和７年度研修実施

計画に基づき、職員の資質

向上を図るための階層別研

修（外部講師の講義を含む）

のほか、高度な専門的知識

の修得、技術スキルの向上

さらに、多様な人材の活

躍を実現するために、育児・

介護といった勤務時間に制

約のある職員が仕事と私生

活の両立が図れるよう、柔

軟な働き方（テレワークや

時差勤務）を推奨する「働

き方改革推進強化月間」を

設定するとともに、管理職

を対象とする勤務制度研修

を実施し柔軟な働き方に対

する理解促進を進めるなど

働き方改革に取り組んだ。 

令和７年度研修実施計画

に基づき階層別研修及び業

務別研修を実施し、階層別

研修の実施後アンケートで

は、外部講師の講義につい

ての満足度が 5.0 点満点中

平均 4.3 点となり、高い質

を保って実施できたことが

確認できた。 

学習管理システムでは、

マニュアル整備など運用側

のサポートを厚くすること

で、高度な知識やスキルを

身につける環境の充実を図

った。 

職員向け講演会を３回実

施し、いずれも 100 名を超

える多数の聴講があったこ

とに加え、事後のアンケー

トにおいても有意義と回答

した職員が９割以上とな

り、幅広い知識取得の機会

を向上させた。 

個人のスキルアップと組

織全体の技術力の底上げを

目指す取組としての SUP で

は、３年目となる既存の系

統で安定した運営が図れた

ことに加え、新たに船舶技

術系統の SUP を構築し、ス

キルの習得状況を可視化す

る取組として効果的な運用

の実施と更なる拡充が図れ

ている。 

 

以上のことから、年度計

画等における所期の目標を
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等を図るための業務別研修

を着実に実施した。特に、階

層別研修では、オリエンテ

ーションにて機構の人材育

成基本方針等の周知徹底を

行い、職員の人材育成への

意識醸成を図ることで研修

効果の底上げを狙った。 

学習管理システム（eラー

ニング講座など）では内容

の拡充を継続し、学ぶ機会

と習得できる知識を増やす

ことにより職員のスキル向

上推進を図った。 

人材育成に関する講演会

では、スキルノウハウの承

継を図るため先輩職員から

現役職員へメッセージを伝

える講演会を１回開催、ま

た、多角的な視野の獲得を

目的とした有識者による講

演会を２回開催し、機構業

務に必要な知識を広く深く

得る機会とした。 

制度導入３年目となる

「スキルアッププログラム

（SUP）」については、前年度

の取組結果より課題となっ

た項目（専門スキルの新設

等）の改善に向けた検討を

行い、制度のブラッシュア

ップを行った。 

 

達成していると考えられ

る。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（３） 広報・情報公開の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(前中期目標期間最終年度

値等) 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）広報・情報公

開の推進 

独立行政法人に

求められる業務運

営の透明性を確保

するため、業務内

容、役職員の給与水

準、入札結果や契約

の情報、財務の状況

等について、ホーム

ページ等で適切に

公表するとともに、

大規模プロジェク

トに求められるア

カウンタビリティ

（説明責任）の重要

性を踏まえ、主な業

務の実施状況につ

いて、多様な発信手

段を活用してタイ

ムリーに情報発信

を行う。 

 

 

また、機構の業務

に対する国民の理

解を深め、機構の認

知度を向上するこ

（３）広報・情報公

開の推進 

独立行政法人に

求められる業務運

営の透明性を確保

するため、業務内

容、役職員の給与水

準、入札結果や契約

の情報、財務の状況

等について、ホーム

ページ等において

分かりやすく公表

するとともに、大規

模プロジェクトに

求められるアカウ

ンタビリティ（説明

責任）の重要性を踏

まえ、主な業務の実

施状況について適

切かつタイムリー

に情報発信を行う。 

 

 

 

また、機構の業務

に対する地元関係

者をはじめとした

国民の理解を深め、

（３）広報・情報公

開の推進 

独立行政法人に

求められる業務運

営の透明性を確保

し、大規模プロジェ

クトに求められる

アカウンタビリテ

ィ（説明責任）を果

たすため、以下の施

策を実施する。 

・業務内容、役職員

の給与水準、入札結

果や契約の情報、財

務の状況等につい

て、ホームページ等

により、分かりやす

く公表  

・主な業務の実施状

況について、ホーム

ページ、X、YouTube、

広報誌等により、適

切かつタイムリー

な情報発信  

また、機構の業務

に対する地元関係

者をはじめとする

国民の理解を深め、

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・業務内容、財務状況

等について、ホームペ

ージ等において分かり

やすく公表したか。 

・主な業務の実施状況

について適切かつタイ

ムリーに情報発信を行

ったか。 

・対外的な情報発信を

強化したか。 

・関係機関と連携し、

SNS 等多様な発信手段

の活用を図り、ターゲ

ット層に応じたコンテ

ンツを展開するなどの

戦略的広報を推進した

か。 

＜主要な業務実績＞ 

【業務運営の透明性の確

保】 

業務内容、役職員の給与

水準、入札結果や契約情報、

財務状況、外部有識者によ

る委員会の審議事項等アカ

ウンタビリティに係る情報

について、ホームページ等

において分かりやすく公表

した。また、ホームページは

トップ画面を刷新し、ペー

ジ構成のプルダウンメニュ

ーを追加することで、一般

の方などユーザーが知りた

い情報に辿り着きやすいよ

うに改修した。 

 

【戦略的広報の推進】 

部内外と連携して取り組

み、機構の業務に対する地

元関係者の理解促進を図っ

た。 

○主な事業の実施状況の発

信 

主な事業の実施状況につ

いては、ホームページ、広報

誌、SNS を活用し、対外的な

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）及び北陸新幹

線（敦賀・新大阪間）をは

じめ、船舶共有建造や建設

DX などの実施状況、鉄道技

術の紹介について、ホーム

ページ、広報誌、SNS を活

用し、タイムリーかつ継続

的に情報発信した。 

特に、以下に記載する事

項について力を入れて取り

組んだ。 

地域住民や関係者の関

心・ニーズを踏まえ、ホー

ムページのデザイン等を刷

新して視認性及び操作性、

アクセス性を向上させた結

果、刷新前と比べて総訪問

者数が約 11％増加すると

ともに、北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）プロジ

ェクトの紹介ページは約

49％、北陸新幹線（敦賀・

新大阪間）の紹介ページは

約 78％も訪問者数が増加

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 業務内容、役職員の給与水準、入札結果や契約情報、財務状況等について、ホ

ームページ等に適切に公表し、独立行政法人に求められる業務運営の透明性の確

保に着実に取り組むとともに、鉄道整備などの大規模プロジェクトに求められる

アカウンタビリティとしての情報発信も適切に実施した。 

鉄道整備等のプロジェクトに関する情報発信については、ホームページや広報

誌のほか、SNS も活用し、タイムリーかつ継続的に情報発信を行った。特に、地

域住民や関係者の関心・ニーズを踏まえてホームページのデザイン等を刷新し、

アクセス性を向上させた結果、刷新前と比較して総訪問者数が 11％増加したこ

とに加え、北海道新幹線プロジェクトの紹介ページは約 49％、北陸新幹線の紹介

ページは約 78％も訪問者数が増加した。SNS も有効活用し、Xにて北海道新幹線

の工事進捗の投稿を継続した結果、今年度の平均閲覧回数において前年度の 5倍

以上を獲得したほか、YouTube では北海道新幹線だけでなく、羊蹄トンネルの工

事過程等、動画の再生数に基づくニーズに応じたコンテンツの展開により、視聴

者の機構事業への関心・理解の向上につなげた。さらに、今年度は開業等の大き

なイベントが無い中でも、プレスリリースは 36 件、報道公開は５件と広報に積

極的に取り組み、特に NHK のテレビ番組「新プロジェクト X」では、2015 年３月

開業の北陸新幹線において、機構が各関係者と協力しながら難工事に対して技術

力で克服する姿が取り上げられ、大きな反響を獲得し、機構の技術集団としての

存在意義の PRに成功した。その他、コレクションカードの「JRTT カード」の配

布や、子供向け学習コンテンツの「JRTT コネクト隊」の配信、「こども霞ヶ関見

学デー」への出展等、若年層とのコミュニケーションの機会を増やし、認知度向

上に向けて取り組んだ。 

機構が鉄道建設等事業を円滑に進めるためには、機構の事業に対する関係者の 

理解と協力が必要であり、また、新卒者や優秀な人材の確保のためにも、機構の 

認知度の一層の向上が必要と考えられるところ、上記のとおり取組を強化して実 

績を上げたことは、中期計画における所期の目標を上回る成果と認められること 
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とにより、人材の確

保や事業を円滑に

進めることが可能

となることから、対

外的な情報発信力

の強化に取り組み、

関係機関とも連携

して、戦略的広報を

推進する。 

機構の認知度を向

上させることによ

り、事業の円滑な推

進や人材の確保を

図ることを目的に、

例えば、機構が手掛

ける各種プロジェ

クトに係る内容や

そのプロセス、さら

には技術面での対

応を紹介するなど

により、対外的な情

報発信を強化する。

併せて、関係機関と

も連携し、SNS 等多

様な発信手段の活

用を図り、それぞれ

のターゲット層に

応じたコンテンツ

を展開するなど、戦

略的広報を推進す

る。 

機構の認知度を向

上させることによ

り、事業の円滑な推

進や人材の確保を

図るため、関係機関

とも連携しつつ、戦

略的広報を推進す

る。具体的には、以

下の施策を実施す

る。  

・北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）

の工事内容、北陸新

幹線（敦賀・新大阪

間）の調査、鉄道災

害への支援、船舶建

造等における技術

支援、サステナビリ

ティの取組等につ

いて、ホームペー

ジ、SNS 等多様な発

信手段を活用し、タ

ーゲット層に応じ

たコンテンツを展

開 

・北海道旅客鉄道株

式会社と連携し、車

内誌を活用した情

報発信 

情報発信を強化した。広報

誌においては技術者等の

“働く人”にスポットを当

てた記事を増やし、デジタ

ルブックや紙面と YouTube

を連動させた現場レポート

を掲載したほか、関係機関

との広報連携においては、

JR 北海道車内誌への記事掲

載、北海道エアシステム機

内誌への記事掲載、日本航

空との広報グッズ制作、地

質研究機関との北陸新幹線

ジオ鉄マップの制作を行っ

た。 

○SNS の有効活用 

YouTube においては、北海

道新幹線の150mレール輸送

や難工事、新幹線技術の紹

介、船舶建造の監督業務、建

設工事アーカイブなど、よ

り幅広い方々に閲覧しても

らえるよう多様なコンテン

ツを提供した。 

X においては、北海道新幹

線の進ちょく状況、共有船

の進水・竣工の様子などタ

イムリーに情報発信すると

ともに、投稿日にまつわる

機構事業に関するトリビア

（「今日は何の日」）を投稿

した。 

また、北海道新幹線にお

いては地方機関で専用

Instagram を運用し、より地

元に密着した詳しい情報を

発信した。 

こうした視聴者を意識し

た SNS の取組により、各媒

体のフォロワー数を着実に

増やした。 

○イベント・見学会等の地

域における取組 

北海道新幹線において

は、事業に対する理解促進

のため、自治体等主催イベ

ントへの参画や現地で見学

会を実施し、積極的に地域

住民と直接コミュニケーシ

ョンする場を設けた。また、

した。 

北海道新幹線の工事進捗

月報の公表について前年度

から継続して Xへの投稿に

取り組んだ結果、今年度の

平均閲覧回数は前年度と比

較して 5倍以上を獲得する

など、情報到達度の向上に

大きく貢献した。 

広報誌については、各プ

ロジェクトや技術内容を多

くの方により分かりやすく

届けるため、ドローンを活

用し従来にない構図の表紙

としたり、新たなコーナー

の設置を含め現場職員に密

着した記事内容等に刷新し

た。 

YouTube については、職

員の自主制作を中心に９本

公開して着実にフォロワー

数を伸ばした。多く関心が

寄せられている北海道新幹

線では羊蹄トンネルについ

ては岩塊出現の対策から中

間立坑の到達までの過程を

映像を使って丁寧に解説

し、150m レールの貨物鉄道

による輸送（福岡県北九州

市・北海道長万部町間）に

ついては輸送要員や溶接技

術者の人手不足解消、工程

短縮等の効果を伝えるな

ど、ニーズに応じた情報提

供や各種コンテンツを展開

することで、閲覧者・視聴

者の機構事業への関心や理

解を高めることにつなげ

た。 

さらに、プレスリリース、

報道公開、取材対応に積極

的に取り組み、記者ブリー

フィングやプッシュ型によ

り戦略的に情報提供するこ

とで、メディアに広く取り

上げてもらい情報発信の強

化を実現した。特に、NHK の

テレビ番組「新プロジェク

ト X」では、2015 年３月開

業の北陸新幹線（長野・金

からＡ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

 北海道新幹線の進捗の定期的な情報発信は地域の方々への丁寧な情報提供と

して非常に良い取組であること、ホームページ・SNS・広報誌等がうまく連動し

ていること、若年層等に広くアピールできるように工夫していることはＡ評定と

して妥当であると考える。 
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北陸新幹線及び西九州新幹

線においては、機構の開業

実績を PRするため、各地で

イベントへの参画を強化し

た。 

 

【メディアとの連携】 

北海道新幹線の事業進捗

（トンネル貫通、レール溶

接開始、札幌車両基地壁面

デザイン決定等）、内航船の

技術支援に関する取組、機

構の各種業務実績につい

て、プレスリリース 36件、

報道公開５件を実施した。

また、取材や寄稿依頼に積

極的に対応し、機構の活動

を新聞・テレビ等のメディ

アに広く取り上げてもらう

よう取り組んだ。 

 

【認知度向上に向けた取

組】 

機構の認知度向上を図る

ため、新たな取組として、コ

レクションカードである

「JRTT カード」及び子供向

け学習コンテンツである

「JRTT コネクト隊」を制作

した。また、子供向けイベン

トへの出展、広報グッズや

採用活動を意識した組織 PR

ポスターの制作により、若

年層や一般層をターゲット

としたコミュニケーション

の機会を増やし親しみやす

さの醸成に取り組んだ。 

沢間）において機構が各関

係者と協力しながら着工を

実現させ、掘削に難航した

飯山トンネルを技術力で克

服する姿が描かれ、SNS を

中心にトンネル工事の難し

さや技術者の苦労に対し大

きな反響を得たと共に機構

の技術者集団としての存在

意義を PR することができ

た。 

加えて、関係機関との広

報連携を拡大し、北海道エ

アシステムや地質研究機関

との協働実績をつくった。 

一般層に機構が建設・建

造した鉄道や船舶に興味を

持ってもらうためのコレク

ションカード「JRTT カー

ド」を制作したり、将来を

担う小学校中学年以上をタ

ーゲットとした子供向け学

習コンテンツ「JRTT コネク

ト隊」を制作してイベント

配布やホームページ公開を

行うなど、新たな広報施策

を展開した。また、子供向

けイベントとして「こども

霞が関見学デー」に出展し

パネルによる北海道新幹線

の紹介や実物のレールを触

ってもらう体験等を実施し

好評を得た。 

戦略的広報として、これ

ら一連の取り組みを推進

し、機構の業務に対する地

元関係者や国民の理解を促

進するとともに幅広い層の

認知度向上につなげた。 

 

以上のことから、年度計

画等における所期の目標を

上回る成果を得られたもの

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（４） 環境への配慮 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）環境への配慮 

機構の業務運営

に当たっては、環境

負荷の低減、環境の

保全について配慮

するとともに、自然

環境保全対策、地球

温暖化対策等に努

める。 

また、職員に対す

る研修等の実施に

より、組織全体とし

て環境に対する意

識の向上に努める。 

（４）環境への配慮 

鉄道や船舶は環

境負荷の低い、グリ

ーン性を有する輸

送機関であること

から、これらの整備

を着実に推進して

いくとともに、事業

実施に当たっては、

最新技術や豊富な

実績に基づく知見・

ノウハウを活用し、

環境負荷低減に資

する取組を積極的

に実施する。 

具体的には、「地

球温暖化対策計画

（令和３年 10 月 22

日閣議決定）」等を

踏まえて機構で定

める「第５期環境行

動計画」に基づき、

事業実施時におい

て、温室効果ガス

（CO2）排出量削減

に向けた取組や生

物多様性の保存の

（４）環境への配慮 

機構で定めた「第

５期環境行動計画」

（令和５年３月）に

基づき、事業の実施

における温室効果

ガス（CO2）排出量の

削減に向け、以下の

施策を実施する。  

・各部門における温

室効果ガス（CO2）排

出量削減に係る目

標の達成に向け、部

門ごとに策定した

ロードマップを基

にした取組  

・取組の実施に当た

っては、国の環境関

連政策の状況や世

の中における技術

動向等を踏まえ、必

要に応じて、新たな

施策の導入につい

て積極的に検討  

・各部門の長で構成

する「環境コアメン

バー会議」において

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・以下に記載の必要な

取組を行い、環境負荷

低減に資する取組を実

施したか。 

-第５期環境行動計画

に基づき、事業実施時

において、温室効果ガ

ス（CO2）排出量削減に

向けた取組や生物多様

性の保存といった環境

負荷低減に資する対策

を積極的に実施した

か。 

-機構における環境対

策の取組状況や成果を

盛り込んだ「環境報告

書」を作成し、ホーム

ページ等を活用して公

表したか。 

-組織全体として環境

＜主要な業務実績＞ 

・第５期環境行動計画（令和

５年３月）に基づき、事業の

実施における温室効果ガス

（CO2）排出量削減に向けた

取組や生物多様性の保存と

いった環境負荷低減に資す

る施策を推進した。各部門

においては、部門ごとに策

定したロードマップを踏ま

え、事業特性や業務内容に

応じた削減施策への取組を

実施した。 

・これらの取組の進捗管理

を行うため、各部門の長で

構成する「環境コアメンバ

ー会議」を年２回（５月及び

11 月）開催し、各部門にお

ける CO2 排出量削減目標の

達成状況や課題について共

有・検討を行った。 

・全役職員の環境に対する

知識及び意識の向上を目的

として、環境に関する e ラ

ーニング研修（令和 7 年度

GX(環境負荷低減）に係る業

務研修）を実施するととも

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

各事業部門及びオフィス

部門において第 5期環境行

動計画に基づく取組を着実

に実施するとともに、部門

横断的な進捗管理の枠組み

である「環境コアメンバー

会議」により施策の進捗管

理や課題整理、今後の対応

方針の検討を行うことで、

組織内における各種取組の

充実を図った。充実した具

体施策としては、鉄道建設

部門の取組の全職員向けの

周知や、CO2 排出削減に寄

与する工事の推進に関する

基準類制定・発出等が挙げ

られる。 

また、全役職員を対象と

した環境に関する eラーニ

ング研修及び外部講師によ

る環境セミナーを実施し、

それぞれ受講率 81.0%、満

足度 96.2%を確保するな

ど、組織全体として環境へ

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

各事業部門及びオフィス部門において、温室効果ガス排出量削減に向けた取り

組みや、生物多様性の保存といった環境負荷低減に資する施策を推進し、第５期

環境行動計画に基づく取組を着実に実施した。 

特に、各取組の進捗管理を行うために「環境コアメンバー会議」を年２回開催

し、各部門における CO2 排出量削減目標の達成状況や課題について共有・検討を

行ったほか、環境に関する eラーニング研修および外部講師による環境セミナー

を実施し、それぞれ受講率 81.0％、満足度 96.2％を確保するなど、全職員の環

境に対する知識を深めた。また、「環境報告書 2025」を作成・９月にホームペー

ジ上に公開し、機構の組織内部だけでなく、外部に対しても環境・社会貢献面で

の取組を発信したほか、若年層にもわかりやすい「JRTT エコ発見！マップ」の作

成・配布するなど、情報発信方法を工夫した結果、環境報告書の配布が昨年度と

比較して、600 部から 1100 部（1.8 倍）となり、より多くの人に機構の環境に対

する取組を周知することができた。その他、環境への取組に対するコミットメン

トを表すスローガンの案を募集したところ、計 118 名から応募があった中で「Go 

Green with you」を設定し、職員の意思統一を図るなど、年度計画にない取組も

積極的に実施した。 

近年、異常気象等を要因として、環境負荷低減に対する一層の意識の向上が求

められているところ、機構は組織内での意識改革推進に向けた取組だけで無く、

組織外への幅広い層への周知の実績や、計画に記した以外で新たな取組を展開し

たことは、中期計画における所期の目標を上回る成果と認められることから、Ａ

評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 
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ための対策などを

推進する。なお、こ

れらの取組の状況

や成果については、

「環境報告書」を毎

年度作成の上、公表

する。 

また、組織全体と

して環境への知識・

意識を向上させる

ことを目的に、研修

等を実施する。 

 

各部門の取組の進

捗を管理  

全ての役職員の

環境に対する知識

を深め、意識を高め

ることを目的に、以

下の施策を実施す

る。  

・環境に関する研修

（ｅラーニング）  

・外部講師を招いた

環境セミナーの開

催  

・各部門における環

境配慮の取組や事

務所における CO2 排

出量の見える化（機

構内周知）  

機構の環境・社会

貢献面での取組を

世の中に幅広く訴

求するため、以下の

施策を実施する。  

・若年層を含めた外

部の者に機構の取

組がわかりやすく

伝わるよう、「環境

報告書 2025」（概要

版リーフレットを

含む）等を作成・公

開  

・鉄道建設や船舶共

有建造等の事業に

おける環境負荷低

減の取組を取り上

げた「環境 YouTube」

の制作・公開  

・現場見学会等を通

じた、機構の事業実

施における環境配

慮の取組の紹介及

び地域社会との対

話等 

への知識・意識を向上

させることを目的に、

研修等を実施したか。 

に、外部講師を招いた環境

セミナー（モビリティ・マネ

ジメントの概要とポイン

ト）を開催した。 

・各部門における環境配慮

の取組内容を掲載した「環

境報告書 2025」を外部及び

機構内部にも周知するとと

もに、オフィスにおける CO2

排出量の状況について、経

年の変化がわかるようグラ

フにより見える化を行った

上、イントラにて機構内へ

周知した。 

・機構の環境・社会貢献面で

の取組を対外的に発信する

ため、「環境報告書 2025」を

作成の上、９月にホームペ

ージへ公開し、計画どおり

対外発信を行った。 

・若年層を含む幅広い層に

対して、機構の環境への取

組が広く伝わるよう、カラ

フルで親しみやすいイラス

ト等を活用し、若年層にも

分かりやすい構成とした

「JRTT エコ発見！マップ」

を新たに作成し、沿線住民

の方々やステークホルダー

に配布した。 

・動画コンテンツを活用し

た発信を行うため、物流 GX

分野での貸付先企業におけ

る環境配慮への取組を題材

とした「環境 YouTube」の制

作に取り組んだ。 

・職員一人一人が環境への

配慮を意識し、また関係す

る皆様と協働して持続可能

な未来に向けて歩んでいき

たい、という想いを表した、

環境への取組に対するコミ

ットメントを表すスローガ

ン「Go Green with you」を

新たに設定し、あわせてス

ローガンを資料等で使用す

る際のロゴマークも制定し

た。 

・現場見学会等を通じて、実

際の事業現場における環境

の知識・意識の向上に顕著

な成果を上げ、職員一人ひ

とりが自らの業務と環境配

慮との関係を意識する契機

となった。加えて、CO2 排

出量の経年変化をグラフ化

するなど、環境配慮の取組

状況の見える化を進めるこ

とで、職員が各部門の状況

を客観的に把握し、環境配

慮への関心向上に寄与し

た。 

対外的な発信において

は、「環境報告書 2025」の

作成・公表に加え、若年層

にも分かりやすく伝えるこ

とを目的とした「JRTT エコ

発見！マップ」を新たに作

成・配布するなど、情報発

信手法の高度化を図った。

その結果、前年度の環境報

告書と比較し約 1.8 倍の部

数を配布しより多くの人に

機構の環境への取組を周知

することができた。さらに、

物流 GX 分野をテーマとし

た環境 YouTube の制作に取

り組み対外発信の幅を拡大

するとともに、スローガン

「Go Green with you」の設

定に当たっては、職員から

案を募集し、取組のプロセ

スにおいても職員の意識統

一を図るなど、計画にない

取組も積極的に展開した。 

これらの取組により、令

和７年度は年度計画に定め

た施策を着実に実施するに

とどまらず、職員の意識改

革、情報発信手法の多様化・

高度化といった質的な向上

を実現すると共に、より多

くの方へ機構の環境への取

組を周知することができ

た。 

 

以上のことから、年度計

画等における所期の目標を

上回る成果を得られたもの

と考えられる。 

＜その他事項＞  

（外部有識者からの意見） 

 年度計画を上回る取組を行っていることから、Ａ評定として妥当であると考え

る。 
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配慮の取組を紹介した。  

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 

 


